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『甲南会計研究』の創刊にあたって
甲南大学会計大学院長
河 照 行
甲南大学会計大学院（甲南大学大学院ビジネス研究科）は、甲南大学の教育理念
に相応しい高潔でかつ高度な専門知識を有する「会計プロフェッション」の育成を
目指して、2006年月に開設された。
本会計大学院は、「甲南ドリーム」の合い言葉のもとで、具体的には、「グローバ
ル・アカウンタント」（公認会計士として監査法人で活躍する「会計プロフェッショ
ン」）と「ビジネス・アカウンタント」（企業内において活躍する「会計プロフェッ
ション」）の育成を目指すととともに、健全な会計マインドを備えたビジネスリー
ダーの育成をも構想している。
「世界に通用する紳士たれ」は、甲南学園創立者である平生釟三郎の言葉である。
かかる創立者の願いを真摯に受け止め、世界のリーダーたりうる「会計プロフェッ
ション」の育成を目指す本会計大学院は、建学の精神を現代に生かし、社会的使命
に応えるための研究・教育組織である。
専門職大学院としての本会計大学院は、研究者教員と実務者教員から構成され、
理論と実務の融合を目指すユニークな研究・教育組織である。つまり、研究・教育・
実務が三位一体となった研究・教育の実現を目指している。そのため、本会計大学
院教員には、最先端かつ不断の研究・教育努力が求められており、その成果を公表
する場は不可欠であるといってよい。
本会計大学院の機関誌である『甲南会計研究』は、本会計大学院教員のそのよう
な研究・教育の成果を公表する場であるとともに、広く「会計プロフェッション」
の実務に貢献することが期待されている。
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1＊ XBRLについては、次の文献を参照されたい。Hoffman, Charles, Financial Reporting Using XBRL: IFRS and US GAAP Edition,
Lulu, 2006. 河﨑照行編著『eディスクロージャー電子情報開示の理論と実践』中央経済社、2001年、100-132頁。坂上学・
白田佳子編著『XBRLによる財務諸表作成マニュアル』日本経済新聞社、2003年。淵田康之『XBRL入門』日本経済新聞社、
2003年。XBRL Japan『XBRL FACT BOOK 7.1』XBRL Japan、2005年。
＊ Bergeron, Bryan, Essentials of XBRL: Financial Reporting in the 21st Century, John Wiley & Sons, Inc., 2003.
XBRLベースの財務報告―意義と課題―
甲南大学会計大学院 教授 河 照 行
□ はじめに
今日、財務報告は本格的な高度情報化時代を迎えている。近年、わが国では、財務報告の電子化に
ついて、次のつの大きな制度改革があった。
2001年月に、「企業内容等の開示制度の電子化」(EDINET証券取引法に基づく有価証券報
告書等の開示書類に関する電子開示システム)がスタートし、2004年月から、強制適用となっ
た。
2001年11月に、「商法等の一部を改正する法律」が成立し、電磁的記録(電子帳簿)や電磁的方
法による開示(電子公告)が法制化され、2006年月から施行された「会社法」では、これらの
規定がより一層整備されたものとなった。
このような制度改革を受けて、わが国のみならず先進諸外国では、Webサイト(各企業のホームペー
ジ)に各種の会社情報を掲載する企業が急速な勢いで増加している。
しかし、EDINETをはじめ、現状のWebサイトの財務情報は、その二次利用が著しく困難な状況
にあるとされる。このような困難を克服し、財務情報の作成・流通・利用を促進させる目的で、現在、
開発されているインターネット言語がXBRL(eXtensible Business Reporting Language)である＊1。
本稿の目的は、ブライアン・ベルジェロン(Bryan Bergeron)氏の所説＊2に依拠し、このような電
子ベースの財務報告を支える技術標準としてのXBRLについて、その意義と課題を論じることにあ
る。本稿の具体的な課題は、次の点である。
第に、XBRLの基礎概念について概説すること。
第に、新しい情報技術の受容と進化のモデルを提示し、当該モデルに則して、XBRLの受容
と進化のプロセスを検討すること。
第に、新しい情報技術に関する利用者の対応を類型化し、当該類型に則して、XBRLに対す
る対応の意義を検討すること。
第に、XBRLの価値とリスクを浮き彫りにするとともに、XBRLの価値評価のフレームワー
クを提示すること。
2＊ Ibid., p.15.
＊ ビジネスレポーティングの意義とその最新動向については、次の文献を参照されたい。AICPA, Special Committee on Finan-
cial Reporting, Improving Business Reporting-A Customer Focus, American Institute of Certified Public Accountants, 1994 (八田
進二・橋本尚共訳『アメリカ公認会計士協会・ジェンキンズ報告書 事業報告革命』同文舘、2002年)。浦崎直浩「アメリカ
におけるディスクロージャー拡大の新展開-AICPAによるEnhanced Business Reportingの構想」『商経学叢』第52巻第号
(2005年月)、51-67頁。河﨑、前掲書、6-7頁。
＊ XBRL Japan、前掲書、19頁。
＊ Hoffman, op.cit., pp.42-66. 坂上・白田、前掲書、6-7頁。
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□ XBRLの基礎概念
(1) XBRLの定義
ベルジェロン氏によれば、XBRLは、次のように定義される＊3。
「財務報告およびビジネスレポーティングのデータを、適時に、正確に、効率的かつコスト・効果
的に、電子的な蓄積、操作、再利用および伝達を可能にする、オープンで、プラットフォームから
独立した国際標準である。」
この定義から、XBRLは次のような性格を有したインターネット言語であることが分かる。
XBRLは、「財務報告」と「ビジネスレポーティング」を対象としたインターネット言語であ
る＊4。したがって、この言語の適用対象は財務情報に限らない。
XBRLの目的は、各種の財務情報を「適時に、正確に、効率的かつコスト・効果的に」、電子的
な方法で、「蓄積、操作、再利用および伝達」することにある。
XBRL、「オープンで、プラットフォームから独立した」言語である。XBRLが「オープンな」
言語であることは、この言語に関与するすべての利害関係者が言語の開発に自由に参加できる
ことを意味する。そのため、用語の定義に関する混乱や誤解が少なくなり、インターネット言
語としての汎用性はかなり高くなる。また、XBRLが「プラットホームから独立した」言語であ
ることは、すべての汎用的なオペーレティングシステムのもとで、この言語が稼働できること
を意味する。
XBRLは、世界的な規模で開発されている「世界標準」である。現在、XBRLの開発・普及活動
は、国際組織である「XBRL International」によって行われており、これには、世界の35カ国以
上、300超の各種企業・団体が参加している＊5。日本におけるその下部組織が「XBRL Japan」
であり、「XBRL International」が開発したタクソノミー(Taxonomy; 用語体系)の日本語化およ
び日本版タクソノミーの開発・普及をその活動目的としている。
(2) XBRLの特徴
XBRLは、XML(eXtensible Markup Language)を基礎としたインターネット言語であることか
ら、次のような特徴を有している＊6。
XML技術を用いて財務データを記述するためのタグ付け言語(マークアップ言語)であること。
「＜」と「/＞」で括られた文字列をタグといい、開始タグと終了タグで数値を挟み込む形で記
述すること。例えば、「現金100万円」は、下記のように記述される。
＜現金＞ 1,000,000 ＜／現金＞
このような記述方式により、データに意味をもたせることができ、世界共通のルールに基づいた
タグであれば、世界中の財務データが共通のインタフェースで利用できることになる。
このようなタグ付け言語としてのXBRLの設計思想には、データの「記述」と「表示方法」の分離
という考え方がある。例えば、「現金勘定の残高が100万円」という会計事実の記述にあたり、XBRL
3＊ 坂上・白田、前掲書、17-22頁。
＊ Trites, Gerald D., Electronic Filing and Reporting: Emerging Technologies and Their Implicatons, CICA, 2005, pp.39-40. XBRL
Japan、前掲書、4-7頁。河﨑、前掲書、111-113頁。
＊ Hoffman, op.cit., pp.69-86. 坂上・白田、前掲書、8-9頁。
＊10 開発の現状については、次の文献を参照されたい。XBRL Japan、前掲書、11, 14-18頁。
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では、「現金100万円」という部分と「資産の部の流動資産の最初の項目」という部分を切り離して
記述する。その結果、XBRL形式の財務データは、多様な利用者の固有の事情に依存することなく利
用が可能となる。このような設計思想を支える情報技術が、「XMLスキーマ」と「Xリンク」である＊7。
XMLスキーマ(XML Schema)とは、XML文書を記述するルールを定めたものであり、具体的に
は、勘定科目や注記事項などの属性を定義する際に使用する。
Xリンク(XLink)とは、XML文書を関連づけるルールを定めたものであり、具体的には、各勘定
科目の表示順序、計算方法、勘定科目名などを定義する際に使用する。
したがって、XBRLのタクソノミーは、XMLスキーマで記述される「タクソノミースキーマ」と
Xリンクで関連づけられる複数の「リンクベース」(勘定科目の表示順序を定義した「表示リンクベー
ス」、勘定科目の集計方法を定義した「計算リンクベース」、勘定科目の親子関係を定義した「定義リ
ンクベース」、勘定科目の名称を定義した「名称リンクベース」、勘定科目の根拠となる文献を定義し
た「参照リンクベース」など)から構成されることになる。
(3) XBRLの期待される効果
XBRLは、各種の利害関係者にとって、次のような効果が期待される＊8。
企業にとっては、一度、XBRL形式で財務情報を作成すれば、それを「印刷物としての報告書」、
「Webサイト上の情報」等、複数の形式の情報として表現できることから、財務情報をより効
率的に作成できる。
財務アナリスト・投資者・監督機関にとっては、XBRL形式の財務情報は再入力の必要がないこ
とから、情報の加工が容易となり、情報の有用性が強化される。
財務情報仲介業者・データ統合機関にとっては、財務情報の収集が効率化され、顧客の要求に合
わせた情報伝送が可能になる。
このように、XBRLは、企業の財務情報を、入力ポイントから最終の利用ポイントまで、一気通貫
した形のデジタル情報として処理することができ、財務情報のサプライチェーンの実現が可能となる。
(4) XBRLの体系
XBRLについては、「XBRL仕様」、「タクソノミー」、「インスタンス」のつの基礎概念を理解
しておく必要がある＊9。
XBRL仕様(XBRL Specification)とは、電子的なひな型を作るための基本ルールをいう。
タクソノミー(Taxonomy)とは、XBRL仕様に基づいて作成された電子的なひな型をいい、各国
ごとに開発される。
インスタンス(Instance)とは、タクソノミーに基づいて現実の数字が埋め込まれた財務諸表をいう。
　 なお、XBRLは、「XBRL FR」と「XBRL GL」のつの領域に区別される。「XBRL FR」
(Financial Reporting財務報告)とは、財務報告のための仕様をいうのに対し、「XBRL GL」
(General Ledger総勘定元帳)とは、日々の取引データを記録するための仕様をいう。現在、
「XBRL GL」の開発が精力的に行われており、「XBRL GL」と「XBRL FR」のリンクが実現すれ
ば、財務報告の明細をさまざまな形で参照することが可能となる＊10。
4＊11 Bergeron, op.cit., pp.63„65.
＊12 Ibid., p.65.
＊13 Ibid., pp.75-77.
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□ 技術標準としてのXBRL
(1) 技術標準の共進化プロセス
XBRLのような新しい情報技術が「標準」
(standard)として受容されるプロセスは、「図
表」に示す「共進化モデル」(Co-Evolution
Model)によって説明できる＊11。このモデルで
は、新しい「標準」の確立が、情報技術と利用
者の相互作用によるものであることを示してい
る。
この図表の右側の「普及」(diffusion)は、利
用者が新しい情報技術を「利用」することによっ
て、利用者の「満足」(appropriation)が高まり、
それを繰り返すことによって、新しい情報技術
の普及が促進されることを示している。これに
対し、図表の左側の「置換」(substitution)は、
古い情報技術に対する利用者の「不満」(dis-
appropriation)が高まることによって、古い情報技術が「廃止」(disuse)され、それを繰り返すこ
とによって、古い情報技術が新しい情報技術に置き換えられることを示している。例えば、紙ベー
スの財務報告(古い情報技術)は、このような「置換」と「普及」のプロセスを繰り返すことによっ
て、電子ベース(XBRLベース)の財務報告(新しい情報技術)に進化することになる。
したがって、新しい情報技術の「普及」は、利用者の「満足度」に依存することになる。例えば、
XBRLベースの会計システムを利用する会計担当者が、旧式の会計システムよりも迅速かつ効果的
に業務をこなすことができれば、会計担当者の満足度は高まり、新しい会計システムについてより
多くの学習努力を傾けることになろう。このことは、利用者(会計担当者)が新しい情報技術を利用
するプロセスにおいて、利用者自身が変化することを意味する。つまり、新しい情報技術は利用者
との相互作用によって、利用者を変化させ、新しい標準として確立されることになる＊12。
また、この共進化モデルでは明示されていないが、標準化のプロセスでは、規制機関、ベンダー
企業、標準設定機関といった利害関係者が重要な役割を演じることになる。例えば、規制機関の電
子開示システムの創設に対応するため、新しい情報技術の導入が余儀なくされる場合などがこれで
ある。
(2) 技術標準のプログレス
財務報告に新しい情報技術や標準を導入する目的は、財務報告の利用者のニーズに適時かつ適切
に応えることにある。そのためには、財務報告の標準化は、常に進化するプロセスでなければなら
ない。このことを示したのが「図表」である。
この図表では、財務報告の標準化が、次のつの段階から構成されるプロセスであることを示し
ている＊13。
?????
????? ??????
???? ????
???? ???? ???? ????
??????
?
?
??
?
?
??
 
5＊14 Ibid., p.77.
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第段階は「ドライバー」(driver)である。
財務報告にとって、新しい標準の設定を動
機づけるドライバーは、例えば、ベンダー
企業、規制機関、利用者などである。
(ア)ベンダー企業は、新しいニーズを効率的
かつ適時に充足するため、新しい情報技
術を開発し提供する。
(イ)政府機関は、新しい法規制によって財務
報告のあり方を変化させる。
(ウ)利用者(会計専門職など)は、新しい情報
技術を付加価値の高いサービスを提供す
る手段として利用する。
第段階は「新しい技術標準」である。上記
のドライバーに動機づけられ、新しい情報
技術が財務報告の分野に導入されることにな
る。例えば、「企業改革法」(Sarbanes-Oxley Act)のような法規制が新しい標準(基準)の設定を
要請する場合などがこれである。
第段階は「メンテナンス」(maintenance)である。これは新しい標準の普及と改善のプロセス
をいう。例えば、新しい標準に関する教育や新しい標準に関するプロトコルの設定などがこれ
である。
標準化のプロセスは「メンテナンス」段階で終了するわけではない。標準化は動的なプロセスで
あり、また、漸進的な改善プロセスでもなければならない。XBRLは、実質的に無限の用語(voca-
bulary)を収容できる拡張可能性を有していることから、このような漸進的な改善プロセスにとっ
て理想的な言語であるとされる＊14。
□ 技術標準の採用ステージ
「図表」は、利用者グループが新しい情報技
術(XBRL)の採用に至るまでの時間的経過を表し
たものである。
この図表の凸型曲線は、各ステージの採用者の
割合を示しており、S字曲線は、採用者の累計を
示している。図表に示すように、この採用曲線の
利用者グループは、次のつに分類される。
(1)革新者(Innovator)
(2)早期採用者(Early Adopter)
(3)早期追随者(Early Majority)
(4)後期追随者(Late Majority)
(5)遅滞者(Laggard)
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6＊15 Ibid., pp.151-154.
＊16 ベルジェロン氏によれば、コンピューター業界においてXMLが幅広く受け入れられたことや、Webの影響によってXBRL採
用の後期追随者は2005年までに活動を開始し、遅滞者グループは2008年までに活動を開始し、2010年までには、ほとんどの
人びとがXBRLを使用することになると予測されている(Ibid., p.154.)。しかし、その進捗は若干遅れているようである。なお、
各国の規制機関の取組状況については、次の文献を参照されたい。Trites, op.cit., pp.42-43. XBRL Japan、前掲書、35-42頁。
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各グループの特徴を摘記すれば、次のとおりである＊15。
革新者は、新しい情報技術を最初に採り入れるグループである。このグループの関心は、最新技術
それ自体である。また、このグループは常に新しい情報技術に関心があるため、しばしば本来の設
計者が思いもよらない分野に情報技術の適用を試みる。例えば、財務報告の分野に、XML技術の
適用を試みた革新者がまさにこのケースである。
早期採用者は、革新者と同様に、情報技術に関心がある。しかし、このグループが新しい情報技術
を採用する動機は、特定の分野で有意義な結果を達成することにある。つまり、このグループの主
要な関心は、大量消費の準備が整っていないか、あるいは宣伝通りに動作しない情報技術について
である。例えば、XBRLの最初の利用者はこのグループに分類できる。新しい技術ソリューション
の不備を解消してくれる点でも、このグループの役割は重要である。
早期追随者は、技術的でないソリューションを指向する利用者グループから構成される。新しい情
報技術がこのグループに採用されれば、当該技術は成功あるいはメインストリームに組み込まれた
といってよい。このグループの関心は、情報技術それ自体よりも、当該技術が関心ある問題をいか
に解決するか、また、当該技術によっていかに時間が短縮され収益が増加するかといった点である。
例えば、財務報告書作成の効率性のために、XBRLベースの財務報告システムを採用する企業は、
このグループに属する。
後期追随者は、早期追随者と同様に、効率性の向上やコストの削減など実際的な利益のために、新
しい技術ソリューションを採用するグループである。早期追随者との相違点は、リスクを嫌い、ま
た、公表間もない情報技術への投資に余裕がないため、相対的に変化への対応が遅い点である。さ
らに、このグループはもともと保守的で変化に抵抗しがちであり、変化が確実になって初めて対応
する傾向がある。そのため、行動の遅れから、効率性やコストの削減といったベネフィットを早期
に享受できないことになる。
遅滞者は、他に選択肢がない時にのみ変化を受け入れる企業あるいは個人を表している。このグルー
プに属する企業は、後期追随者と同様に、競争下において市場シェアを失うリスクがある。
会計分野では、2003年頃にXBRLの採用は早期追随者のステージに入ったとされ、現在は、早期
追随者から後期追随者のステージにあるものと推定される＊16。
□ XBRLの経済性
(1) XBRLの投資価値とリスク
XBRL には、投資に値する十分なベネフィットがある反面、新しい情報技術としてのリスクも
存在する。「図表」は、XBRLベースの財務報告について、そのベネフィットとリスクを列挙し
たものである。
この図表に示すように、XBRLベースの財務報告への投資価値は、「コストの節約」といった定
量的な価値から「クライアントへの忠誠心」といった定性的な価値まで、その内容はさまざまであ
る。また、XBRLを採用することによって発生する潜在的なリスクについても、「コスト超過」、
「システムの欠陥」、「景気停滞」などその内容もさまざまである。
7図表 XBRLの投資価値とリスク
投 資 価 値 リスク
技術基盤の開発
資本
コンサルタント
契約上の義務
旧式システムとのインター
フェース
情報システムのサポートス
タッフ
メンテナンス契約
ネットワークの技術基盤
パソコンのハードウェア
プロセスの再編
プログラミング
レポーティングのソフト
ウェア
ソフトウェアの開発
ソフトウェアの統合
トレーニング
ベンダー企業の選定
コストの節約
人員要求の削減
コンサルティングの機会の
拡大
サービスの改善
効率性の増大
会計担当者の効率性の増大
顧客に対する忠誠心の増大
顧客満足の増大
非能率な人員の削減
時間の節約
顧客からの拒絶
コスト超過
サービスの中断
破壊的テクノロジー
資源の分割
一般経済の停滞
市場からの拒絶
顧客からの過大な期待
不適切な管理
不十分な技術力
低レベルの導入戦略
低レベルのシステムの実現
可能性
低レベルの利用可能性
急速に変化する基準
予期しないコスト
予期しない需要の下落
(出典)Ibid., p.166.
＊17 Bergeron, op.cit., p167. Trites, op.cit., pp.76-77.
＊18 Bergeron, op.cit., pp.172-178.
XBRLベースの財務報告―意義と課題― (河 照行)
新しい情報技術(XBRL)のリスクについては、(ア)予測可能なリスクと(イ)不可避的なリスクに
区別できる。特に、後者の不可避的なリスクについては、適切な「コンティンジェンシー・プラン」
(contingency plan)を準備するか、または、経済的リスクを最小にするビジネスモデルを採用する
ことが考えられる。例えば、「アウトソーシング」(outsourcing)などがそのような代替案のつで
ある＊17。技術力に劣る企業では、XBRLの運用をアウトソーシングすることによって、新しい情
報技術からのリスクを回避するとともに、ベネフィットを享受することも可能となる。
(2) XBRLの価値評価のフレームワーク
XBRLの価値評価のフレームワークを示した
のが「図表」である＊18。
この図表では、財務報告の「スピード」、「質」、
「量」および「コスト」というつの要因が、
財務報告における新しい情報技術(XBRL)の価
値を規定することを示している。価値の大きさ
は、つの規定要因からの矢印が交差する球形
の相対的な大きさによって示されている。例え
ば、財務報告の「スピード」を高めることは、
財務報告の「質」を犠牲にすることとなる。ま
た、財務報告の「スピード」、「質」および「量」
を高めることは、「コスト」の増大をもたらす
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8＊19 Ibid., p.173.
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可能性がある。
したがって、これらのつの要因の均衡点をいかに図り、最適ミックスをいかに達成するかが、
新しい情報技術(XBRL)の採用を判断するうえでのカギとなる。例えば、既存の財務報告システム
をXBRLベースの財務報告システムに置き換えることによって、財務報告の「スピード」、「質」お
よび「量」を大幅に改善することが、既存のシステムよりも低い「コスト」で達成できれば、
XBRLの採用は決定的である。逆に、XBRLベースの財務報告システムは、その導入に伴うハード
ウェアやソフトウェアおよびメンテナンスに係る「コスト」が企業の追加的な負担となる場合は、
そのような追加的負担に見合った財務報告の「質」と「量」の要請があるかどうかを十分に検討す
る必要がある。このことから、新しい情報技術(XBRL)の採用に関する最適ミックスは、「財務報
告システムの技術基盤(infrastructure)」と「財務報告のニーズ」のつに依存することになる＊19。
□ むすび
本稿の目的は、電子ベースの財務報告を支える技術標準としてのXBRLについて、その意義と課題
を浮き彫りにすることであった。本稿での議論は、次の点に要約できる。
(1)XBRLは、財務情報の作成・流通・利用を促進させる目的で開発されたXMLベースのインター
ネット言語であり、財務報告のあり方を大きく変革させるものと期待されている。
(2)XBRLのような新しい情報技術は、「情報技術」と「利用者」の相互作用から成る「置換」と「普
及」の共進化プロセスによって、最終的に、技術標準として確立される。また、情報技術の標準
化は動的なプロセスであることから漸進的な改善が必要とされ、XBRLはそのような要請に最適
なインターネット言語とされる。
(3)新しい情報技術の利用者グループは、革新者、早期採用者、早期追随者、後期追随者お
よび遅滞者のつに類型化できる。現在、XBRLは早期追随者から後期追随者のステージにあ
り、XBRLの採用が遅れれば、それだけXBRLからのベネフィットを享受するチャンスは失われ
る。
(4)XBRLへの投資価値を規定する要因は、財務報告のスピード、質、量およびコストの
つである。XBRLの最大価値はこれらの最適ミックスによって達成されることから、XBRLの採
用については、「財務報告システムの技術基盤」と「財務報告のニーズ」を慎重に見極める必要
がある。
現時点で、XBRLのような新しい情報技術を採用し、最初の移行者となるにはリスクがあるかもし
れない。しかし、大多数の利用者がXBRLに移行することを待つ潜在的なリスクは、この情報技術に
期待されている「コストの節約」、「効率性の増大」、「競争上の優位性」といったベネフィットを失う
ことにもなろう。XBRLの採用に向けた決断の時が迫っている。
9管理会計の巻
上 埜 進
少なからぬ人々が、簿記・会計に対し、専門家が扱うテクニカルな業績測定システム
である、といったイメージを抱いている。しかし、言うまでもなく、会計は、社会的構
築物であり、かつ政治的、経済的、制度的なプロセスでもある。計画会計と統制会計、
ないし意思決定会計と業績評価会計を要素とする管理会計は、経営や会計のさまざまな
コンセプトと技法を有機的に駆使するもので、業績目標の達成を導くスキームとプロセ
スを提供している。こうした管理会計は、20世紀初頭の標準管理と予算統制とを始点
に発展し、1950年代までに損益分岐点分析に代表される利益工学、差額原価分析など
を完成させた。近年では、情報技術(IT)を管理会計ソフトやERPとして取り込み、管理
情報の適時性と信頼性の改善をはかっている。また、先進的な多角化多国籍企業では、
グローバル月次利益管理システムが構築されている。実務の革新、学術研究の知見など
を内部化し、年々、領域を拡大してきた管理会計は、戦略的決定を担うCFO(chief
financial officer)の貴重なツールでもある。学問としての管理会計は、実務のそうしたダ
イナミズムを反映し、また、組織心理学、行動科学、社会学、経済学、法学、工学、情
報科学、数学、統計学などの周辺科学と相互作用を行いながら、その研究領域を広げて
きた(上埜進他訳、1992、『行動会計学の基礎理論』、同文舘)。
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システム監査の巻
池 田 公 司
1985年、経済産業省が「システム監査基準」を策定・公表したことを契機として、
わが国では、「システム監査」という概念が会計や情報処理の領域で幅広く用いられる
ようになった。また、1986年から、経済産業省はシステム監査の専門家を養成する目
的で、「システム監査技術者」の試験制度を開始している。今日では、わが国のほとん
どの会計大学院でシステム監査(またはIT監査)が開講されている。
もとより、システム監査は学際的な性格を有しており、文系出身の公認会計士が財務
諸表監査の立場から議論する場合もあれば、理系出身のシステムエンジニアが技術的な
立場から議論する場合もある。会計大学院におけるシステム監査のあり方としては、こ
のような幅広い視野から講義を行うことが必要であると考えている。こうしたことに配
慮して、本学の会計大学院では、経営学系の教員と工学系の教員によってシステム監査
や情報セキュリティのカリキュラムをバランスよく編成している。
2006年に成立した「金融商品取引法」の制度的な枠組みにおいても、内部統制の基
本的要素として「ITへの対応」が明記されているので、会計大学院全体の教育プログラ
ムにおいても、今後、システム監査の重要性が一層高まると考えられる。本会計大学院
においても、公認会計士試験に加えてシステム監査技術者の資格取得を推奨している。
1990年代以降、デリバティブ取引が急速に拡大し、その取引やその決済に用いられ
る情報システムが飛躍的に高度化・複雑化したことが、この度の金融商品取引法の制定
につながっている。同法で「ITへの対応」が強調されている理由もこの点にある。また、
こうした動向に加えて、政府のe-Japan構想の下に、EDINET(金融庁の電子開示システ
ム)やe-Tax(国税庁の電子納税システム)が相次いで導入され、「拡張可能な事業報告言
語」(eXtensible Business Reporting Language; XBRL)をベースとした会計の電子化政策
が積極的に推進されている。こうしたことから、これからの会計専門職には金融商品と
ITの専門知識が益々重要になっている。
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＊ 森本滋著(1984)『EC会社法の形成と展開』商事法務研究会、P.36.
＊ 拙著(1993)『現代ドイツ監査制度論』千倉書房、P.48,210.
ドイツにおける会社法のEU域内調和化
プロセスに関する研究
甲南大学会計大学院 教授 加 藤 恭 彦
□ はじめに
ヨーロッパにおける会社法ならびに会計に関する事項については、ヨーロッパ共同体(EC)の会社
法の調整に関する理事会指令(directive,Richtlinie)によって具体的に規制されてきており、理事会が
EC委員会の提案に基づいてヨーロッパ議会(European Parliament)及び経済社会評議会(Economic
and Social Committee)の意見を聴取した後に指令を採択し、理事会の議長は加盟国に同指令を通告
し、それを受けて加盟国は国内会社法の該当規定について必要な改正手続をとり、指令の趣旨・目的
にしたがって関連条文内容を国内法化するのである＊1。理事会指令の中で特に会計・監査の基準と
なるのが、第号指令(資本会社の年度決算書、1978)、第号指令(連結計算書、1983)及び第号
指令(決算監査人の資格、1984)であるが、ドイツにおいては、これらの指令を国内化するために
「財務諸表指令法」(Bilanzrichtlinien-Gesetz, 1986)が制定されて、商法を中心として株式法、有限会
社法、協同組合法、情報公開法、公認会計士法、金融機関法、保険企業監督法等の一連の法律改正が
着手された＊2。
その結果、会社の計算・開示・監査関連規定は、新たに商法第編「商業帳簿」(238条～339条)
を独立させて、第章(商人)及び第章(資本会社)を設けることになった。
その後、ヨーロッパ連合(EU., 1993)の発足に伴い、域内の会計・監査制度の調和化の段階から、
資本市場のグローバル化に伴う国際会計基準や国際監査基準の進展により、EUにおける会計・監査
規制の国際的調和化を余儀なくされ、それに伴いドイツにおける資本市場の国際化、企業の情報開示
制度の拡充、コーポレート・ガバナンスへの対応などの観点から、関連国内法の改正に向けて以下の
法令が制定された。
「銀行貸借対照表指令法」(Bankbilanzrichtlinien-Gesetz, 1990)
「資本調達容易化法」(Kapitalaufnahmeerleichterungsgesetz-KapAEG., 1998)
「企業におけるコントロールと透明性に関する法律」(Gesetz zur Kontrolle und Transparenz im
Unternehmensbereich-KonTraG., 1998)
「資本会社指令法」(Kapitalgesellschaftten-und Co.-Richtlinie-Gesetz-KapCoRiLiG., 2000)
「透明性及び開示法」(Gesetz zur weiteren Reform des Aktien-und Bilanzrechts- Zur Transparenz
und Pubulizitat-Transparenz und Pubulizitatsgesetz-TransPuG., 2002)
「ドイツコーポレート・ガバナンス法典」(Regierungskommision, Der Deutscher Corporate
Governance Kodex, 2002, 2003)
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＊ 本稿では、EUの各種指令とドイツ会社法との関連に注目するが、そこには、当然アメリカの「企業改革法」(Sarbanes-Ox-
ley Act,2002)の影響を無視することはできないが、この問題については、別途取り上げることにしたい。
以下において取り上げる本稿の主たる文献は次のとおりである。
Norbert Pfitzer/Peter Oser/Christian Orth, Reform des Aktien-, Bilanz-und Aufsichtrechts,2.Auflage 2006 Stuttgart.
甲南会計研究 No.1 (2007.3)
以上のようなドイツにおける1986年から2003年までのEU域内及び国際化に対応する調和化のプ
ロセスを出発点として、それ以降のEUから公表された各種の指令に呼応してドイツにおいて制定
された監査関連法規を概観し、EU指令とドイツ国内法との関連を明らかにしていきたい＊3。
□ EUにおける指令の制定
EUから公表されるものには以下のような種類があげられる。
(1) 命令(Verordnungen)
これは、公表と同時に発効するものであり、加盟国の国内法に転換されていなくても、すべての
EU加盟国に法的拘束力を有している。(例えば、国際会計基準命令(例えば、IAS-Verordnung)。
(2) 指令(Richtlinien)
これは一定の猶予期間をおいて加盟国が自国の法律に転換することを目的としているが、加盟国
に大幅な選択権が付与されている(例えば、第号・第号・第号指令)。
(3) 裁定と決議(Entscheidungen und Beschlusse)
これらは、加盟国政府のみならず、企業、個人などを想定しており、必ずしも加盟国法へ転換さ
れるとは限らない(例えば、EG-Vertrag, Art.87,88,81,Verhangung von Bugeldern oder Zwangs-
manahmen)
(4) 勧告(Empfehlungen)
これは強制力がなく、ガイドラインの性格を有し、解釈を要するときに引き合いに出される(例
えば、Empfehlung der Kommission vom 30.Mai 2001 zur Beraucksichtigung von Umweltaspekten
in Jahresabschluss und Lagebericht von Unternehmen:Auaweis, Bewertung und Offenlegung.)。
本稿では、以下にあげるような、もっぱら2001年以降の上記の(2)の指令がドイツにおける会計・
監査規制へ大きな影響を与えているものと考えられるものの中で、～を取り上げることにする。
「公正価値指令」(Fair Value-Richtlinie,27.Sept.2001)
デリバティブを含む金融商品等の財務的手段に対して付すべき時価に関する指令で、「貸借対照
法改正法」(Bilanzrechtsreformgesetz-BilReG., 2004)の商法に関する第285条項18･19番及び
「貸借対照表現代化法」(Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz-BilMoG., 2006)に取り入れられている。
「国際会計基準命令」(IAS-Verordnung, 2002)
原則として、EUにおける規制証券市場で資本調達が許可されているすべての親会社は、2005年
月日に始まる会計年度から国際財務報告基準(IFRS)に従って連結決算しなければならず、EU
ではおよそ7,000社、ドイツでも1,000社以上がこの命令に従わなければならない。
「市場悪用指令」(Martkmissbrauchsrichtlinie, 2003)
これは、証券市場に参入する企業に対してインサイダー取引や市場操作を禁止する指令であり、
ドイツでも「投資者保護改善法」(Anlegerschutzverbesserungsgesetz-AnSVG, 2004)において取
り入れられている。
「現代化指令」(Modernisierungsrichtlinie, 2003)
1986年の「財務諸表指令法」(BiRiLiG)に取って代わり、国際財務会計基準などの新しい環境に
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＊ 森本滋稿「ECにおける会計監査人制度」、『ジュリスト』No.716,1980,P.74-78.
拙稿「ECにおける決算監査人の人的基準の標準化」、『甲南経営研究』第25巻第号 昭和59年月、P.83-101.
拙稿「ECにおける監査人資格の調和化に関する研究」、『甲南経営研究』第32巻第号 平成年月、P.1-16.
日本弁護士会連合ヨーロッパ調査団報告「ECケ国の弁護士制度と外国弁護士の受け入れ制度」1990、P.173-194.なお、
EC理事会は、1988年「少なくとも年間の専門教育と訓練の課程を終了した者に与えられる高等教育学位の相互承認に関す
る一般規則」(無番号の「ディプロマ指令」)を採択し、それは第号指令を補完するものと位置付けられている。ディプロ
マとは、職業専門家となるための最終的な資格であり、それは大学卒業学位、あるいは大学卒後の実務研修の修了、又は大
学と同等の教育課程を修了した者等を包括しており、これらのディプロマの資格を有する者は、受け入れ側の加盟国におけ
る独自の簡易な「適格性試験」(筆記試験と口頭試問)に合格するか、又は年間を限度とする職業専門家の指導監督下での
実務研修の「適合期間」を修了すれば、当該加盟国の職業専門家団体によってその資格が承認されれば、その国で事務所を
開設して業務を遂行することができ、当然なことながら当該加盟国の関係諸法令や業界が制定する職業法の規定を遵守しな
ければならないと主張している。
ドイツにおける会社法のEU域内調和化
プロセスに関する研究
(加藤恭彦)
適用するために年度決算書項目の評価基準(国際財務報告基準に順ずる)及び状況報告書の記載項目
などの拡張、意見差控えの監査報告書の導入などを要請するものである。
「会社規模の基準値指令」(Schwellenwertrichtlinien, 2003)
第号・第号指令のときよりも大・中・小会社の貸借対照表合計額及び売上高をそれぞれ20,5
引き上げ、連結決算についてもそれぞれ20.5引き上げて、それ以下の企業は連結決算書の作成
義務を免除している。
「第号指令―決算監査人の資格―の現代化」(Modernisierung der 8.EU-Richtlinie, Abschlusspru-
ferrichtlinie, 2006)＊4
決算監査人の資格は、すでに採択されている旧第号指令(1984)では、監査人となるための受験
資格と理論的・実務能力に対する試験制度と人的基準としての正当注意義務と独立性についての最低
基準を明定している。しかしその基準はきわめて包括的であり、加盟各国の監査制度の相違、教育制
度の差異に基づく職業専門家になるための資格条件の違いが歴然としているので、この第号指令で
は、決算監査人の加盟国での相互承認については明確に定めていないが、他の加盟国において当該国
の法律で認められている職業専門家の指導・監督下で実務研修した場合、その研修が修了したものと
認められ、あるいは、大学卒業試験又はそれと同等の試験に合格している場合、理論科目の一部が免
除される、等実質的には資格の承認に向けた準備がなされている。
以上の旧第号指令に取って代わる新第号指令(2006)では、高い水準で域内における決算監査
の調和化を目指しており、本指令の水準に適合する資格を有する者は、域内では同等な資格を有して
いるものと認められている。決算監査人の資格要件(適性試験)は、独立性の観点から監査業務と競合
するいかなる業務も実施しない誠実な者であること、大学入試レベルの学力を習得し、その後大学の
学科目の履修課程を修了し、さらに実務研修も終えて、加盟国において承認された最終試験レベルと
しての大学卒業試験に合格していることである。理論的な知識の試験科目は、会計学総論、個別・連
結決算書の作成に関する法規定及び諸原則、国際会計基準、財務分析、原価計算及び管理会計、リス
クマネジメント及び内部統制、監査及び職業技術、決算監査及び決算監査人に関する法規と職業基準、
国際監査基準、職業倫理と独立性、会社法及びコーポレート・ガバナンス、破産及び類似手続の法規
定、租税法、民法及び商法、社会保障及び労働法、IT及びコンピュータ・システム、経営学、経済
学、財務論、数学及び統計学、経営財務制度の諸原則、等であり、又実務研修能力テストについては、
最低年間個別・連結決算書の監査実務に携わり、その内の年間は、自国又は域内の他の国で法律
で認可され、本指令の要件に合致する専門職業家の下で実務研修を受けなければならない。原則とし
て、上述の適性試験に合格することを前提に、加盟国の所轄機関の定める手続に従って加盟国域内に
おいて相互承認される。域内の自国で正規に登録している決算監査人及び監査会社は、域内の他国で
業務を行う上で、独立性、外部品質管理、職業倫理、監査基準等について追加的な要求はない。
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＊ Jurgen Tiedje,Die neue EU-Richtlinie zur Abschlussprufung,Wpg.2006 ,Nr.,S.593-605
Klaus-Gunter Klein und Sandra Tielmann,Die Modernisierungn der Abschlusspruferrichtlinie-Vorschlag der EU-Kommission zur
U-berarbeitung der 8.EU-Richtlinie-Wpg.2006 Nr.10,S.501-511.
Klaus-Peter Naumann und Klaus-Peter Feld,Die Transformation der neuen Abschluss-Pruferrichtlinie-Erwartungen des Beruf-
sstands der Wirtschaftsprufer an den deutschen Gesetzgeber-,Wpg.2006,Nr.14,S.873-885.
Klaus-Gunter Klein und Helmut Klaas,Die Entwicklung der neuen Abschlusspruerrichtlinie in den Beratungen von Kommis-
sion,Ministerrat und Europaischem Parlament,Wpg.2006,Nr.14,S.885-894.
＊ Manahmenkatalog zu Starkung der Unternehmensintegitat und des Anlergerschutzes-Das 10-Punkte-Programm der Bundes-
regierung,25.Feb.2003.
Norbert Pfitzer/Peter Oser/Christian Orth,a.a.O.S.83-85.
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その他に、以下の指令が採択されている＊5。
「透明性指令」(Transparenzrichtlinie, 2004)
「開示指令」(Pubulizitatsrlichtlinie, 2003)
「証券引受指令」( Ubernahmerichtlinie, 2004)
□ 経営者の誠実性と投資家保護に対する強化策カタログ
―連邦政府の10項目プログラム＊6
投資家の権利を拡大し、証券市場の透明性を高める視点から、ドイツ連邦政府は以下のような強化
策カタログ(10項目)を公表した。これによって、今まで取り上げてきたEUレベルにおける会計・監
査問題に関する各種の指令(2001～2005)がドイツの関係諸法令に影響して大幅な改訂作業がなされ
てきたが(1998～2002)、この強化策カタログが公表された2003年以降、ドイツにおいてはこれらの
強化策により強制力を持たせるために2004年以降逐次会計・監査問題に関して新たな立法化の動き
が活発になってきている(2004～2008)。強化策カタログの10項目プログラムは以下のとおりである。
(1) 会社に対する取締役及び監査役の人的責任株主の提訴権の改善
株式法第147条の株主の賠償請求権の行使に際して、少数株主がその権利を要求できるのは、現
在は基礎資本金の10であるが、将来はにするとともに、その持分を合わせて現在は100万ユー
ロから10万ユーロへ減額することを提案している。
(2) 資本市場における故意又は重過失の虚偽表示に際して、取締役及び監査役の株主に対する個人的
な責任の導入株主の集団的賠償請求の行使の改善。
(3) ドイツコーポレート・ガバナンス法典の更なる前進、特に取締役の株式又は動機付けに基づく報
酬の透明性確保(ストック・オプションの導入)。
(4) 貸借対照表の作成基準をさらに進展させて、国際会計基準に適合するようにする。現在は、資本
市場を志向している企業のコンッエルン決算書は、国際会計基準を適用することが求められている
が、その範囲をさらに拡大して、証券市場を志向していないコンツェルン決算書及び個別決算書に
対しても国際会計基準に適合することを選択することができるようにする。
(5) 決算監査人の役割の強化。
決算監査とある特定の相談業務とを同時に執行することを禁止することによって、決算監査人の
独立性を確保すること。これに類似する業務として、帳簿記録、財務情報システム構築と整備、評
価に対する意見表明、実際の業務活動、内部監査の整備、監督又は実施、経営管理機能、財務相談
役の業務、税務相談を含む法律相談の禁止、その他経済的な利害関係を有する業務参加等が挙げら
れている。
(6) 独立の機関による具体的な企業の決算書の合法性の監督(公認会計士ではなくて、企業外部にお
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※ 略字は、本稿．はじめに(11ページ)参照)
＊ Norbert Pfitzer/Peter Oser/Christian Orth,a.a.O.S.88.
ドイツにおける会社法のEU域内調和化
プロセスに関する研究
(加藤恭彦)
ける第三者機関による監督)。
(7) 証券市場改革の続行と外部の監督権の進展。
(8) いわゆる灰色の資本市場からの投資家保護の改良
(9) 財務分析家及び格付け代行機関による企業評価の信頼性の確保。
(10)証券市場領域における不法行為に対する罰則規定の強化。
□ 監査制度の改革を目的とする関連諸法令の制定
すでに述べたように、1998年から2002年に行われた一連の法制度の改訂は、株主保護を中心とす
るコーポレート・ガバナンスを指向する趣旨から行われたものであるとともに、EU域内における会
計・監査制度の調和化に対応するものである。このような一連の法制度の改革プロセスは以下のよう
に概略を示すことができる＊7。
本章では、上記以降の国内法規の制定プロセスを概観するが、主として以下の法令を取り上げる
ことにする。
「会計法改正法」(Gesetz zur Einfuhrung internationaler Rechnungsstandards und zur Sicherung
der Qualitat der Abschlussprufung-Bilanzrechtsreformgesetz--BilReG.4.Dez. 2004)
ここでは主として監査関連条項を取り上げることとする。
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(1)附属説明書における監査報酬などの記載義務(商法第285条・314条)
商法第285条(附属説明書におけるその他の強制的記載事項)第項17番において、費用処理され
ている当該事業年度における公認会計士の受け取った報酬を以下のように内訳明細を記載すること
が規制されている。共同で監査を実施した場合には、個人ごとに報酬を記載しなければならない。
1．決算監査報酬、2．その他の確認又は業績評価の業務報酬、
3．税務相談業務報酬、4．その他の諸業務報酬
(2)監査範囲の拡張(商法第317条・325条第2a項)
監査対象は、簿記、(コンツェルン)年度決算書及び(コンツェルン)状況報告書であるが、ドイツ
法令及び定款などに加えて、特に(コンツェルン)状況報告書の監査に際しては、国際会計基準
(IFRS)に基づく年度決算書を監査しなければならない。
(3)決算監査人の選任及び解任の厳格化(商法第318条第項)
会社の機関、基礎資本金の又は発行済株式価額50万ユーロを有する株主等の申請により裁
判所は、偏見のおそれがある場合には、すでに選任されている決算監査人に替えて、週間以内に
新たな決算監査人を選任することができる。
(4)決算監査人の独立性の厳格化(商法第319条第項)
決算監査人は、公認会計士自治本部(WPK)が実施する品質管理コントロールを受診した証明を
有していることを前提として(公認会計士法第57a条)選任されるが、業務的(被監査会社の関係者
との監査業務を超えて簿記・年度決算書の共同作業、内部監査の実施、経営・財務指導、)、財務
的(被監査会社の持分の20以上所有)・個人的諸関係(親族関係)、被監査会社からの監査報酬
が全報酬の30を超える、などがあるとの偏見のおそれがある場合、当該会社の決算監査人とな
ることができない。
(5)監査報告書(企業内部の経営者用)の拡張(商法第321条第項文)
年度決算書の監査に際して、正規の簿記の諸原則及び会計基準を遵守しなければならないが、特
に会計基準については明定されていなかったが、これには国内基準のみならず国際基準(IFRS)も
含まれるものと解釈しなければならない。
(6)監査報告書の例外的な開示(商法第321a条)
監査報告書は本来企業外部に開示されない機密のものであるが、被監査会社が破産手続の申請を
開始した場合には、基礎資本金の又は株式総額10万ユーロを有する債権者又は社員は、直近
ヵ年の監査報告書の閲覧請求をすることができる。
(7)監査証明書の変更(商法第322条)
外部の利害関係者に開示される監査証明書は、(コンツェルン)年度決算書に関する確認の付記の
形式で監査の結果を表明するものであり、それには、監査の対象・種類・範囲とともに適用した会
計基準及び監査基準を明示しなければならない。その種類には、無限定・限定付・異議事項を根拠
とする意見拒否・監査が実施できなかったことによる意見拒否(disclaimer of opinion)の類型が
あり、この最後の類型が新たに追加規制されたものである。
「会計統制法」(Gesetz zur Kontrolle von Unternehmensabschlussen-Bilanzkontrollgesetz-
BilKoG.,15.Dez.2004)
資本市場指向企業の決算書の合法性に対する監督機構(Enforcement-Verfahren)は、以下のよう
な段階方式を採用している。
(第段階)ドイツ会計監査機構(Deutsche Prustelle fur Rechnungslegung-DPR)
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これは商法第342a条で新たに規制された私法上の機関であり、被監査会社との任意の共同作業と
して行われる。連邦法務省と連邦財務省は共同して会計規定違反に対する監督するために私法機関と
契約を締結することによって監視機構の設立を承認することができる。この機構は、定款の定めに基
づき、独立して専門的に信頼性を持って定められた手続規定を遵守して監査活動することが義務付け
られている。この機構は、上場会社の直近の年度決算書・状況報告書(個別・連結)が正規の簿記の諸
原則を含む法律規定及びその他法令が認めた会計基準に従っているかどうかについて監査する。その
監査の要請は、
計算規定への違反について具体的な根拠の存在
ドイツ連邦金融監督庁からの要請
特別の動機が無い場合(抜き検査)
などによるが、この監査機構による監査は、年度決算書の無効の訴え(株式法第256条第項)、特別
監査人の選任の要請及びその最終的な確認に関する裁判所の裁判(過小評価事由、株式法第258条)な
どがある時には、実施されない。被監査会社は、適正かつ完全な情報提供及び正確かつ完全な証拠資
料の提供義務が課せられている。この監査機構は、会社の年度決算書及び状況報告書に誤りがあるこ
とを根拠を持って会社側に提示し、その結果、一定期間経過後、会社側がその誤りを是正した旨を報
告する。以上の結果をドイツ連邦金融監督庁へ報告する。その報告内容は、
監査を開始した意図
当該会社から監査の協力を拒否された事実
監査結果、必要な場合には、誤りの除去に対する助言、監査結果又は誤りの除去に対する助言に
ついて当該会社と同意することができたかどうか、
当該会社による誤りの除去の実行
などが挙げられる。この監査機構は、当該会社の会計と関連して違法行為又は秩序違反の疑いがあり、
それが所轄監督官庁の追及を受けている事実を示し、もしそれが、決算監査人の職務違反を推察させ
る場合には、公認会計士自治本部(WPK)へ通告することになっている。
(第段階)ドイツ連邦金融監督庁(Bundesanstalt fur Finanzdienstleistungsaufsicht-BaFin)
これは証券取引法第11編「企業決算書の監督」、第37n条～第37u条によって新設されたものであり、
公法上の強制力のある機関である。同上第37n条では、同監督庁は、本条ならびに商法第342a条第
項文・を条件として、上場会社の(個別・連結)年度決算書・状況報告書が正規の簿記の諸原則
を含む法律規定及びその他法律によって認められた会計基準に準拠して、会計を秩序的に執行したか
どうかについて監査する。同監督庁による監査は、株式法に基づく年度決算書の無効の訴え、特別監
査人の選任の要請などがある場合には、中止される。
決算監査人監視法(Gesetz zur Fortentwicklung der Berufsaufsicht uber Abschlussprufer in der
Wirtschaftspruferordnung-Abschlusspruferaufsichtsgesetz-APAG.,27.Dez.2004)
この法律は、すでに述べた「経営者の誠実性と投資家保護に対する強化策カタログー連邦政府の
10項目プログラム」の趣旨に沿って決算監査人の役割の強化を図るものであるとともにEUレベルの
第号指令(決算監査人指令)の影響を受けて、「ヨーロッパグループ監査人監視機構」(European
Group of Auditors' Oversight Bodies-EGAOB)を視野に入れて制定されたものである。このように、
決算監査人の監査職務の品質、独立性及び完全性の強化がドイツ国内ならびにヨーロッパ諸国におい
て提唱され、さらにはアメリカにおける「企業改革法」(SOXA)の影響を受けて、ドイツの「公認会
計士法」(Wirtschafts-Pruferordnung-WPO)(特に第55条・57条・59条・60条・61条)の改正が提案
されて、従来の公認会計士の監督機構である「公認会計士自治本部」(WPK)と「ドイツ会計監視機
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構」(DPR)に加えて、新たにこの「決算監査人監視委員会」(Abschlussprufer-Aufsichtskommission)
が設置されることになり(公認会計士法第57条)、それは、直近年間に「公認会計士自治本部」の
個人会員でない人～10人の名誉職構成員からなり、「公認会計士自治本部」がその会員である公認
会計士に対する監督などの職務を適切、秩序的かつ十分に果たしているかどうかを確かめる責務を有
している。さらに、同委員会は、品質管理について、従来「品質管理顧問」(Qualitatskontrollbeirat)
が行っていた職務を同委員会が引き受けて、「独立性確認書」(Unabhangigkeitsbestatigung)、「継続
的研修義務」、「品質管理報告書」などの制度の導入を職務として兼ね備えることになった。
以上に示した新しいドイツにおける公認会計士の監視システムの概要について、以下のように一覧
表示することができる＊8。
□ むすびにかえて
本稿では、ドイツにおける主として監査制度に関連する会社法のEU域内への調和化プロセスにつ
いて検討してきたが、その調和化のプロセスはそのプロセスの時期によって、次のように区分して取
り上げてきた。
(1)EUの指令の制定時期2001年～2005年
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(2)ドイツ国内法の制定時期1998年～2002年
(3)ドイツ国内法の制定時期2003年～2004年
このプロセスにおいて、特に(2)→(3)への架け橋となったものが、「連邦政府の10項目プログラム」
であると位置づけることができる。
特に、EU指令がドイツ商法に与えた影響は以下のように示すことができる。
【計算規定】
．資本会社の規模基準商法第267条
．デリバティブ金融商品の附属説明書での開示商法第285条項18a・19番、
．コンツェルン決算書の免除規模基準商法第293条、
．IFRSの適用商法第315a条、
．個別・連結決算書の追加的開示商法297条項、
【状況報告書】
．個別・連結状況報告書記載事項の拡張商法第289条項、315条項、289条項
【監 査】
．決算監査人の独立性の厳格化商法第319条、319a条
．監査証明書の内容及び構成の具体化商法第322条････項、
なお、本稿では、取り上げることができなかったドイツ国内法として次のような諸法令がある。
「投資家保護改善法」(Anlegerschutzverbesserungsgesetz-AnSVG.,2004)
「経営者の誠実性及び異議申し立権の現代化法」(Gesetz zur Unternehmensintegritat und Moder-
nisierung des Anfechtungsrecht,UMAG., 2005)
「株主模範手続法」(Kapitalanleger-Musterverfahrensgesetz,KapMuG., 2005)
「取締役報酬開示法」(Vorstandsvergutungs-Offenlegungsgesetz,VorstOG, 2005)
「有価証券目論見書法」(Wertpapiersprospektgesetz,Wppg., 2005)
「会計法現代化法」(Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz,BilMoG., 2006)
「資本市場情報責任法」(Kapitalmarktinformationshaftungsgesetz,KapInHaG., 2006)
さらに、決算監査人の独立性確保とその監視機構については、アメリカの「企業改革法」
を視野に入れて、それとEU第号指令(決算監査人の資格)との関係、ならびにそれらがドイツの諸
法令へ与えた影響などについても取り上げるべきであるが、それらについては今後の課題として検討
しなければならない。
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職業倫理の巻
枡 田 圭 兒
会計大学院の必修科目のひとつとして「職業倫理」の講義が設けられています。「プ
ロフェッション」といわれる専門職業が社会的な役割を果たし世の中に存続し得るには
専門職業家の各自が職務遂行上、専門家としての規律を守ることが条件です。会計専門
職がこの条件の上に成り立っていることは明らかであります。
広く職業倫理は心理学の分野では現代の応用倫理問題とされており、医師、弁護士、
会計士その他いわゆる士業(さむらい業)に共通するところです。最近マスコミの話題に
なった建築士の偽装事件は、建築士、設計会社、検査機関、建築業者、認可官庁などが
絡んで消費者側に重大な影響を及ぼし、国会でも取り上げられました。
日本公認会計士協会は昭和25年任意団体として発足以来、「紀律規則」が設けられて
おり、昭和41年公認会計士法に定める特殊法人となった当初からこれを引き継ぎ、自
主規制の要としてきています。その後、数回の改訂が行われましたが、平成12年に至っ
て時代の要請にこたえて大改正を加え新たに「倫理規則」が制定されました。この規則
はさらに平成16年公認会計士法の改正に合わせて改訂されています。
倫理問題は人類の集団生活上の基本的テーマですが、応用倫理の問題では、現代の倫
理問題として生命倫理・環境倫理・企業倫理・情報倫理の四つの場面があるとされ、こ
れらは個々の具体的な問題から普遍的な倫理上の規範が形成されていくという特徴があ
ると説明されています。公認会計士の職業倫理は企業倫理と情報倫理にまたがる応用倫
理であるように考えられます。したがって職業倫理の講義は、理論や手続の解説よりも
むしろ内なる精神とそれに基づく行為に重点を置くものとなるので、具体的な問題事例
によって判断力を高め職業倫理の高揚を図るのがベストだと思っています。
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＊ EUにおける環境情報の開示に関しては、拙稿「環境報告とその保証に関する国際機関の対応―最近の動向を踏まえながら」
上妻義直編著『日本監査研究学会リサーチシリーズ-環境報告書の保証』同文舘(平成18年月)を参照されたい。
＊ 持続可能性情報の開示と保証に関しては、拙稿「持続可能性情報に対する保証の付与に関する一考察」『会計』第166巻第
号を参照されたい。
＊ なお、本論文は、末尾に示したように、科学研究費の助成を受けて行われた共同研究の一部であり、この表は、研究分担者
の研究成果を筆者がまとめたものである。
フランスにおける企業リスク情報の開示と
保証に関する制度と実態
―主要各国の制度との対比において―
甲南大学会計大学院 教授 伊豫田 隆俊
□ はじめに―問題の所在と論点
今日、国際化・ IT化が進む中、企業を取り巻く状況が複雑化するにつれて、企業はこれまで以上
に多様なリスク・不確実性に直面している。他方で、企業に対するステークホルダーからの開示要請
は、企業の社会的責任に対する社会一般の期待を反映して、これまでのような定量的・過去指向的情
報にとどまることなく、広く定性的・将来指向的情報にまで及んできている。例えば、EU加盟国に
おいては、環境情報の開示と保証が制度化されているだけでなく＊1、さらに広く人権・雇用問題を
含めた、持続可能性情報の開示と保証についても開示が求められるようになってきている＊2。
こうした状況の中、企業の継続性を判断するにあたって不可欠なリスク・不確実性にかかる情報の
開示についても、近年、わが国のみならず、先進主要国において広範な関心を惹起しつつあるといえる。
ここでは、先進主要カ国におけるリスク・不確実性情報の開示にかかる法的規制の状況を比較制
度論的に明らかにすることを通じて、これらの情報の開示にかかる問題点を明らかにするとともに、
この問題にかかるフランスの開示制度とその特質を明らかにし、今後、この問題にどのようにアプロー
チしていくべきかについて、試論を展開することにしたい。
□ 先進主要カ国におけるリスク・不確実性情報の開示にかかる規制の
概要
企業の財務情報の開示にかかる規制が、それぞれの国の社会・経済状況や文化的背景および歴史的
な経緯によって少なからず異なっていることはいうまでもない。リスク・不確実性情報についても、
同様に、各国ごとに規制の内容が異なっているため、まず、ここでは研究対象とされた国々における
当該情報の開示にかかる規制を簡単に一覧表示したうえで、それぞれの特徴ならびにそこから得られ
る知見を明らかにすることにしたい＊3。
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開示規制(リスク・将来情報の開示
にかかる法的根拠等) 開示内容および記載場所
英
会計基準審議会(ASB)『営業・財務
概況報告書(OFR)に関する意見書』
通商産業省『叙述的事業報告―会
社に対する叙述的報告規定に関する
協議書』
営業・財務概況報告書における開示(任意開示)会社の長期的価
値に影響を及ぼす可能性のある資源、主要なリスク・不確実性お
よび関係
取締役報告書の事業概況の部における開示(検討中)会社が直面
している主要なリスクおよび不確実性に関する説明
財務諸表本体および附属明細書における開示金融商品にかかる
リスク、信用リスク、流動性リスク、マーケットリスク
米
レギュレーションS-K(アイテム503
(c)およびアイテム303,305)
目論見書における開示公募を投機的ないしリスキーにするもっ
とも重要な要因
MD&Aにおける開示登録会社の製品価格の引き下げ、マーケッ
トシェアの侵害、保険適用範囲の変更、重要な契約が更新されな
い見込み
財務諸表本体および附属明細書における開示偶発事象、特定の
リスクおよび不確実性、金融商品、ゴーイング・コンサーン情報
独
改正商法第289条および第315条、
ドイツ会計基準第号
状況報告書における開示事業年度後に生じた重要な事象、保全
措置活動を貸借対照表に計上することにおいて把握されるすべて
の重要な取引についての安全装置のための方法を含めた会社のリ
スク・マネージメント目標とその方法、会社が曝されている価格
変動リスク・貸倒リスクおよび流動性リスク・キャッシュフロー
変動リスク、研究および開発領域、会社の支店・営業所、環境や
従業員の利害関係に関する情報のような非財務的業績指標(大規
模会社の場合)
コンツェルン状況報告書コンツェルン事業年度後に生じた重要
な事象、保全措置活動を貸借対照表に計上することにおいて把握
されるすべての重要な取引についての安全装置のための方法を含
めたコンツェルンのリスク・マネージメント目標とその方法、コ
ンツェルンが曝されている価格変動リスク・貸倒リスクおよび流
動性リスク・キャッシュフロー変動リスク、コンツェルンの研究
および開発領域、親会社が上場会社である場合に商法第314条第
項第号にいう親会社の取締役会・監査役会などの構成員が得
た総収入のための報酬システムの特徴
財務諸表本体および附属明細書における開示金融商品、引当金、
偶発事象、ゴーイング・コンサーン問題
仏
商法第225-100条および1967年
月23日付大統領令第148条、第148-
条、プラン・コンタブル・ジェネ
ラル他
取締役会報告書における開示遭遇した困難および将来に関する
見込み、環境にかかるリスクのための引当金
財務諸表本体および附属明細書における開示引当金についての
記載、財務的偶発債務の金額、条件付先物取引にかかる重要な契
約に関する情報、デリバティブの市場で行われた取引全体に関す
る情報(ただし、重要なものに限る)
加
会計基準(CICAハンドブック)1508,
1701, 3280, 3290, 3841, 3861, 3865
MD&Aにおける開示(オンタリオ州証券委員会による規制)全
般的な業績、主要な年次財務情報、経営成績、四半期業績の要
約、流動性、資本の源泉、オフバランス・シート契約、関連当
事者取引、第四四半期に生じた事象や項目の影響、計画されて
いる取引の影響、重要な会計上の見積、会計方針の変更(初年度
適用を含む)、金融商品その他類似取引
財務諸表本体および附属明細書における開示財務諸表項目に計
上する金額の決定における不確実性、セグメント開示、現在の財
政状態または将来の事業活動との関連において重要な契約上の義
務の詳細、偶発事象、経済的依存関係、金融商品に係る情報(財
務リスク管理の目的と方針、金融資産の範囲と性質に関する情報、
金利リスクに関する情報、信用リスクに関する情報、資産および
負債の公正価値等)、ヘッジに関する情報
一見して明らかなように、リスク・不確実性情報の開示にかかる規制の法的根拠については、イギ
リス・アメリカ・カナダといった国々のように、証券取引委員会、証券取引所あるいは職業会計士団
体の作成した基準にもとづく場合と、ドイツやフランスのように商法の枠組みにもとづく場合とが
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あって、必ずしも一様ではない。周知のように、前者の国々においては、一般的に、企業資金につい
て直接金融を通じた調達が行われており、資本市場において投資意思決定に有用な情報を迅速かつ適
切に提供することを主眼としながら、企業を取り巻く状況等の変化に即応するよう制度変更を行うこ
とが要請されてきた。したがって、制定までに時間を要する法律ではなく、むしろ規則や基準レベル
で速やかな対応を図ることで、環境変化への即応性を確保しようとしたと考えられる。他方、後者の
国々では、銀行借入を中心とした間接金融による企業資金調達が一般的であったことから、資本市場
への情報提供というよりもむしろ取引先・債権者を保護するとの観点から、企業資本の維持・充実と
会計責任の履行という観点から制度設計が行われてきたため、社会経済環境の変化に対しても、アン
グロ・サクソン系の国々に比べて比較的堅固な仕組みづくりが要請されてきたといえる。それ故、環
境変化への即応性よりもむしろ首尾一貫した論理構造のもとに安定的な制度を構築することが重視さ
れたために、規則や基準といったレベルではなく、法律レベルで制度的枠組みづくりが行われたと考
えられる。
ただ、リスク・不確実性情報の開示と保証に関しては、会計思考的には同じ系譜に属する国々とは
いえ、制度的にはともかく、具体的な内容については少なからず相違が見い出される点に留意する必
要がある。ただ、近年、EU委員会の作成した『会計法現代化指令』＊4との調和化を目的として、商
法等の会計規定の改正が行われてきたことから、そうした相違が次第になくなりつつあることも事実
である。
また、アングロ・サクソン系の国々に目を転じれば、イギリスについては、リスク・不確実性情報
の開示が、主として、コーポレート・ガバナンスの視点からとらえられている点が、同じ系譜に属す
るアメリカやカナダと若干趣を異にしていると考えられる。
続いて、記載すべきリスク・不確実性情報の種類および内容、記載場所についても国ごとに大きな
差異が見い出される。財務諸表の注記、附属明細書、取締役会報告書や状況報告書といったように、
単に開示媒体が異なるだけでなく、開示される情報の内容も実に多岐にわたっている。さらに、数値
情報だけを求めている国もあれば、記述的情報の開示を求める国もあり、必ずしも一様ではない。こ
のことは、ここで取り上げた国々に対して実施したアンケート調査の結果からも伺えるが、要するに、
リスク・不確実性情報の意義と内容についての一般的な共通理解が未だ確立していないことにその主
たる原因があるといえる。上述のように、EU加盟国であり、企業会計情報開示の法的フレームワー
クに関して共通性を有するドイツとフランスにおいてさえ、この点については必ずしも認識を共有し
ているとはいえない状況にあるわけであるから、国際化・IT化の進展する中で開示情報の標準化を
図っていこうとするならば、言い換えれば、制度的に調和のとれた開示を目指そうとするならば、ま
ず、リスク・不確実性情報についての概念的整理を図ることが必要不可欠であることはいうまでもな
い。
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□ フランスにおける企業リスク情報の開示状況と特質
(1) 計算書類開示に関する法的規制
EUでは、すでに述べたように、会計法現代化指令が2003年に公表された。そして、その第条
14項において、指令78/660/EECの第46条を修正し、年次報告書には、会社が直面している主要な
リスクおよび不確実性に関する記述とともに会社の発展、経営業績およびその状況に関する公正な
所見が含まれなければならないこと、およびそうした所見は、会社の発展、経営業績およびその状
況に関して均衡のとれたものであり、かつ包括的な分析でなければならない旨規定された。また、
そうした分析には、会社の発展、業績もしくは状況を理解するのに必要な範囲で財務的業績指標、
および適切と考えられる場合には、環境および雇用状況に関する情報を含めた非財務的な主要業績
指標を含まなければならないと定めている。さらに、その分析を提供するにあたって、適切と考え
られる場合には、年次計算書には年次計算書で報告された金額についての参照事項および追加的説
明が含まれなければならないと規定している(なお、本指令は、その第条第10項において、指令
83/349/EECの第36条の規定についても同様の修正を行っている)。
これを受けて、フランスでは、本指令の規定の国内法化をはかるべく、2004年月24日付オル
ドナンス2004-604号が新たに制定され、商法第225-100条において、「企業の理事会もしくは取締
役の作成する報告書(rapport gestion: 以下、取締役報告書とよぶ)には、会社が直面している主要
なリスクおよび不確実性(principaux risques et incertitude auxquels la societes est confrontee)につ
いて記述しなければならない」旨定め、リスク・不確実性情報の開示に関する法的根拠が明らかに
された。
また、商法の施行令である1967年月23日付大統領令も、その第148条で次のように定めている。
すなわち、
　　第148条 理事会もしくは取締役会は、商事会社法第225-100条に規定する報告書において、
経過営業年度の会社の状況およびその子会社の活動、これらの活動成果、実現した
進歩または 遭遇した問題 (傍線筆者)、ならびに将来の見通しに係る事項を開示し
なければならない。
本規定は、上記の商法規定が制定される以前から取締役報告書の記載事項について定めていたが、
この文言だけでは、リスク・不確実性情報の記載義務は必ずしも明らかではない。ただ、商法225-
100条の規定が設けられたこととの関連で、本条の規定の内容も次第に明確になっていくものと考え
られる。
また、フランスでは、別途、証券取引委員会(COB)が上場会社等の資金公募会社に対する開示規
制を行っており、規制対象会社に対して「年次報告書(rapport annuel)」の作成・提出を義務づけて
いる。証券取引委員会は、企業集団の重要性の拡大やEUレベルでの会計規制・証券規制の調和化作
業の進展を背景として行われた、1980年代の一連の法令改正に対応する形で、年次報告書に収容さ
れる各報告書および書類等の記載内容の充実・強化を図ってきたが、リスク情報の開示内容の拡充に
関する記述はみられない。
ちなみに、当初、COBにより公表された勧告書によれば、「遭遇した問題」に含まれる主たる情報
として、以下の事項が指摘されていた。すなわち、
(ⅰ)当該会社およびグループの活動に影響を及ぼす要因(これは、技術的・社会的要因、企業構造
と景気の側面に関わる要因)
(ⅱ)市場における当該会社およびグループの地位に関する情報(市場でのグループまたは当該会社
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の地位(マーケット・シェアに関する報告、製品の一般的消費傾向、顧客の好みの変化、製造
の新技術または新製品の出現、ライバル企業の発展および当社の対応と結果等に関する情報))
これら以外に、生産高・受注高・売上高・輸出高に関する情報、部門別売上高および地域別
売上高に関する情報開示が求められている。
また、同勧告書は、取締役報告書に記載されるべき「将来の見通しに関する情報」に関して、「・・・
当該情報の開示はフランス企業のもっとも遅れた領域であり、多くの会社の取締役報告書に記載され
ていなかった」ことを明らかにしたうえで、開示すべき具体的情報として以下の事項を列挙している。
すなわち、
(ⅰ)市場、競争および技術の変化に関する予測的情報
(ⅱ)当該会社とグループの構造の予想される変更に関する情報
(ⅲ)短期および長期の事業目標
(ⅳ)投資計画とその収益性
以上、フランスにおけるリスク情報の開示規制について簡単にみてきたが、次に、Sodexhoの年次
報告書(Annual Report)におけるリスク情報の開示状況を参照しながら、フランスにおける企業リス
ク情報の開示実態についてみておくことにしよう。
(2) フランスにおける企業リスク情報の開示実態
Sodexhoの2004年度版の年次報告書(Annual Report)における企業リスク情報の開示状況は次の
とおりである。
[リスク要因]
1 リスク要因が適切に評価され、かつそれが組織内で適正水準に管理されるよう設計された独自
の方針を有している。毎年、執行役員によってリスクの厳密な記述が行われ、それが監査委員会
と取締役会に提示されている。以下の記述は、識別された主要なリスクを要約したものである。
1.1 ビジネスリスク
1.1.1 食品およびマネージメント・サービス契約にかかるリスク
食品およびマネージメント・サービス契約はつの主要なカテゴリー、すなわち固定価格ベース
と報酬ベースとに分けられる。
固定価格ベースの損益契約(profit and loss contract)のもとでは、サービスの提供者が(自己の)
提供したサービスに対して支払を受け、サービス提供にかかるすべてのコストを負担することにな
る。損益契約には、通常、期間的な調整のための指標に関する条項が設けられている。Sodexhoが、
契約上、(人件費や食品コストといった)コストの著しい上昇を吸収できなければ、これは契約上の
利益に対して重要な負の影響を有することになる。
報酬ベースのもとでは、直接的かあるいはサービス提供者への弁済によるかのいずれかにより、
サービス提供時に生じたすべてのコストをクライアントが負担することになる。サービスの提供者
は固定されたか、もしくは変動的なマネージメント報酬を支払われることになる。
実際には、われわれの契約にはこれらつのタイプの契約の特徴が含まれている。われわれの契
約のうちの60以上が、本質的に損益契約の特質と同じ特質を有していると見積もられる。
1.1.2 顧客の保持にかかるリスク
われわれのビジネスは、現在のクライアントとの契約を維持し、かつ更新していくこと、また新
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たな契約の獲得に向けて継続的に入札を行っていくことに依存している。これは、一般に、品質、
コスト、われわれのサービスの適切性、およびわれわれの競争相手のサービスとは差別化された競
争力のあるサービスを提供しうるわれわれの能力に依存している。保証サービスおよびカードビジ
ネスにおけるわれわれの成長は、地理的な拡張を達成し、新たなサービスを開発するための能力、
および信頼されるブランドや加盟店のネットワークを構築していくことに依存している。
1.1.3 競争上のリスク
国際的なレベルでみれば、Sodexhoには、ほとんど競争相手が存在しない。しかしながら、われ
われが活動しているすべての国々において、われわれは、国際的、国内的また時として一地方の営
業者との顕著な競争に直面している。現在のもしくは潜在的なクライアントは、彼らの食品サービ
スやマネージメントサービスを外注するよりもむしろ内生化することを選択するかも知れない。
1.1.4 依存リスク
われわれのビジネスは、現在の契約を更新し、かつ新たな契約を手にする能力に依存しているけ
れども、グループの総収益のを超える単一のクライアントは存在しない。われわれの総購入量
のを超えるような単一の供給者も存在しない。われわれのビジネスは、われわれが法的な所有
者になっていない特許や免許に何ら依存するものではない。
1.1.5 食品安全上のリスク
Sodexhoは、毎日大量の食肉を世界中に供給しているため、提供した食品およびサービスの安全
にはつねづね配慮している。われわれは、関連する規制に厳密に準拠するよう企図された、食品の
安全性に関する予防的な管理上の手続を実施している。スタッフの訓練や意識の向上に関する方針
は、われわれが活動しているすべての国々で遵守されている。しかしながら、Sodexhoが、その事
業所のつもしくはいくつかにおいて、重要な責任を負うことになれば、これはわれわれの活動、
営業上の利益や評判に不利な影響をもたらすこととなろう。
1.2 雇用リスク
われわれの認識による限り、Sodexhoは、世界規模での通常の事業活動上生じるであろう雇用リ
スク以外には何ら特別のリスクには曝されていない。
われわれのサービスの品質は、高い資質の人材を引きつけ、確保する能力、および継続的に基準
を高めることを可能ならしめるような十分なレベルの訓練を提供することに大幅に依存している。
われわれは、組織内のあらゆるレベルで、予防および安全性にとくに焦点を当てた訓練のための方
針を開発してきている。
1.3 環境リスク
われわれは、自社の活動に起因する潜在的な環境上の影響を十分に理解している。わが社では、
この影響を軽く扱うのではなく、環境リスクをコントロールし、縮減していくための努力を行って
いる。
われわれの顧客との関連において、わが社の活動が環境に及ぼす影響は、日常的な家庭に対して
もたらされる影響に類似している。それは、主に次の要因から生じる。すなわち、
―食品サービス設備、食品の製造と洗浄における水とエネルギーの消費
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―食品の製造と洗浄におけるゴミの産出(不要な包装材、有機物、不要な動物性脂肪や油、およ
び洗浄による水の浪費)
1.4 規制上のリスク
われわれの事業の性質および世界レベルでのわれわれのプレゼンスは、われわれが、労働法、反
トラスト法、会社法、環境法、および健康や安全に関する法律を含めた、広範かつ多様な法律や規
制に従わなければならないということを意味している。
Sodexhoは、企業内の適切なレベルにおいて、これらの法律や規制への準拠を確実ならしめる構
造を設けている。
法律や規制上の変化は、われわれの事業および／あるいはわれわれが提供しているサービスに対
して直接的な影響を与えるであろう。例えば、保証およびカードに関する事業は、国内の税法や労
働法の規定に服している。これらのサービスに関する規定が大きく変化すれば、新たな契約確保の
機会が生じるかも知れないし、あるいは逆に、現在の契約が失われることになるかも知れない。
1.5 金利および外貨換算リスク
Sodexhoは76カ国で活動を行っているので、財務諸表のすべての構成要素は、不可避的に外貨換
算とりわけ米ドルの為替変動による影響を受けることになる。しかしながら、為替変動は何らの活
動上のリスクももたらさない。というのは、子会社はすべて同一の通貨でその収益を記入し、かつ
費用を計上しているからである。
Sodexho Allianceは、利子率および外貨換算リスクを管理するためにデリバティブを利用している。
取締役会、最高経営責任者および最高財務担当責任者は、投機的な状況を回避すべく設けられた
方針を承認している。これらの方針のもとで、
―原則として、すべての借入金は固定レートで行われるか、あるいはヘッジ技法を用いた固定
レートに転換されなければならない。
―子会社に対する貸付金にかかる外貨換算リスクはヘッジされなければならない。
―カントリーリスクは管理され、分散されなければならない。取引はISDAのマスターアグリー
メントを有するか、もしくは関連するグループ会社に存するこれと同様のアグリーメントを
有する対象物を用いてのみ契約がなされるであろう。
―ヘッジ手段の満期までの期間は、それらがヘッジしている借入金の満期日までの期間を超え
てはならない。
計画されたすべてのデリバティブ取引に関する記述は、最高経営責任者もしくは最高財務担当責
任者、さらに必要と考える場合には、取締役会の承認に服さなければならない。連結財務諸表は、
Sodexhoが直近におい用いている利子率および外貨換算手法についての開示を行っている。
2005年8月31日時点で、連結借入金の71は固定レートによっており、同日時点での平均利子率
は5.3であった。
□ 企業リスク情報開示に関する保証の概要
以上、フランスにおける企業リスク情報の開示に関しては、会計法現代化指令の国内法化に伴って
制定された商法の規定(第225-100条)にもとづいてその法的根拠が明らかにされた。
続いて、これらの開示情報に対する保証はどのようになっているのか、簡単にみておくことにしたい。
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商法は、会計監査役に対して、財務状況に関する情報および取締役報告書に記載されているデータ
と基礎的な会計データとの合致の検証、ならびに当該情報の表示の妥当性の評価を求めている(商法
第823-10条第項)。上述のように、企業リスク情報の開示が取締役報告書上で開示されることから、
リスク情報について当該検証および評価が、法律上、求められることになる。その具体的な検証手続
としては、まず、財務状況に関わる数値情報および取締役報告書に記載されている評価方法や表示方
法が年次計算書類および附属明細書と合致していることを検証しなければならない。その際、企業が
リスク情報に関わる定義や原則について明示しているかどうかについても考慮することが求められる。
検証の結果、情報内容の不一致や、不当性あるいは重要な省略などが発見された場合には、会計監
査役は、コーポレート・ガバナンスを担う企業内のしかるべき機関にその旨を報告しなければならな
い。これを受けて、当該機関が必要な修正を行うことになるが、適切な修正が施されない場合には、
会計監査役は、年次計算書類に対する監査報告書の「特別な検証および情報」区分にその旨を記載す
ることになる。
これらのことからも明らかなように、フランスでは、企業リスク情報については、年次計算書に対
する監査業務の場合とは異なり、消極的意見の表明を目的としたレビュー業務が行われるのである。
なお、当該業務に関する詳細な手続基準については、会計監査役協会の作成した監査基準等が適用
されることになっているが、必ずしも企業リスク情報に適用される固有の手続が規定されているわけ
ではない。したがって、引当金や偶発債務といった、既存の情報の監査を実施する際に適用される監
査手続を状況に応じて適切に適用することが求められることになろう。
以下、参考までに、上で引用したSodexhoの監査報告書を掲記しておこう。
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フランスにおける企業リスク情報の開示と
保証に関する制度と実態
(伊豫田隆俊)
2005年月31日をもって
終了する会計年度に係る
連結財務諸表に対する監査報告書
株主の皆さま
株主総会によってわれわれに付託された職務にもとづいて、われわれは2005年月31日をもって終
了する会計年度に係るSodexho Alliance株式会社の連結財務諸表に対する監査を実施した。
連結財務諸表は取締役会によって承認されている。われわれの役割は、われわれの実施した監査にも
とづいてこれらの財務諸表に対する意見を表明することである。
．連結財務諸表に対する意見
われわれは、フランスで適用されている職業上の基準に準拠して監査を実施した。これらの基準は、
連結財務諸表に重要な虚偽の表示が存しないか否かについての合理的な保証を入手するために監査を立
案し実施するよう要請している。監査には、財務諸表上の数値や開示を支持する証拠の試査による検証
が含まれている。また、監査には、財務諸表全体としての表示を評価するだけでなく、採用された会計
原則や経営者によってなされた重要な見積に対する評価も含まれている。われわれは、われわれの実施
した監査がわれわれの意見に対する合理的な基礎を与えているものと確信している。われわれの意見に
よれば、連結財務諸表はフランスで適用されている会計上のルールや原則に準拠して、連結されたグルー
プ企業の資産、負債、財政状態および成果についての真実かつ公正な外観を与えている。
上述のわれわれの意見に限定を付すことなく、われわれは、年金およびその他従業員の利益の認識お
よび測定に関して国家会計審議会が2003年月日に公表した勧告書No.2003-R01の最初の適用から
生じた会計処理の変更について記述する連結財務諸表に対する注記およびについて注意を促す。
．われわれの評価の正当性
われわれの評価の正当性に関する商法(フランス商事会社法)第823-9条の要請にもとづき、われわれ
は以下の事項に関して注意を促す。
－会社によって採用された会計規則および原則についての評価の一部として、われわれは上述の会
計処理上の変更の適切性、ならびにその表示の適切性について検証を行った。
－取得にかかる無形固定資産(市場占有率および営業権を表すポートフォリオ契約)の評価は、連結
財務諸表注記の重要な会計方針についての要約において記載されているように、とくに税引後割
引キャッシュフロー法を用いて会社によりレビューされている。
われわれは適用された方法の適切性について評価を行い、作成された関連文書をレビューし、用
いられたデータとりわけ事業計画の作成において用いられた仮定の首尾一貫性について評価した。
－リスクおよび訴訟に対する引当金に関するわれわれの評価は、この報告書の日付時点で利用可能
であった事実および連結財務諸表注記のパラグラフおよび4.18に開示されている情報にもとづい
て行われている。
これらの評価は、全体としての連結財務諸表に対するわれわれの監査の枠内で実施されており、した
がってそれはこの報告書の最初の部分で表明された無限定意見の形成に貢献している。
．特別の検証
フランスで適用されている職業上の基準にもとづいて、われわれはグループの取締役報告書に記載さ
れた情報についても検証を行った。その結果、その適正な表示および連結財務諸表との首尾一貫性につ
いてとくに報告すべき事項は存在しない。
Nuuilly-sur-Seine and Paris-La Defense,November 15,2005
法定監査人
PricewaterhouseCoopers Audit
Hubert Toth
Partner
KPMG Audit Department
of KPMG SA
Patrick-Hubert Petit
Partner
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□ むすび
以上、先進主要国におけるリスク・不確実性情報の開示と保証にかかる規制の概要と開示・保証付
与の実態について一瞥してきた。ここで得られた知見は下記の通りである。
まず、開示にかかる規制についてであるが、企業財務情報の開示にかかる規制と同様に、これは商
法の枠組みに基づくものと証取法の枠組みに基づくものとに大別される。ただ、規制内容に関しては、
同じ法的枠組みに基づくとはいえ、国ごとに少なからぬ相違がみられる点に留意する必要がある。と
くに、開示すべき具体的事項については、その範囲から開示の程度に至るまで、かなり大きく異なっ
ており、この問題に対する各国の取り組みに対する態度の違いが明確に見て取れる。概していえば、
証券市場における資金調達を念頭に置き(したがって直接金融の比率が相対的に高い)、投資者に対す
る情報開示を指向する開示制度が採用されている国々の方がリスク・不確実性情報の開示については
積極的であることが伺える。
他方、開示された情報に対する保証の付与についてであるが、これについては、すべての国々にお
いて何らかの保証の付与が義務づけられていることが明らかになった。もちろん、リスク・不確実性
情報は、一般的な財務情報に比べて主観的要素や将来の見積もりにかかる部分が多いことから、いわ
ゆる監査ではなくレビューによる保証の付与が行われること、したがって意見表明については積極的
意見表明ではなく、消極的意見表明にとどまることについては、各国ともに共通している。ただ、リ
スク・不確実性情報の開示にかかる具体的な監査手続等については、監査基準の中に明示的に規定す
る国もあれば、他の財務情報に対する監査手続を援用するにすぎない国もあり、各国ごとに取組み方
が異なっている点に留意する必要がある。
さて、企業を取り巻く環境要因が複雑化する中、リスク・不確実性情報の開示と保証にかかる問題
は、ディスクロージャー制度の今後のあり方を考える上で、きわめて重要な論点となろう。ただ、こ
れらの情報については、その定義から具体的内容に至るまで、各国ごとの経済的・政治的・社会的要
因により大きく異なることはいうまでもない。したがって、これらの情報の開示・保証の付与にかか
る規制のあり方を考察することは、実は、それほど簡単なことではないのである。他方で、グローバ
ル化する経済環境の中で、企業情報の開示をめぐる規制の国際的調和化を進めなければならないこと
もまた当然である。こうした二律背反的な状況のもとで、リスク・不確実性情報の開示と保証のあり
方を国際レベルで考察するには、まず、各国の実態を明らかにすることこそが必要となるのであって、
本稿の意義もまさにこの点にあると確信している。
[本稿は科学研究費(基盤研究(B)(1))No.16330086「不確実性下におけるリスク情報の開示と保証に関
する実証的国際比較研究」の助成を受けて行われた研究成果の一部である]
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組織と環境適応
― executive processとmanagement process再考―
甲南大学会計大学院 教授 庭 本 佳 和
□ 経営戦略論の生成とバーナード理論
― management process規定が生みだすもの―
現代経営学において、ダイナミックに進展する経営戦略論が大きな位置を占めることは、大方に異
論はないであろう。経営学の新しい研究領域とはいえ、経営戦略論も既に半世紀近い歴史がある。そ
の歴史をたどるとき、研究領域が重なるはずの経営方針論や経営計画論から生れたものでないことが
わかる。むしろ環境適応にかかわる経営の中核概念、戦略概念は、まずA. D.チャンドラーの経営史
研究(『戦略と構造』1962年)に捉えられ、「構造は戦略に従う」と命題化された＊1。このチャンド
ラー命題に立って多角化戦略を解明したH. I.アンゾフの『企業戦略論』(1965年)＊2によって、戦略
論は「戦略策定論」として理論的に確立されるとともに、一般にも普及したのである。アンゾフに比
べると、戦略の概念規定がやや緩やかであるが、個人的価値や公共義務も戦略の構成要素に含んで戦
略枠組を提示したK. R.アンドルーズ『企業戦略の概念』(1971年)＊3がこれを確かなものにした。
ところで、経営戦略論を理論的に確立したアンゾフの企業戦略論は、戦略策定プロセスにサイモン
の意思決定論＊4を適用した「戦略的決定の理論」にほかならない。サイモンの意思決定論が、意思
決定を「組織行為の本質的過程」＊5と見なすC. I.バーナードに由来することはいうまでもない。こ
こから占部は、バーナード、サイモン、マーチ＝サイモンという行動科学ないし企業行動科学の流れ
中にアンゾフの企業戦略論を位置づけている＊6。戦略経営論に至ればともかく、この段階のアンゾ
フにはまだバーナードの直接的影響は少ない。それでもサイモンを介してバーナードの間接的な影響
はあろう。まして戦略の構成要素として個人価値や公共義務を挙げるアンドルーズには、バーナード
の直接的な影響を見て取れる。この点に関して、私はかつて次のように述べたことがある。「経営戦
略論の系譜を経営者職能論からたどるとき、バーナードの『経営者の役割』(1938)にまで遡ること
ができる。バーナード理論は決して経営戦略論として展開したものではないが、その透徹した人間論、
協働論、組織論、さらには意思決定論、戦略的要因の理論、経営責任論(道徳的創造論)は、経営戦略
論の基礎理論として十分なものであり、今日なお乗り越えきれない内容をもっている」(1979)＊7。
確かにバーナード理論はその一部が戦略論という以上に、全体としての理論的枠組がその性質を
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もっている。とりわけ、組織存続に絡めた環境適応認識とmanagement process規定は、その点が一
層鮮明である。
彼が主著『経営者の役割(The Functions of the Executive)』第部の冒頭近くで、「公式組織の不
安定や短命の基本的原因は、組織外の諸力のうちにある。………組織の存続は、物的、生物的、社会
的な素材(materials)、要素(elements)、諸力(forces)からなる環境が絶えず変化するなかで、複雑な
性格の均衡をいかに維持するかにかかっている。これが組織に内的な諸過程の再調整を要請する。私
達は調整がなされねばならなくなる外的条件の性格にも触れるが、主たる関心は調整が達成される過
程である」(p.6)と語るとき、組織の内的調整力に主たる関心があるとはいえ、それが変化する環境
への適応のために要請されることを十分に承知している。ここには組織の存続が環境適応に依拠し、
それを実現するものが組織の再調整であるという認識が潜んでいよう。経営戦略論の生成基盤として
十分な認識である。そして上記バーナードの言葉には、この再調整を行うのが管理者の職能であると
でも言いたげに、段落を替えつつも「本書の第部で述べられている管理者の職能(the functions of
the executive)は、公式組織における統制(control)、管理(management)、監督(supervision)、上級
管理(administration)の職能である」と続く。この文章に限定すれば、管理者の職能(the functions of
the executive)はcontrol、management、supervision、administrationの職能の集合ということになろう。
経営戦略論の生成基盤という観点からは、「環境適応プロセス」と規定したmanagement processも
見逃せない。もっとも、バーナードの主著において、management processという表現は僅かに以下
の箇所(いずれも第部第章「協働システム＊8の物的および生物的制約」)で用いられているだ
けである。
環境の諸条件――たとえば天候――は、協働行為に関する環境の制約を絶えず変え続ける。
………中略……… 協働システムの適応は、さまざまな組織活動を均衡させる適応である。
………中略……… 環境における新しい制約を克服するように協働が適応し得ないと、協働は必ず失敗す
るからである。このような適応過程(adjustment processes)がマネジメント・プロセス(management
processes)となり、そしてその専門機関が管理者と管理組織(executives and executive organizations)なの
である(p.35)。
変化する諸条件や新しい目的に対する協働システムの適応が専門的なマネジメント・プロセス
(management processes)を意味し、複雑な協働においては、専門的な管理者ないし管理組織(executives
or executive organizations)を伴うのである(p.37)。
「協働システムの適応は、さまざまな組織活動を均衡させる適応である」と注意を促しながらであ
るが、「adjustment(適応)はmanagementになる」ないしは「意味する」のだから、ここでは、バー
ナードのマネジメント・プロセス(management process)規定は、「戦略的(strategic)」という表現を
「環境適応的」という意味で用いて経営戦略論を展開したアンゾフの「ストラテジック・プロセス
(strategic process)」とほぼ完全に重なっている。
このように考察してくると、マネジメントを「人をして仕事をさせること」、マネジメント・プロ
セスを「plan-do-see」というサイクルのもとで「仕事をするための」あるいは「人をして仕事をさ
せる」マネジメントを実現するプロセスと捉えたファヨール以来の伝統理論、そして状況変化の認識
が些かあったにしても、管理過程学派の経営計画論やコープランドが強調したハーバード学派の経営
方針論の枠組から経営戦略論が生れず、マネジメント・プロセスを「環境適応プロセス」と規定した
バーナードの流れの中から生成した理由も自ずと明らかであろう。21世紀の現在に至るまで、経営
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戦略論はバーナード理論を基礎パラダイムとして展開しているのである＊9。
いま一つ、バーナードのマネジメント・プロセス規定で見逃し得ないのが、このプロセスを遂行す
る専門的機関が管理者ないし管理組織(executives or executive organizations)だと読み取れることだ。
少なくとも、管理者ないし管理組織(executives or executive organizations)はマネジメント・プロセ
スに深く関与しているという説明になっている。そうであれば、バーナードの主著は、変化する環境
の中で組織を存続させ、ひいては協働システムを維持し発展させるために、環境適応としてのマネジ
メント・プロセスの実現を組織の再調整によってめざして、第部で組織定義を含めて組織理論を展
開し、第部で組織の諸要素を分析し、第部で道徳的創造職能を含めた管理職能(executive func-
tions)とそれが展開する管理過程(executive process)に至ったのだ、と読むこともできる。本の構成
から見ても、論理展開から見ても、それほど不自然な流れではない。
これに対しては、主著のコンテクストからかけ離れた戦略論的な読み方だという批判はあろう。事
実、主著におけるmanagementという語の使い方を詳細に分析し、吟味して、「managementや
management processに余りにも意味を持たせすぎている」という批判が既に藤井からなされている。
彼自身の表現では次のようになる。「［A］から［I］における用例に照らしてみるならば、(バーナー
ドの主著におけるマネジメント・プロセスは――庭本)『いわゆるマネジメント・プロセスになる(強
調は庭本)』と考えることも許されるのではないだろうか。そして、このことが妥当するならば、バー
ナードは、managementという語を、そしてその語を含むmanagement processを、みずからの管理
観を記述するには、適当でないと思いつつも、『あなた方が言っているmanagementないしmanage-
ment processは、実はこのようなことなのだ』と一種の言い替えを行っていることになる」＊10。
ここで「いわゆるマネジメント・プロセス」とは、ファヨール以来の、後に管理過程学派が踏襲し
た「仕事遂行のための」あるいは「人をして仕事をさせる」マネジメント・プロセスを指しているこ
とは言うまでもない。確かに、主著におけるmanagementの使い方から見れば、management
process が「いわゆるmanagement process 」ということもあり得る。もし、そうならば、そしてさ
らに、「一種の言い替えだ」とい言う主張が加われば、「変化する環境への適応プロセス」というバー
ナードのmanagement process規定が実に軽いものになってしまう。環境に開いたオープン・システ
ム的組織観＊11と理解された根拠も、経営戦略論に繋がる基盤も失いかねない。だが、そのような軽
い意味合いのmanagement processにバーナードはなぜexecutiveやexecutive organizationが深く関与
することを強調せねばならなかったのだろうか。
本稿は、この素朴な疑問から生れた模索であり、個人的趣味とも言える解答探しのための小さな一
人旅である。まず次節で、この問題の発端となったバーナード主著第16章「管理過程(THE EX-
ECUTIVE PROCESS)」をめぐる議論の紹介から始めよう。その議論は同時に「executive process
とmanagement process」をめぐる議論を伴っている。
□ Executive ProcessとManagement Processをめぐる議論
本稿執筆の契機となった素朴な疑問は、藤井の研究から生れた。その藤井のマネジメントの考察と
その結果としての彼のマネジメント・プロセス理解は、庭本「組織と管理――三次元(有効性・能率・
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＊12 庭本佳和「組織と管理――三次元(有効性・能率・道徳性)統合理論――」『甲南経営研究』第45号第号、2004年。庭本佳
和、前掲書、第章として所収。
＊13 佐々木恒男「ファヨールとバーナード」飯野春樹編『人間協働 経営学の巨人、バーナードに学ぶ』文眞堂、1988年、141頁
＊14 特に高橋公夫が積極的に論じた。高橋公夫「バーナード管理過程をめぐって」(関東学院大学経済学部ワーキングペーパー
No.7、1987年)。同「バーナード管理過程をめぐって――組織経済を中心にして――」日本バーナード協会第13回研究発表
会(1987年、九州大学)、報告要旨は『日本バーナード協会ニューズレター』第11号に収録。同「組織の『経済』的分析につ
いて――バーナードとウィリアムソン――」日本経営学会第63回全国大会報告(1989年、福岡大学)、日本経営学会編『日本
的経営の再検討(経営学論集第60巻)』千倉書房(1990年)所収。藤井もこの問題に触れている(藤井一弘「組織経済の基底」
『甲子園大学紀要 (B) 経営情報学部編』No.20(B)、1993年)。
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道徳性)統合理論――」(2004)＊12に対する批判を一つのバネに展開されている。その意味では、素朴
な疑問の解答探しの旅も自ら蒔いた種に自らが苦しむ(知的には結構楽しむ)姿の反映であり、結果
だともいえる。
2004年庭本論文もまた、20年近く前の佐々木恒男の以下のような鋭いバーナード批判と問題提起
に応える形で展開したものである。
主著(バーナード『経営者の役割』－庭本)第16章「管理過程」では組織の有効性と能率が問題とされ
る。しかし、そこで取り上げられ、論じられる問題は、一つは組織目的の達成に必要な諸技術の総合とい
う問題である。いま一つの問題は、協働の意欲と必要な諸活動の確保に関連して、効用の創造と変形、交
換という組織経済の問題が論じられる。技術の総合という問題は、いわば視点の問題であり、バーナード
理論全体にかかわる問題であって、管理過程に固有の問題ではない。では管理過程の問題は、なぜ組織経
済の問題でなければならないのか。組織の目的の達成にしろ、満足の確保にしろ、それらはいずれも協働
の目的でもあり結果でもあるのであって、そのような目的を達成するために、あるいはそのような結果を
導き出すために、組織の機能である管理職能が機能しなければならないはずである。そもそも目的がどの
ようにして定式化されるのか、定式化された目的を伝達し、目的の達成に努力し、満足を生み出すために
管理の諸機能が相互に作用し合い、交織する。その動的な過程こそが第16章の問題ではなかったか。そ
のような問題は既に第三部で断片的には取り上げられてきているのであって、それらを総合し、全体的に
展開することこそ第四部の課題ではなかったのであろうか。報告者は、バーナードの主著第16章は、単
に説明不足というよりは、むしろ失敗ではなかったかと考えている。あるいは、流石のバーナードをもっ
てしても、管理の動態は描き切れなかったというべきなのであろうか＊13。
「管理過程なのだから、組織経済ではなく、管理職能が躍動する動的過程を描かなければ失敗だ」
という佐々木の指摘と批判は、大きな反響を呼び起した＊14。バーナード『経営者の役割』に親しむ
研究者の中にも「管理過程＝組織経済」というバーナードの主張には違和感を覚える人が少なくなかっ
たからである。
この佐々木の指摘と批判に対して、結論的にいえば「バーナードの管理過程は、管理職能の遂行過
程であると同時に道徳的創造職能の遂行過程である。この認識のもとに、バーナードはそれら諸職能
を機能させる本質、つまり管理過程の支配原理である“全体感”を抉りだそうとした。管理過程の審
美的で説明しがたい“全体感”を捉える基準が有効性と能率である。しかし、究極的には有効性は能
率に含まれるゆえに、全体感の描写は組織の能率の描写、組織経済によって代位される。そして組織
の能率が部分能率と創造能率からなるとき、創造能率に深く関連するのが道徳的創造性である」と主
張したのが、2004年庭本論文であった。
この論文(2004)は、主著第16章「管理過程論(THE EXECUTIVE PROCESS)」で論じられる中心
問題がなぜ「組織経済の問題」でなければならないかを明らかにした論考である。その際、主著最終
章(17章)「管理責任の性質」で扱われている道徳的創造性の問題との一体的解釈、つまり「管理過
程は管理職能の遂行過程であると同時に道徳的創造職能の遂行過程である」という新しい視点から解
釈しているのが特徴であろう。
ただ、バーナードの管理過程(executive process)を明らかにするためもあって、彼が「環境適応過
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＊15 道明義弘「Executive ProcessとManagement Process: バーナードに基づく一つの枠組の提示」『甲南経営研究』第12巻第
号、1972年月。
＊16 庭本佳和、前掲稿(2004)、51-52頁。
＊17 谷口照三「現代経営者の役割と課題」植村省三編『現代経営学の基本問題』白桃書房、1992年、第章。
＊18 藤井一弘、前掲論文(1993)、50頁。
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程」と説明したもう一つの管理過程(management process)との関係把握をも試みたが、もちろん、
それが主題であったわけではない。両者の関係把握はどこまでも付随的な論点だった。だが、藤井研
究を経た本稿にあっては、それが大きな論点だともいえる。
付随的であれ、2004年庭本論文でexecutive processとmanagement processとの関係把握に踏み込
んだのは、従来のバーナード理論研究では論じられることがほとんどなく、両者の関係が必ずしも判
然としなかったからである。これを正面に据えて論じたのが、もう30年以上前の若き日の道明であっ
た＊15。
繰り返しになるが、前稿(2004)から道明の主張のエッセンスを紹介しておこう。
まず道明は、ファヨールおよび彼に基礎をおくマネジメント・プロセス学派に倣って、management
processを「計画－遂行－統制(plan-do-see)」の過程と捉え、それが経営体の維持・存続・発展に不可
欠なものとして明確に認識する。ところが、このmanagement processは、それ自体としては存在せず、
その存在は経営体そのものの存在に仰ぐものだという。そこでは、経営体の成立根拠がexecutive function
であり、経営体の存続根拠がexecutive processと理解されている。そしてexecutive functionの遂行過程で
あり、経営体の存続根拠であるexecutive processに基づいて、management processは遂行されることに
なる。つまりexecutive processは、management processの基礎過程である。ここに道明は、「manage-
ment processは、executive processを遂行してゆくための手続きを提示するための過程としてとらえるこ
とが可能になる」と宣言し、いろいろな角度から同じ主張を繰り返している＊16。
道明の解釈はよく練られており、「executive processとmanagement processとの関係」に対する一
つの見方を示しただけではない。両者を判別せずに「管理過程」で済ませていた当時、この両者の関
係を取り上げること自体が道明の研究水準の高さをも示している。しかし、この問題の深さと重要性
が理解できなかったためか、バーナード研究者にも長くこれに論及する者がなかった。20年後にこ
れを破ったのが谷口(1992)＊17と藤井(1993)＊18である。いずれも、management processをplan-do-
seeと理解した上で、executive processを実現する手段ないし道具だと捉えた上で、道明の主張に賛
意を表明した。
これに対して、第節でも示したように、バーナードのmanagement processを筆者(庭本)はどう
してもファヨール流の「plan-do-seeの管理サイクルのプロセス」と読むことができなかった。また、
management processはexecutive processの具体化プロセスであろうが、外的な諸力の変化、つまり
環境変化に対する協働システの適応過程であるmanagement processが、executive processにおける
組織均衡過程の結果として実現するにしても、単なる手段なのかという思いもあった。2004年庭本
論文のmanagementおよびmanagement process理解は、ここから出発している。その結果に至った
考えを、長い重複になるが、前稿から抜き出してみよう。
主著ではmanageおよびmanagementを以下のように使っている。
管理職能(executive function)は協働努力の体系を維持する作用をする。それは非人格的である。その職
能は、しばしばいわれるように、人々の集団を管理すること(to manage)ではない。………管理職能は協
働努力の体系(つまり組織筆者)を管理すること(to manage)であるということさえも正しくない。協働
努力の体系は全体として自ら管理(is managed)ものであって、その一部である管理組織によって管理さ
れるのではない。われわれが問題にしている職能は、頭脳を含めた神経系統の、身体の他の部分に対する
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機能のようなものである。神経系統は、身体が環境により効果的に適応するのに必要な行動を指令してい
る身体システムを維持するのに存在しているが、身体を管理する(to manage)とはいえない。身体機能の
大部分は、神経系統とは独立しており、むしろ反対に神経系統が身体に依存しているのである(pp.216-
217)。(なお下線部分は藤井に批判された訳と理解。次節で取り上げる)
協働の成功は管理組織の機能に大いに依存しているので、統制は実際上ほとんど管理者に加えられる。
もし組織の働き(work)がうまくいかないとき、能率的でないとき、その構成員の活動を維持しえないと
きには、その「マネジメント(management)」が悪いという結論となる(p.223)。
この二つの文章を下敷きにして次のように言えないだろうか。executive functionは組織を生みだし生か
す(組織を生成し存続させる)機能であり、それが遂行されるexecutive processは組織が生れ生きる(組織
が生成し存続する)過程で、そこに生成し存続する組織がmanagementを担っている。managementはex-
ecutive functionに依拠し、management processはexecutive processに依拠するとはいえ、全体としての
組織の機能が協働システムの環境適応を果たすmanagement機能にほかならない。したがって、組織の調
整主体ないし管理主体は全体としての組織それ自体であり、まさに自己組織である。そしてバーナードの
次のような叙述もこれに連なっていよう(下線部分は藤井に批判・否定された)。
組織行為の目的は組織自体の行為の独自の結果である(p.209)。
管理職能(executive functions)においては目的の規定が重視され、他の諸職能の間では環境の識別が強
調される。したがって産業組織では作業者、事務員、試験員、実験助手、販売員、専門技能員、技師など
が、特に、全体としての組織に外的な環境の戦略的要因に携わっている。管理的決定(executive decision)
の直接的環境は、第一義的に組織自体の内部環境にある。管理的意思決定の戦略的要因は、主として、か
つ第一義的に、組織運営(organization operation)上の戦略的要因である。外部環境に働きかけるのは組織
であって管理者ではない。管理者は第一義的に組織の有効的、能率的運営(the effective or efficient opera-
tion of the organization)において、他の人々の意思決定を促進し、あるいは阻止する意思決定にたずさわっ
ている(pp.210-211)。
協働の成果はリーダーシップの成果ではなく、全体としての組織の成果である。……… リーダーシッ
プではなくて協働こそが創造的過程である。リーダーシップは協働諸力に不可欠な起爆剤である(p.259)。
したがって、管理者や管理組織の担う管理職能やリーダーシップは、組織が対象であり、現場を含む組
織それ自体が環境を識別・認識し、環境に働きかけて、協働システムに環境適応させるのである。ここで
は、executive functionとその遂行過程のexecutive processが、むしろ協働システムの適応過程である「全
体としての組織」の機能の展開過程としてのmanagement processを実現する手段的性格を帯びることに
なる(下線部分は藤井に批判・否定された)。
以上が、executive processとmanagement processとの関係把握の一応の結論に至る前稿(2004)か
らの抜粋である。しかし、執筆時から主著における数少ないmanagementの使い方と、management
process規定のmanagementの意味合いが相当違うことには気がついていた。そこで「どこかで『解
釈の陥穽』に落ち込んでいるかもしれないが、自覚するのは難しい。バーナード理論研究者の批判や
指摘を待つほかない」という脚注を付けておいたのである。その批判と指摘に応じてくれたのが、次
節で紹介する藤井論文(2006)である。ここに謝意を表するとともに、その批判と指摘の意味を、些
かでもバーナード理論研究が進展するように、考察・検討してみたい。
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□ バーナードのmanagement用例水準
―藤井の吟味を中心にして―
藤井は、庭本の「executive processとmanagement processの関係把握」が妥当なものであるか否
かを問う。特に「全体としての組織の機能が協働システムの環境適応を果たすmanagement機能にほ
かならない」あるいは「executive functionとその遂行過程のexecutive processが、むしろ協働システ
ムの適応過程である『全体としての組織』の機能の展開過程としてのmanagement processを実現す
る手段的性格を帯びることになる」という主張の妥当性を問題にする。
その判断の際、「(庭本)氏自身が引用されている主著の記述は当然として、主著のテクスト全体を
改めて検討することが必要である」と強調する。それが物事を捉える藤井の視点と立場であった。もっ
ともな主張である。その上で「検討した結果、章から18章に渡る主著の本文においてmanagement
とそれに類する語(manage、manager、managerialなど)は23箇所に見出された。これに対して、ex-
ecutiveとそれに類する語(execution、execute、executedなど)は272箇所を数えた。この使用回数の
差をどのように考えるべきであろうか――庭本氏自身も、management processは『わずかに………
箇所で用いられているだけである』と述べられていたが――。もちろん、ある語の使用回数が少な
いがゆえに、その後で表される概念の重要性が低いと断定できるものではない。しかし、頻出する語
の重要性が低いとは、とても言えるものではないであろう」と言葉を続けて、managementに類する
語のうち、テクニカルタームや慣用句に類する語などの語を除く23語の詳細な検討に入るのであ
る。
その結果、藤井は次のように暫定的な断を下す。「以上は、managementないしmanagement
processという語に、バーナードが独特な意義をこめている、という庭本氏の見解の妥当性を疑わせ
るものであるが、あくまで『状況証拠』にすぎない」として、本格的な批判的考察に進む。まず、
「このことが先入観となることに注意しつつ」も、「ここでのmanagerial ないしmanagementも一般
的で漠然としたものを指し示しているのではないか、と考えさせるに足るものである」と予想して、
以下のようにmanagement process規定の検討に入る。少し長くなるが、そのまま掲載しよう。
繰り返しになるが、庭本氏の引用した部分の原文を再掲する。
Adjusts of cooperative systems are adjustments in the balance of the various types of organizational activi-
ties. ……… These adjustment processes become management processes, and the specialized organs are
executives and executive organizations.
ここでは、いろいろな協働システム(cooperative systems)の行う適応が、さまざまなタイプの諸々の組
織活動(organizational activities)を釣り合わせるという形をとる適応であり、これらの適応の諸々のプロセ
ス(processes)がmanagement processesになり(become)、そのための器官が管理者たちと、諸々の管理
組織である、ということが述べられている。
この記述において、彼がmanagement processを「管理過程学派」による管理サイクルとは異なる意味
で用いていることは明らかであり、この点に関して言えば、庭本氏の指摘は正鵠を射ている。しかし、こ
のことは前節で引用した庭本氏の見解にあるように、バーナードがmanagement processという言葉を、
「協働システムの適応過程である『全体としての組織』の機能の展開過程」を表すために非常に積極的に
用いている、もしくはそれを概念的に重要なものとして打ち出している、ということとは別の問題であ
る＊19。
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＊21 私(庭本)も、management process規定を除く、主著におけるmanagementの多くはそれほど意味ある使い方でないことは、
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ナード自身が編集したOrganization and Management( Harvard University Press. 1948)を検討した原敏晴によっても確認され
ている(日本経営学会関西部会報告および報告レジュメ(2007年月13日、大阪市立大学国際交流センター)。
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ここで、バーナードがmanagement processを「管理過程学派」による管理サイクルとは異なる意
味で用いていることは明らか」と認めながら、なぜ「[A]から[I]における用例に照らしてみるなら
ば、『いわゆるマネジメント・プロセスになる』と考えることも許される(のではなかろうか)」＊20の
かが分かりにくいが、確かにバーナードがmanagement processを「管理過程学派」による管理サイ
クルとは異なる意味で用いていることと、「全体としての組織の機能が協働システムの適応過程を果
たすmanagement機能」ということとは、藤井の主張するように、別の問題である。しかし、私(庭
本)はバーナードのmanagement processが管理過程学派のいわゆるmanagement processとは違うと
は指摘したが、もともと、それを根拠にmanagement process規定における「環境適応」としての
management理解を主張したのではない。それでも、絶えず変化する外的な環境諸条件に対する協働
システムの適応がさまざまな組織活動を均衡させる適応であるにしても、「このような適応過程が
management processesになる(もう一つの箇所では意味する)」のだから、しかも「その専門器官が
管理者(executives)と管理組織(executives)」なのだから、management processを主著における
managementという語の使用水準とは必ずしも同じだとは限らない＊21。むしろ、管理者ないし管理
組織による組織均衡を通しての協働システムの適応プロセスがmanagement processであるとすると、
ここの記述からだけでも「組織の機能が協働システムの環境適応を果たすmanagement機能である」
と言えなくもない。
もっとも、藤井の批判が本格化するのはこれからである。前稿(2004)で私が「この二つの文章を
下敷きにして次のように言えないだろうか」の述べて引き出した主張を次のように わかりやすくま
とめて、命題化する。
executive functionは組織を生み出し生かす(組織を生成し存続させる)である。
executive processはexecutive functionが遂行される過程であって、組織が生まれ生きる(組織が
生成し存続する)過程である。
executive processの中に生成し、存続する組織がmanagement機能を担っている。
 全体としての組織の機能が協働システムの環境適応を果たすmanagement機能である。
組織の調整主体ないし管理主体は全体としての組織それ自体である。
前稿(2004)でmanagement process以外に箇所でmanageとmanagement取り上げたが、藤井が原
文を掲げて以下のように検討する部分は、主として、、の主張を引き出すためであり、
managementの位置づけ(、)のためにはいま一つの引用文(p.223)を想定していた。
The executive functions serve to maintain as a system of cooperative effort. They are impersonal. The func-
tions are not, as so frequently stated, to manage a group of persons. I do not think a correct understanding of
executive work can be had if this narrower, convenient, but strictly speaking erroneous conception obtains. It
is not even quite correct to say that the executive functions are not to manage the system of cooperative ef-
forts. As a whole it is managed by itself, not by the executive organization, which is a part of it. The functions
with which we are concerned are like those of the nervous system, including the brain, in relation to the rest of
the body. It exists to maintain the bodily system by directing those actions which are necessary more effective-
ly to adjust to the environment, but it can hardly be said to manage the body, a large part of whose functions
are independent of it and upon which it in turn depends (pp.216-217)
39
＊22 藤井一弘、前掲論文(2006)、51頁。
＊23 藤井一弘、同上論文、55頁。
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この原文に対して、ゴチック体が庭本自身の訳で引用した部分と断って、以下のような訳をつけて
いる。
「管理職能は、一体となった協働しようとする努力を維持する作用をする。それは非人格的である。そ
の職能はしばしば言われるように、人々の集団をマネジすることではない。このような狭隘で、便宜的で、
厳密に言えば誤った考え方が行われるならば、管理業務の正しい理解がえられるとは思わない。また、管
理職能は、一体となった協働しようとする努力をマネジすることであると言うことさえも正しくない。一
体となった協働しようとする努力は全体としてそれ自体によってマネジされるのであって、その一部であ
る管理組織によってマネジされるのではない。われわれが問題にしている管理職能は、頭脳を含めた神経
系統の、身体の他の部分に対する機能のようなものである。神経系統は、身体が環境により効果的に適応
するのに必要な行動を指令して、身体を維持するために存在するが、身体をマネジするとは言えない。身
体機能の大部分は神経系統とは、むしろ反対に、神経系統が身体に依存している＊22。
藤井はまずa system of cooperative effortに対する庭本の「協働努力の体系」という訳語の不適切性
を指摘するが、それ以上にそれを組織と解釈した上で、managementの意味を引き出した点を問題に
する。以下も藤井自身の言葉で語ってもらうことにしよう。
a system of cooperative effortも、筆者自身の訳文に示したように、「一体となった協働しようとする努
力」というほどの意味にとるのが自然というものであろう。管理職能がそれを維持する主体的機能であっ
て(前記)、管理過程はその機能が遂行される過程(前記)というのは首背できるが、the system of
cooperative effortsを「組織」と解釈した上で、“As a whole it is managed by itself, not by the executive or-
ganization, which is a part of it.”の「管理する(is manage)」から、バーナードがmanagementという語に
込めた意味を引き出す(前記・)というのは、テクストにそくする限り、無理があるのではなかろうか。
……… 前記の庭本氏による主張は、manageという語の関わりとは別の文脈で、それ自体としては首
背されねばならない＊23。
a system of cooperative effortを「協働努力の体系」と訳すより、「一体となった協働しようとする
努力」という意味に捉える方が自然であるかもしれないし、確かにうまい訳だ。
もっとも、藤井が問題視するのは、それを私(庭本)が「組織」と解釈した点にあり、引用文直前の
具体的な組織体の記述に続く説明だから「その解釈は筆者には同意しがたい」と述べている。
前稿で「組織」と付記したのは、むしろ「協働システムではない」と言いたかったためである。し
かし、「協働努力の体系」と訳そうが、「一体となった協働しようとする努力」と理解しようが、a
system ofに込められたものは、「協働に向けての努力のまとまり」あるいは「秩序だった協働努力」
だとすれば、潜在行為であるactivitiesで捉えた組織定義から見ても、また「協働は、そのよりはっき
りした具体的形をとるときは『組織』と呼ばれ」＊24というバーナード自身の言葉に照らしても、そ
れが「組織を構成するもの」に違いなく、さらに進めて「組織」と解釈してもそれほど大きく誤って
いるとは思えない。それどころか、「一体となった協働しようとする努力は全体としてそれ自体によっ
てマネジされるのであって、その一部である管理組織によってマネジされるのではない」の「その一
部である管理組織」ということは、「管理組織を含む組織」を想定している表現であろう。管理組織
もまた組織であり、組織の一部だからである。しかし、誤解を招く付記であり解釈であったかもしれ
ない。
また、「the system of cooperative effortsを『組織』と解釈した上で、“As a whole it is managed by
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itself, not by the executive organization, which is a part of it.”の『管理する(is manage)』から、バー
ナードがmanagementという語に込めた意味を引き出した(『引き出す』を文章の流れから変更した)
(前記・)」のでもない。そこから引き出そうとしたものは、上記の「組織の調整主体ないし管
理主体は全体としての組織それ自体」という自己組織という観念であった。それゆえ、「バーナード
の次の叙述もこれに連なっていよう」として、以下を引用したのである。
管理職能(executive functions)においては目的の規定が重視され、他の諸職能の間では環境の識別が強
調される。したがって産業組織では作業者、事務員、試験員、実験助手、販売員、専門技能員、技師など
が、特に、全体としての組織に外的な環境の戦略的要因に携わっている。管理的決定(executive decision)
の直接的環境は、第一義的に組織自体の内部環境にある。管理的意思決定の戦略的要因は、主として、か
つ第一義的に、組織運営(organization operation)上の戦略的要因である。外部環境に働きかけるのは組織
であって管理者ではない。管理者は第一義的に組織の有効的、能率的運営(the effective or efficient opera-
tion of the organization)において、他の人々の意思決定を促進し、あるいは阻止する意思決定にたずさわっ
ている(pp.210-211)。
上記とは、management processが「協働システムの環境適応プロセス」という規定と、上記
や上記の引用文(主著pp.210-211)との突き合わせた(ないし結合した)結果の論理的帰結として引
き出したもので、そこでのmanagementとは、「環境適応を果たす」という意味に限定した機能を想
定していた。ただ、組織の機能としてのmanagementを以下の引用で補足しようとしたが、読み違え
という以前に、想定と必ずしも適合していなかった。
協働の成功は管理組織の機能に大いに依存しているので、統制は実際上ほとんど管理者に加えられる。
もし組織の働き(work)がうまくいかないとき、能率的でないとき、その構成員の活動を維持しえないと
きには、その「マネジメント(management)」が悪いという結論となる(p.223)。
この引用文には、さらに「つまり、コミュニケーション構造、またはそこに配置される人、あるい
は両者、言い換えれば、直接関与する管理部門に欠陥があるということになる」と続く。藤井はこの
部分を「含めてみるならば、それがいわゆる『マネジメント』であることは明らかである」と退ける。
これについては私の読み誤りであろう。引用文に続く「コミュニケーション構造、配置される人、あ
るいは両者が結びついた管理部門の欠陥」は、管理職能(executive function)とそれを担う管理組織
(executive organization)の機能不全であり、その結果、組織がうまく働かず、それが担うmanage-
mentが悪いという結論になる、と読んでいた。少し無理だったかもしれない。それでも、その「マ
ネジメント」というとき、私には今も「いわゆる『マネジメント』であることは明らか」ではなく、
「コミュニケーション構造に適材を配置し、管理部門の欠陥を取り除いて、組織をうまく能率よく働
かし、その構成員の活動を維持することが、マネジメントなのか、あるいはマネジメントの役割なの
か」との思いは残る。主著の他のmanagementの使用水準に比べて、余りにマネジメントの意味が重
いからである。
確かに、主著におけるmanagementという語の一般的使用水準から、「環境適応プロセス」として
のmanagement processを説明することは難しい。翻って、バーナードが「環境適応プロセス」と規
定しているmanagement processを「用例に照らしてみれば、『いわゆるマネジメント・プロセスにな
る』と考えることも許される」と言うこともまた無理だろう。真理はその中間にあるのかもしれない
が、第□4 節で、バーナードの環境認識とmanagement process規定をいま一度確認し、それがバーナー
ド理論においてどのような意味を持つかを考察したい。
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□ バーナード理論におけるmanagement processの位置
― management processにおけるexecutive(organization)の役割―
現代経営学を確立したといわれるバーナードは、解体、崩壊、破壊が組織の顕著な事実だと承知し
て、その存続・発展をはかる管理職能を、主著『経営者の役割』で描いて見せた。彼は、もちろん、
組織が絶えざる変動の過程にあることを見抜いているが、主著では組織変動要因としての環境認識を
それほど明確に示していない。第□1 節でも引用したように、主著第部の冒頭近くで僅かに「公式
組織の不安定や短命の基本的原因は、組織外の諸力のうちにある。これらの諸力は組織が利用する素
材(materials)を提供したり、その活動を制限したりする。組織の存続は、物的、生物的、社会的な
素材(materials)、要素(elements)、諸力(forces)からなる環境が絶えず変化するなかで、複雑な性格
の均衡をいかに維持するかにかかっている。これが組織に内的な諸過程の再調整を要請する。私達は
調整がなされねばならなくなる外的条件の性格にも触れるが、主たる関心は調整が達成される過程で
ある」(p.6)と語るだけである。それでも、極めて明確な環境認識を示しているといえるだろう。同
時に組織の生存には絶えざる環境変化への適応とそれを実現する組織の内的再調整がいかに重要かも
よく示している。
もちろん、彼の定義上、組織環境が協働システム内にとどまっている場合もあり得るが、組織外の
諸力のほとんどは協働システムを突き抜けた環境を構成することは、彼の1937年論文「社会的進歩
のジレンマ」＊25が示唆している。
バーナードによれば、知覚された宇宙で唯一妥当する事実が「変化」にほかならず、自然界はもと
より、社会的世界にもあてはまる。人間は変化ゆえに時間を感じ、時間の経過により、変化を知ると
いう。特に社会的世界は、生きた、動的な、常に変化している人間世界であり、組織やそれを中核と
する協働システムは、そこに生成することはいうまでもないだろう。
バーナードは、この社会的世界を動かし、変化させる諸力(forces)を次のように説明する。まず、
その力が宇宙にまで連なる物理的諸力があげられる。人間生活に影響を及ぼす自然環境も、これを基
底に変化する。地球環境問題が問われる今日、無視できない力であろう。次に人間の生物的諸力であ
り、社会を動かす人口の変化(人口動態)もこれに負っている。第三は精神的諸力で、人々の道徳的・
精神的態度や価値観を指している。これらの変化が、具体的には人々の嗜好の経化、消費の変化が、
さらなる揺らぎやすい消費となって、今日の乱流的環境状況を生みだし、組織変動の原因となってい
ることは周知の事実である。第四の経済的諸力は、物理的、生物的、精神的諸力の特殊な表出である。
技術革新や人口の増減、人々の態度や嗜好の変化が社会的な力であるが、さらにバーナードは動力革
命、輸送革命、通信革命によるインフラの発達・整備が経済的諸力として働き、組織変動をもたらす
ことも見逃してはいない。第五は人種的力だという。確かに人種構成の変化は、時に民族問題を引き
起し、政治的諸力と結びついて世界を揺るがす。一つの組織をとってみても、外国人の採用は組織変
動の契機になろう。最後に政治的諸力があげられる。この力の最も悪い行使が戦争であることに異存
はあるまい。
バーナードはこのような環境認識のもとに、「組織の存続(survival)は、物的、生物的、社会的な
素材(materials)、要素(elements)、諸力(forces)からなる環境が絶えず変化するなかで、複雑な性格
の均衡をいかに維持するかにかかっている」と述べて、協働システムの環境適応プロセスの説明にと
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りかかる。それが何度も取り上げた次の引用である。
環境の諸条件――たとえば天候――は、協働行為に関する環境の制約を絶えず変え続ける。………中略
……… 協働システムの適応は、さまざまな組織活動を均衡させる適応である。………中略……… 環境に
おける新しい制約を克服するように協働が適応し得ないと、協働は必ず失敗するからである。このような
適応過程(adjustment processes)がマネジメント・プロセス(management processes)となり、そしてその
専門機関が管理者と管理組織(execut ives and execut ive organizat ions)なのである(p.35)。
変化する諸条件や新しい目的に対する協働システムの適応が専門的なマネジメント・プロセス
(management processes)を意味し、複雑な協働においては、専門的な管理者ないし管理組織(executives
or executive organizations)を伴うのである(p.37)。
この叙述の流れの中で捉え直してみると、「環境の諸条件――たとえば天候――」とか「変化する
諸条件」とは、いわゆる経営環境であり、それが「絶えず変化している」と認識のもとに、組織の存
続、ひいては協働システムの発展には、環境適応が必要だと語られ、その適応プロセスがmanage-
ment processになる(あるいは意味する)と説明されるとき、management processは主著のマネジメ
ントという語の一般的使用水準に解消できない「重さ」をもって迫ってくる。しかも、一見すると、
management processを遂行する専門機関が管理者と管理組織(executives and executive organiza-
tions)であるような説明構造になっているから尚更である。
もちろん、「協働システムの適応は、さまざまな組織活動を均衡させる適応である」とのバーナー
ドの説明や、「管理者や管理組織の担う管理職能やリーダーシップは、組織が対象であり、現場を含
む組織それ自体が環境を識別・認識し、環境に働きかけて、協働システムに環境適応させる」、「組織
の調整主体ないし管理主体は全体としての組織それ自体であり、まさに自己組織である」との私達の
理解からしても、管理者と管理組織が関与するのは組織である。その組織が自らを均衡させ環境適応
して、協働システムの環境適応を実現するプロセスがmanagement processであるとき、結果的には
組織が「環境適応」としてのmanagement機能を担い、管理者および管理組織も間接的にそれに関与
することになる。
いずれにしても、環境変化と、存続をめざした組織および協働システムの環境適応が、バーナード
理論の出発点であり、理論前提である。飯野はそれを「個人と組織の統合」命題に落とし込んで語
り＊26、庭本は意味論と生命論として展開した＊27。バーナード自身も、オートポイエティックな視点
からそれを内的に捉えた顧客を含む組織定義をはじめ、組織均衡論、戦略的要因の理論、組織経済論、
道徳的創造論などにより、一貫して環境適応を追求している。そうだとすれば、アダム・スミスの
『国富論』に度しか出てこない「見えざる手」とは比べられないにしても、主著で僅かに箇所、
事実上は箇所しか登場しないmanagement processもまたバーナード理論に占める位置は大きいと
いわねばならない。それは、バーナード自身の理論展開を超えて、第節でも述べたように、経営戦
略論の形成に大きな影響を及ぼしたことも忘れてはならないだろう。
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会計データによる株主価値の評価
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はじめに
株式投資が一般化し法人投資家のみならず個人投資家も増加している現在、投資家の立場から会計
数値に基礎を置いた株主価値(企業価値)の算定は大変重要なものとなっている。しかしながら、現在
の会計の重点は企業側の提供する情報についてどのように開示するかという点に重点が置かれて、投
資家の立場からの会計情報を利用した株主価値(企業価値)の測定方法の提言はあまり見かけない。会
計ビッグバンにより世間では大幅に時価主義会計が導入されたとの理解がされているが、連結決算を
ベースに考えた場合貸借対照表項目で、実際にどの項目が時価評価され、評価差額はどのように処理
されているのか、また評価差額に関連する税効果の処理はどのようにされているのかについては十分
に理解されているとは思えない。ましてこれらの変化が会計数値を用いた株主価値(企業価値)の測定、
評価にどのような影響を与えるのかは通常の投資家にとっては理解することは不可能に近い状況と思
われる。現状をこのように認識した上で、ネット上で公表されている上場企業の会計情報を有価証券
報告書から入手し、時価評価されている資産科目および時価に近い評価と考えられる負債科目を考慮
した上で見積もり時点での株主価値(企業価値)をDCF法及び株主配当モデルに基づき、実際に計算
してみることとする。その上で現時点での上場企業の会計情報を株主価値に評価する上での問題点と
有用性について検討する。
□ 分析対象企業の選定
実際の上場企業の会計データにより株主価値評価を行うが、個別企業ではばらつきが大きすぎると
考えられるので、株式時価総額の大きい企業を50社程度選び会計情報を加重平均した会計情報を用
いることとする。実際のモデル企業の選定は「日経会社情報2006秋号」(日本経済新聞社)より時
価総額ランキングの金融機関を除いた上位50社を選んだ。選定した50社のうち、製造業であるが、
連結決算に占める金融のウエートの高い社、及び赤字決算あるいは赤字からの脱却年度等で決算の
数値の判断が難しい社を除いたため最終的には 44社を対象とした。選定した企業のリストは
「表 選定企業リスト」に示す。
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表 選定企業リスト(44社)
日本基準(除く電力等)23社
証券
コード 社 名
2914 JT
3382 セブンアイ
4063 信越化学工業
4452 花王
4502 武田薬品工業
4503 アステラス製薬
4568 第一三共
4689 ヤフー
5108 ブリジストン
5201 旭硝子
5401 新日本製鉄
5405 住友金属
5411 JFE
6753 シャープ
6902 デンソー
6954 ファナック
7011 三菱重工業
7201 日産自動車
7741 HOYA
7974 任天堂
8267 イオン
8801 三井不動産
8802 三菱地所
SEC基準 15社
証券
コード 社 名
4901 富士写真フイルム
6301 コマツ
6501 日立製作所
6502 東芝
6503 三菱電機
6752 松下電器産業
6971 京セラ
6981 村田製作所
7751 キャノン
7752 リコー
8031 三井物産
8053 住友商事
8058 三菱商事
9432 NTT
9437 NTTドコモ
電力会社等 6社
証券
コード 社 名
9020 JR東日本
9022 JR東海
9501 東京電力
9502 中部電力
9503 関西電力
9531 東京ガス
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□ 平均データの計算
選定した44社の会計情報は、分析に必要な科目あるいは項目別に億円単位で合算した値をサン
プル会社数44で割って加重平均したデータをあたかも社のデータのように処理することとした。
またより精度を上げるため、44社を適用される会計基準、規則の異なるつのグループに区分して
グループごとにつの会社と見做して株主価値評価を実施することとした。なお今回の株主価値評価
に必要な情報は「表 財務諸表組替表」に示した科目である。すなわち見積もり時点の財政状態の
状況を示す貸借対照表については資産、負債項目を、活動区分別に資金調達運用活動に係る資産及
び負債の差引純額(以下「正味資金」という)、事業活動にかかわる資産、負債の差引純額(以下
「事業純資産」という)、持分法適用会社に対する投資(以下「持分法投資」という)のつに分類し
たデータである。また各活動の成果である損益項目は資金調達運用活動に係る税金を考慮した後の損
益(以下「金融損益等」という)、事業活動による税金を考慮した後の損益(以下「事業損益」という)、
持分法投資の成果である損益(以下「持分損益」という)に分類する。ただし計算を簡単にするため、
事業損益および持分損益を確定し、残りを金融損益等とみなす方法によることとした。
持分損益に対しては税金の影響額がないものとみなしたが、事業損益と金融損益等については税金
の配分が必要となる。配分は税効果に関する注記から実効税率と表面税率の差の分析を慎重に解析し
て、特別配慮を要する事項以外は、税引前の事業損益に損益計算書上の表面税率を用いて税金配分額
を見積もることとした。ただし注記から特別の事象が明確である場合には調整を加えた。
また株価については2006年月末の各社の時価総額を合計サンプル会社数44で割って得た値を企
業の証券市場における価値とみなし、44社の平均データよりDCF法で得られた株主価値(企業価値)
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と比較することとした。つの小グループについての処理も同様とした。
□ 株主価値計算の方法
(1) 直近年度の財務諸表の分析、組替、集計(「表 財務諸表組替表」参照)
まず連結貸借対照表の勘定科目を分析して、事業活動に関連した資産から負債を差引して得ら
れる「事業純資産」(主に取得時の価額で評価され記録されている項目)、持分法適用会社に対す
る「持分法投資」、時価または公正価値で評価されているネット資金項目(現金、有価証券、短期
借入金、コマーシャルペーパー等及び長期借入金、社債、転換社債)に上場されているその他有価
証券、長短貸付金を加えた「正味資金」に分ける。なおこれらの項目に分類することが困難な項目
たとえば非上場株式は今回の分析では便宜上正味資金に含めた。また少数株主持分については、子
会社等の利益に比例して増減するが、子会社の経営成果も株主期待収益率で推移すると仮定して、
時価評価されている正味資金に含める。
次に損益計算書および関連する注記を分析して、「事業損益」及び「持分法損益」を把握し
て集計する。集計後、税金の期間内配分計算を行い、事業損益及び持分法損益を決める。金融損
益等は当期純利益から事業損益及び持分法損益を差引し残額を「正味資金」に関連する損益とみな
す。またその他有価証券の評価差額金の増減額も投資に対するリターンと考えられるが、今回の評
価計算上、「正味資金」は時価評価されていることから必然的に株主期待収益率で収益(又は費用)
が発生すると仮定できるので、特別の処理はしないこととした。
利益処分に関しては連結剰余金計算書より支払配当金を把握する。
これらの分類の後貸借対照表、損益計算書のそれぞれつの区分を集計して、支払配当金を含め
たデータを見積計算のスタート時点の「直前期決算データ」とする。
(2) 見積のために必要な基礎率の決定
見積計算のためには以下の基礎率の推定が最低限必要となる。なお見積第年度の予測に含むべ
き単年度のみに影響する特別事項は下記の見積比率とは別に「第表 株主価値見積計算表」上で
直接修正仕訳を起票することとする。したがって見積もり比率には特別の事項は調整済みを前提と
したものになる。但し今回の見積もりでは該当事項はなかった。
 事業利益成長率
 持分利益成長率
 株主期待収益率(正味資金に関連した金融損益等は同じ率で計算する)
 配当性向
 事業資産成長率
 持分法投資成長率
(3) 会計システムアプローチによる予測「正味資金」収支計算
「表 株主価値見積計算表」に示した表により上記(2)で示した予測基礎率と前年度実績数値に
もとづき各年度の値を計算により算出する。算出後特定年度での特別事項が予測される場合は直接
修正仕訳を起票して調整する。見積計算期間は連結会計原則上の、のれんの償却期間(最長20年)
や今回選んだ企業の規模及び業種等を考え20年とする。またこの表より見積期間終了時点での資
産種類別の残高も把握できる。
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表 財務諸表の組替表
借方(貸方)(単位1億円)
項 目 全44社 一般製造業等 23社 SEC 15社
電力等
社

／

項
目
活
動
別
組
替
正 味
資 金
現金及び預金／定期預金 3,438 2,488 3,909 686
有価証券／短期投資 972 1,405 454 0
短期貸付金 25 4 0 169
投資有価証券／市場性ある有価証券その他の投資 3,941 3,115 3,645 2,990
持分法会社投資／関連会社投資(持分法投資へ) (632) (728) (219) (1,010)
長期貸付金 19 33 0 11
未実現有価証券評価差益に対する税効果 (658) (593) (556) (420)
短期借入金 (2,017) (1,719) (1,716) (1,626)
年内社債 (539) (396) (413) (850)
年内長借／長期借入債務 (795) (240) (710) (2,183)
その他金融負債 (198) (180) 0 (761)
社債 (3,863) (1,489) (1,725) (16,005)
長期借入金／長期借入債務 (5,284) (2,563) (5,237) (8,849)
その他 (890) (18) 0 (6,454)
リース債務 (45) (31) (56) 0
少数株主持分(注) (1,359) (568) (1,987) (170)
正味資金…… (7,885) (1,480) (4,611) (34,472)
持分法
投 資
投資有価証券／市場性ある有価証券その他の投資 632 728 219 1,010
持分法会社投資／関連会社投資(独立表示) 894 1,709
持分法投資…… 1,526 728 1,928 1,010
事 業
純資産
B/S全社 15,870 27,813 14,186 15,474
正味資金へ振替…… 7,885 1,480 4,611 34,472
持分法投資へ振替…… (1,526) (728) (1,928) (1,010)
事業純資産…… 22,229 28,565 16,869 48,936
／項目活動別組替事 業
損 益
営業利益 (3,697) (2,421) (5,708) (3,563)
金融収益費用調整 0 0 0
販売費及び一般管理費 794 0 2,329
その他営業外収益(除く金融収益) (164) (120) (244) (131)
その他営業外費用(除く金融費用) 223 185 299 179
特別利益 (104) (150) (10) (161)
特別損失 193 312 1 217
非継続事業損益 1 4 (2) 0
営業権の減損 1 0 2 0
減損損失 8 1 22 4
法人税等 1,039 770 1,350 1,295
持分法投資損益
事業損益…… (1,706) (1,419) (1,961) (2,160)
事業純資産利益率(前年度実績) 7.67 4.97 11.62 4.41
持 分
損 益
持分損益…… (94) (80) (148) (15)
持分法投資利益率(前年度実績) 6.16 10.99 7.68 1.49
金 融
損益等
当期純利益全社 (1,648) (1,460) (1,965) (1,555)
事業損益へ振替…… 1,706 1,419 1,961 2,160
持分損益へ振替…… 94 80 148 15
金融損益等…… 152 39 144 620
「正味資金」利益(－は費用)率(前年度実績) -1.93 -2.64 -3.12 -1.80
参 考
データ
事業損益税引前利益 (2,745) (2,189) (3,311) (3,455)
事業損益の実効税率 37.85 35.18 40.77 37.48
(注記)
B/Sの組替はまずB/Sの中から正味資金、持分法投資の項目を抜きだしB/S全社から差引きして事業純資産
を計算する。
P/L はまず事業損益、持分損益を抜きだし、P/L全社から差引して金融損益を求める。
なお少数株主持分は事業純資産を構成しないので「金融純資産」に含めて考える。
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表 株主価値見積計算表
全44社平均 シミュレーション 借方(貸方) (単位1億円)
年
度
番
号 取 引 内 容
純資産の増減(損益等)の見積 貸借対照表項目 資金増減(CF)の内訳
事業損益
成 長 率
持分損益
成 長 率
金 融
利子率
配 当 /
配当性向
株主期待
収 益 率
事業資産
成 長 率
持分法投
資成長率
割引現在
価値割合
全期間 予測基礎率→ 3.2 3.2 3.94 24.0 3.94 3.2 3.2 96.2
勘定科目→ 事業損益 持分損益 金 融損益等
支 払
配当金
年度 直前期決算データ (1,706) (94) 9 319
純資産 事 業純資産
持分法
投 資 正味資金
財務活動
CF
事業活動
CF
持分法
投資CF
検
算
年度 期首B/S残高  (15,870) 22,228 1,526 (7,884)  
1 正味資金の運用損益 311 311 (311) (311) 0
2 支払配当金 430 430 (430) (430) 0
3 事業活動損益 (1,761) (1,761) 1,761 0
4 事業活動からのCF 0 (1,043) 1,043 1,043 0
5 特別修正項目当期 0 0
6 同上前期分調整 0 0
7 持分法投資損益 (97) (97) 97 0
8 持分法会社の配当 0 (48) 48 48 0
年度 予測フロー計 (1,761) (97) 311 430 (1,118) 718 49 351 (740) 1,043 48 0
T 期末B/S残高 (16,988) 22,946 1,575 (7,533) 0
年度 予測基礎率 3.2 3.2 3.94 24.0 3.94 3.2 3.2 92.6
期首B/S残高 (16,988) 22,946 1,575 (7,533) 0
1 正味資金の運用損益 297 297 (297) (297) 0
2 支払配当金 371 371 (371) (371) 0
3 事業活動損益 (1,818) (1,818) 1,818 0
4 事業活動からのCF 0 (1,077) 1,077 1,077 0
5 特別修正項目当期 0
6 同上前期分調整 0
7 持分法投資損益 (100) (100) 100 0
8 持分法会社の配当 0 (50) 50 50 0
年度 予測フロー計 (1,818) (100) 297 371 (1,250) 741 50 458 (668) 1,077 50 0
T 期末B/S残高 (18,238) 23,687 1,625 (7,075) 0

20年度 予測基礎率 3.2 3.2 3.9 24.0 3.9 3.2 3.2 46.2
期首B/S残高 (51,431) 40,664 2,776 7,991 0
1 正味資金の運用損益 (315) (315) 315 315 0
2 支払配当金 853 853 (853) (853) 0
3 事業活動損益 (3,222) (3,222) 3,222 0
4 事業活動からのCF 0 (1,908) 1,908 1,908 0
5 持分法投資損益 (178) (178) 178 0
6 持分法会社の配当 0 (89) 89 89 0
20年度 予測フロー計 (3,222) (178) (315) 853 (2,861) 1,313 89 1,459 (538) 1,908 89 0
20年度 期末B/S残高 (54,293) 41,978 2,865 9,450 0
期間(20年間)合計 (48,444) (2,669) 1,165 11,526 (12,691) 28,695 1,330
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(4) 株主期待収益率による割引現在価値計算
計算結果は「表 株主価値評価計算表」に示した。
 DCF法
各年度の「正味資金」の収支及び見積もり期間終了時点(20年度)での「正味資金」を除く貸
借対照表の項目別の残高をそれぞれの経過期間に応じて、株主期待収益率に基づき割引現在価
値を計算した後、合計して株主価値を得る。
 配当割引モデル
各年度の株主の受取配当金の額及び見積もり期間終了時点(20年度)での純資産の残高をそれ
ぞれの経過期間に応じて、株主期待収益率に基づき割引現在価値を計算した後、合計して株主
価値を得る。
つの方法の計算結果は一致した。これは正味資金の予想利率が株主期待収益率と一致すると仮
定したことによるものと思われる。なおつの小グループも含めた見積もり結果の要約は第項で
説明する。
□ 企業価値計算の詳細と作業中に発見した問題点
(1) 直近年度の財務諸表の分析、組替、集計
分析対象会社44社のうち米国会計基準で連結財務諸表を作成している会社が15社あり、財務諸
表の表示方法が日本基準と違っているので、若干の推測を加えて科目分類を行った。また以下のよ
うな問題点が発見された。
 持分法適用会社に対する投資は日本基準では、ほとんどの場合、貸借対照表に独立表示されて
いないので、注記により確認することなりかなりの時間がかかる。一方米国基準ではほとんどの
場合独立表示されるとともに、当該株式が上場されている場合には時価(含む未実現利益)の注記
がなされている。持分法適用会社の株式の時価評価額の情報は、今回の評価の場合には考慮しな
かったが、見積期間終了時点での処分価格の推定には欠かすことの出来ない重要な情報と考えら
れる。
 その他有価証券の時価評価に関連する繰延税金負債(差益の場合)の分類は「正味資金」に含め
ることとした。但しその実現可能性は、未実現利益の実現方法を受取配当金の形で行う場合に
は、税務上益金不算入の処理の対象になる可能性がある。戦略税務計画によっても異なるが実
際の税金の支払の発生確率は十分に考慮する必要があると思われる。金額に重要性があれば非
課税の可能性(確率)を評価に反映させるのが好ましい。但し非課税の確率についての情報は現
在の有価証券報告書からは得られない為、株主価値の評価を実際より引下げる要因となってい
ると考えられる。
 今回の対象会社から除外した会社で損益計算書に計上された連結子会社および持分法適用会社
の株主持分変動に伴うみなし株式売却益について、米国基準で、明確に税効果を認識している
例があった。一方日本基準採用の会社の場合、該当事項がある会社はほぼすべて税効果を考慮
していなかった。その他有価証券の評価差額金は資本直入であるにもかかわらず税効果をほぼ
無条件で認識計上しているのと比べると、すでに利益に計上されていること、金額が時には巨
額になることがあることを考えると大いに問題がある。未認識の繰延税金負債の金額が大きい
場合には株主価値計算上は必ず認識することが望ましいと考える。なぜなら未認識繰延税金負
債の額だけ、見積もり期間終了時の残存純資産の金額が減少することが考えられるからである。
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 「事業損益」の見積は営業利益に事業活動に関連する営業外損益及び特別損益を加減算して得
た税引前事業損益から税効果に関連する注記から得られる実効税率と損益計算書上の表面税率
の差額の内容を考慮しながら、原則として表面税率を掛けて得られた税額を事業損益の税金と
みなす方法によった。計算にはかなりの時間がかかり、また推定が入るため正確性も十分に確
保できるとはいえない状況である。投資家のための会計情報を考えるならば事業活動損益とそ
れ以外の活動損益に区分した税金の期間内配分が開示されることが望まれる。なお表面税率と
実効税率の差の注記はルールで省略されている会社があるが、株主価値計算上は極めて重
要な要素であるため開示するのが望ましいと考えられる開示項目である。
 土地に関する時価情報は販売用不動産又は土地再評価実施の会社以外では開示されていない。
見積期間終了時の残余「事業純資産」の売却可能価額の見積上、償却資産等は適時に費用計上
され更新されているので、簿価情報は十分に利用できると推定できるが、土地は、制度上は償
却されないので、古い取引時点での簿価をそのまま引き継いでいくことになり歴史のある会社
の土地の簿価は、土地の時価とまったく乖離した金額となっている可能性が高い。投資家のた
めの財務諸表を考える場合に早急に改善されるべき事項と考えられる。
 ファイナンスリース取引の処理は米国基準の会社以外はすべて例外処理採用により資産負債を
貸借対照表に計上していない。今回の分析方法でリース取引は、「事業純資産」の増加と、「正
味資金」のマイナス(負債の増加)が同時に起こる為、計上するかしないかでは株主価値評価の
結果に影響する。注記から拾い上げて修正する方法も考えられるが、手間が膨大になるので、
今回は断念した。今後の制度改正で改善が期待される。
 退職給付引当金は本質的には、退職給付債務と外部に運用を任せている年金資産の純額表示で
ある。今回の分析では、本来年金資産は金融商品で運用されているので、「正味資金」を構成し、
給料の後払いの要素の強い退職給付債務は「事業純資産」を構成するので評価計算上は、両建
て計上することが必要であるがそのための十分な情報が開示されているとは言えない。
(2) 見積に必要な基礎率の決定
基礎率の推定は大変大事でかつ困難な事項である。今回は44社の平均およびそれらをつの小
グループ(日本基準で電力等を除く、SEC基準、電力等)に区分したそれぞれの平均を考えることと
した。見積もりに際してはそれぞれ直近の決算データから得られる平均データを基に主観的な推定
も交えて決定した。詳細は以下個別に解説する。なおつの小グループの基礎率の決定も本質的に
同じ為説明は省略する。
 株主期待収益率は44社平均のPERが27.6であったことから3.6とするべきところであるが、最
近の東証一部のPERの平均が20であること等を考慮して、主観的な判断も含めてとした。
なお他の要素を一定とした場合にDCF法の株主価値計算額が時価総額と一致する値も、表計算
の活用により試行錯誤法により計算してみた。結果は表に示している。
 配当性向は44社の加重平均を用いて計算した。
 持分法利益成長率は持分法適用会社の配当性向が50と推定すると、持分法会社に再投資され
る金額の持分法投資(B/S残高)に対する割合が3.23であると見積もられたのでこの値を使用した。
 持分法投資成長率は上記で記載したとおり、持分法適用会社の配当性向から見積もり計算した。
 事業利益成長率は前年度との比較では加重平均による当期純利益の増加率が20を越えている
が一時的と考えられるため持分法会社の利益成長率と同一と仮定して計算した。したがってこ
の基礎率の見積は非常に主観的要素が大きい。
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表 株主価値評価結果の要約表
予測基礎率
項 目 全44社 日本基準23社 SEC基準15社 電力等社
事業損益成長率 3.2 3.2 3.2 3.2
持分損益成長率 3.2 3.2 3.2 3.2
金融利子率 4.00 4.00 4.00 3.09
配当／配当性向 24.0 24.0 20.6 34.4
事業資産成長率 3.2 3.2 3.2 3.2
持分法投資成長率 3.20 3.2 3.2 3.2
株主期待収益率 4.00 4.00 4.00 4.00
直前期決算データ 損益等(フロー)
科 目 全44社 日本基準23社 SEC基準15社 電力等社
事業損益 (1,706) (1,419) (1,961) (2,160)
持分損益 (94) (80) (148) (15)
金融損益等 9 39 144 620
支払配当金 319 265 376 389
直前期決算データ B/S(ストック)
科 目 全44社 日本基準23社 SEC基準15社 電力等社
純資産 (15,870) (28,541) (14,186) (15,474)
事業純資産 22,228 29,293 16,869 48,936
持分法投資 1,526 728 1,928 1,010
正味資金 (7,884) (1,480) (4,611) (34,472)
見積もり結果
科 目 全44社 日本基準23社 SEC基準15社 電力等社
見積もり株主価値(株主着
期待収益率とした場合 32,159 34,733 39,670 19,888
株式時価総額 32,540 29,650 38,293 29,234
とが同額になる株主期待
収益率(試行錯誤法により求
める)
3.94 4.93 4.24 3.09
参 考
直前決算における利益増加率 21.78 32.70 7.76 37.44
会計データによる株主価値の評価 (中西倭夫)
 事業資産成長率は事業利益成長率と同じとみなした。この結果生じた余剰資金は見積時点で正
味資金がマイナス(負債)であるので、負債の返済に使用されると仮定している。
(3) 各年度の予測数値の計算
各年度の予想数値は、基礎率が毎年変わらないと見做し、各年度の直前期の決算データに基礎率
を掛けることによって計算する。
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□ 実際の株主価値評価計算
実際の各年度の決算の各項目の計算方法の概略は以下のとおりである(表参照)。なおCFはキャッ
シュ・フローの略である。
.金融損益等 期首「正味資金」×株主期待収益率
.支払配当金 前期純利益×配当性向
.「事業損益」 前期事業利益×(＋事業利益成長率)
.事業活動よりのCF 事業損益－前期「事業純資産」×事業資産成長率
.特別修正項目 前期の決算に含まれる特別の要修正項目についての仕訳修正
当期の業績予想や企業に関するニュース等の情報に基づく
.特別修正項目前期分調整 同上の見積もり第年度または第年度の影響額の調整
調整方法は税効果を考慮して仕訳形式で修正する
.「持分損益」 前期持分損益×(＋持分利益成長率)
.持分法よりのCF 持分損益－前期持分法投資×持分投資成長率
DCF法計算は「表」に示したが各年度の事業活動よりのCF(「正味資金」の獲得)および持分法
よりのCF(持分法適用会社よりの受取配当)を、見積もり時点の現在価値に、株主期待収益率で割引
計算する。次に各年度の現在価値に評価された各CFを、見積もり期間に亘って合計する。なお見積
もり期間終了時点の「事業純資産」及び「持分法投資」は最終年度のCFとなると仮定し、最終年度
のCFに含めて計算する。この合計に見積もり開始時点での「正味資金」をそのまま加算して株主価
値(企業価値)を得る。「正味資金」は構成内容が時価評価または公正価値評価となっていると考えら
れる為、見積もりの必要がないと考えた。また各年度の決算見積上は上記.に示した計算式で損
益は見積もられると仮定している。
□ 株主価値評価結果
小グループの含めたつの株主価値の見積計算の結果は「表 株主価値評価結果の要約表」に示
したとおりである。2006年月末現在の株価による時価総額の平均とDCF方による評価額の一致す
る株主期待収益率(金融利子率も同じ率とする)は他の条件を同じとした場合、日本基準23社4.93、
SEC基準15社4.24、全44社3.94、電力等社3.09となった。見積もり時点での「正味資金」の
マイナス(負債の金額)の少ないほうが株主期待収益率は大きくなる結果となり、負債利子の節税効果
を織り込んでいるとも解釈できる。ただこの場合には金融資産負債の時価評価が意味するところの解
釈が困難となる。なお全体としては株主期待収益率は合理的な範囲に収まった。
□ まとめ
会計システムを用いたシンプルな形での株主価値計算の仕組みを表計算ソフトで製作し、事例につ
いて、DCF法を適用して計算してみた。結果は一定の仮定の下では、株主期待収益率は前後に
なり、十分現在の株価の裏づけとなると推定できる。個人及び会社が株式投資の意思決定をするとき
には今回提案した方式も評価方法のつとして利用可能と考えられる。
会社やその他の法人ががDCF法の考え方で株式投資の意思決定する場合に投資時点での意思決定
の資料を、ここで提示した方法で作成しておけば、後日の投資先の会社の実績と対比することが可能
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となり投資の計画、実行、評価のプロセスに役立つと考える。
なお現実の株式投資は、その成果を損益計算への利益計上時点と見做すと、長期投資の場合結果的
に配当収入のみのフロー評価となり、株式投資は失敗したとの判断が下される可能性が高いと考えら
れる。今回提言したような形も含めた株式投資の意思決定方法を確立し、株式投資意思決定の成果の
説明に役立てようにさらに研究を進めていきたいと考えている。
最後に今回の分析で投資の意思決定に必要な会計情報の不足あるいは入手の困難さが目立った。株
主価値の計算の為に、企業、個人ともにもっと真剣に会計情報の必要性を訴えることになればよいと
考える。
参考文献
プライス ウオーターハウス編 A.ブラック・P.ライト・J.バッグマン著 井出正介監訳 鶴田智佳子・村
田久美子訳『株主価値追及の経営』東洋経済新報社 1998年
井出正介・高橋文郎『経営財務入門』日本経済新聞社 2003年
鈴木一功『企業価値評価 実践編』ダイヤモンド社 2006年
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企業法務の巻
多 田 晶 彦
敗戦のショックは別として、戦後のわが国経済界が最初に経験した法的環境の激変現
象は、1960年代後半に現れた。企業責任の追及を目的として大企業を相手取った現代
型訴訟の多発(四大公害訴訟はその典型例)、高度経済成長に伴い通商関係の拡大に起因
する渉外契約交渉案件の増加、加えて大型倒産事件の頻発等に代表される現象がそれで
ある。
未経験のこのような現象に直面した企業は、経営活動におけるリーガル・リスクの存
在とその対応策について、余りにもナイーヴ過ぎたことを否応なしに自覚させられるこ
とになった。経営におけるリーガル・マインドの欠如が問題視され、各企業はこぞって
法務部門を創設し、経営活動における法的問題点の分析検討・対応策の立案、顧問弁護
士との共働関係の見直しといった法務処理体制の整備につとめ、ここに「企業法務」と
いう新しいジャンルの業務が、企業組織の一角に市民権を得ることになった。企業法務
の重要な機能として、法的紛争の処理を目的とした臨床的機能、法的紛争に至る前にリ
スク要因をつぶしておく予防的機能があることが指摘され、組織の末端までリーガル・
マインドの重要性ないしは有用性の徹底が図られることになった。
それから40年。「失われた10年」の長いトンネルを抜け、規制緩和、自己責任といっ
たスローガンの下、市場活性化が進められている現在のわが国経済は、企業法務の視点
からすれば、臨床的機能や予防的機能の必要性は今さらいうまでもなく、それを超える
新たな機能が求められる時代に入ってきたといえよう。これまでとは異質の新たな法的
環境の激変が起こり出した、といってもよい。
企業は、株主や、その他多くの利害関係人(ステーク・ホルダー)の厳しい眼を意識し
つつ、コンプライアンス(順法)、CSR(Corporate Social Responsibility)というような新
しい思想を背景にして、生き残りと発展を企図してゆかなければならない。このところ
目立つTOB, MBO等の積極的経営活動は、その具体的な表れの一つであり、企業法務の
戦略的機能が求められる時代の象徴的な現象であるといえよう。
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公認会計士からみた会社法の会計監査実務
甲南大学会計大学院 教授 古 田 清 和
□ 会社法の概要
(1) 会社法改正の基本方針
近年、会社法制に関しては、実務界からの要望または社会経済情勢の変化への対応を意図とし、
短期間に多数回にわたり部分的な改正が行われてきた。平成18年度の改正にあたっては、「会社法
制の現代語化」に係る基本方針と「実質改正」に係る基本方針のつ掲げられており、これに基づ
いて形式的・実質的に大規模な改正が行われた。前者は利用者にとってわかりやすく、利用しやす
い内容にするための法典の統合・再編成を含む形式的改正であるが、後者は法制度の内実に踏み込
んでおり、短期間での多数回にわたる部分的な改正による制度間の不整合をなくし全体的な整合性
を図り、最近の社会経済情勢の変化である企業統治の実効性の確保、資金調達手段の改善、企業活
動の国際化へのより一層の対応のため、各種制度について見直されている。
(2) 実質的な改正事項
実質的な改正事項は大きく規制緩和・制度間不均衡の是正・規律の強化の三つに区分される。
規制緩和については、経済的実態を踏まえ、規制により生ずるメリット・デメリットを重視し、
規制によって得られる利点の明確化と迅速かつ効率的な企業経営を確保するためのものである。ま
た、「ある種の制度を認めた場合に問題とすべき弊害があるかどうか」または「本来制限を課さな
ければならないのはどういった場合か」という観点より整理することで、当事者の選択肢の拡大を
図っている。これにより、機関設計の選択肢の拡大、合併対価の柔軟化、株式・新株予約権・社債
制度に係る各種の見直しなど、会計・監査に影響を与える項目が出ている。
制度間不均衡の是正については、経済的実態はほぼ同一であるものの、各行為の歴史的背景その
他の事由により、規制が不整合となっているものが存在するため、これらの整合性を図る是正措置
を講じている。
規律の強化については、わが国の経済活力の向上に資するため合理的な規制体系を構築するとい
う観点より、関係者の利害調整を適切に行うため、実質的な規律の強化を図る改正が行われている。
そのなかでも法令遵守の確保について、取締役の職務執行が法令・定款に適合することを確保する
ための体制構築と会社の業務の適正性を確保するための体制構築に関する基本方針いわゆる内部統
制の構築が定められた(会社法第348条第項第号、第項、第362条第項第号)。
情報開示の充実について、その主な内容は以下の通りになり、実務家の立場から見ると従来の財
務諸表が激変したとも言える。
貸借対照表の公告義務主体の拡大(会社法第440条)
株主資本等変動計算書など計算書類の種類の拡大(会社法第435条第項、会社計算規則第127条)
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連結計算書類作成主体の拡大(会社法第444条第項)
会計監査人の責任免除の制限(会社法第424条)
会計監査人を株主代表訴訟の対象(会社法第847条)
(3) 会社法関係法務省令の公布
会社法関係法務省令が会社法施行規則(以下「施行規則」という)・会社計算規則(以下「計算規
則」という)・電子公告規則として平成18年月日に確定公布された。施行規則においては会社
法の規定により委任された各項目について定められている。
親会社および子会社の定義
株主総会等を招集する際に決定すべき事項
株主総会参考書類および議決権行使書面等の記載事項等
役員の選解任に係る事項
各会社において決議等の対象となる体制その他業務の適正を確保するための体制に関する事項
会計参与報告の内容
事業報告の内容
株式会社の清算に関する事項
社債権者集会にかかる事項その他社債に関する事項
組織再編行為を行う際の事前・事後備置書面の内容
特殊決議・総株主同意を必要とする対価の内容
株主代表訴訟における提訴請求の方法に関する事項その他の事項
また、計算規則においては会社の計算に関する次の項目が定められている。
会計帳簿の記帳
計算書類等の種類、計算書類等の表示
計算関係書類の監査の手続き
計算書類等の株主への提供
計算書類の公告等
剰余金の計算
分配可能額の計算
組織再編行為に係る会社の計算その他の事項
このような状況のなかで、会計や監査の実務に従事するものにとって、留意する点あるいは問題と
なる点が少なくないため＊1、計算書類・内部統制・会計監査の三つの視点に絞ってみていくこと
にする。
□ 計算書類
(1) 決算および株主総会への影響
各事業年度において作成すべき計算書類等が変更され、これらの計算書類等(貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書、附属明細書)は、監査役及び会計監査人の監査を受けなければな
らない(会社法第436条)。特に会計監査人設置会社の場合、監査役と会計監査人で役割分担がされ
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＊ IASBが2003年月にホームページで公表したプロジェクト・サマリーを参照されたい。
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ている。計算書類及びその附属明細書は監査役(監査役会または監査委員会)と会計監査人の双方の
監査を受けるが、事業報告及びその附属明細書は監査役(監査委員会)の監査のみ受けることになった。
各事業年度において作成すべき計算書類等が大きく変更されている。
旧商法(旧商法第281条項) 会社法(会社法第435条項)
貸借対照表 貸借対照表
損益計算書 損益計算書
営業報告書 事業報告
利益処分案
(若しくは損失処理案)
その他株式会社の財産及び損益の状況を示すた
めに必要かつ適当なものとして法務省令で定め
るもの(株主資本等変動計算書である)
附属明細書 附属明細書
上記のとおり、営業報告書の名称が「事業報告」となり、利益処分案(若しくは損失処理案)にか
えて、「その他株式会社の財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で
定めるもの」の作成が必要となる。これは、計算規則第127条に記載されている「株主資本等変動
計算書」が該当する。このほかに注記表(計算規則第128条)がある。
会社法のもとでは、会社法第435条第項により作成しなければならない計算書類は、「貸借対
照表」及び「損益計算書」の他に、「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」のつから構成
される。さらにこれらの附属明細書も作成しなければならない(計算規則第90条、第91条)。また
会社法第444条により連結計算書類を作成する場合には、各々に関して種類の連結ベースの計算
書類(計算規則第93条)が作成される。個別計算書類及び連結計算書類に関しては、現行の利益処
分案等が除かれるなど、従来に比べ形式面、実質面共に大幅な変更がなされている。
なお、会社法第441条で新設された「臨時計算書類」については計算規則第92条で、会社法第
492条等により作成される「清算株式会社の計算書類等」については施行規則第144条、第145条に
よるべきことが規定＊2されている。
次に個々の内容についてみると、貸借対照表の見直し(計算規則第104条～第117条)がある。資
産及び負債の各勘定の定義及び科目名については、現行の財務諸表等規則ないしは連結財務諸表規
則(以下財務諸表等規則等)の条文とほぼ同様な規定となっている。また、従来の「資本の部」に代
わり、株主資本、評価・換算差額等、新株予約権、少数株主持分からなる「純資産の部」が設けら
れた。この見直しについては、表示区分名の変更ととらえるべきではなく、開示項目全体にかかる
修正ととらえるべきである。
また、計算規則第118条から第126条で、損益計算書の見直しが行われ、従来の経常損益の部、
特別損益の部等の区分がなくなり、条文の文言も含めて従来の商法施行規則等よりもさらに財務諸
表等規則等への一体化が進められている。また当期純損益が最後とされ、当期未処分損益の区分は
削除され株主資本等変動計算書に整理されている。さらに任意規定として「包括利益」を損益計算
書等に記載することができる(計算規則第126条)としている。この包括利益＊3については、国際的
には議論が煮詰められているところであるが、現在の日本の会計の中で位置づけを明確にしている
ものはなく、あいまいな状況と言わざるをえない。
58
＊ 計算書の様式及び内容については、企業会計基準第号「株主資本等変動計算書に関する会計基準」及び企業会計基準適用
指針第号「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」(いずれも2005年12月27日確定公表)に沿ったものである。
＊ 会社法第条における公開会社とは、定款による株式の譲渡制限のない会社をいう。
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株主に提供する計算書類には、過年度事項(前期以前の貸借対照表、損益計算書又は株主資本等
変動計算書に表示すべき事項)を併せて提供することができることとなった。この場合、会計方針
の変更その他の正当な理由により過去の計算書類と異なるときは、修正後の過年度事項を提供する
ことを妨げないものと規定(計算規則第161条第項)されている。この規定は、過年度計算書類の
項目に関して遡及修正を認めるものである。従来は「前期損益修正」により処理するのが慣行であっ
たが、この規定により、開示項目・開示方法と文言の解釈について、従来の実務慣行が見直しされ
ることになる。
株主資本等変動計算書が計算規則第127条において新設されている。従来の利益処分案にとって
かわったものではない。資本取引により損益計算書を経由せずに純資産の部の各科目が変動する事
象が増加しているため、株主資本等変動計算書として新たな表を作成することとされた。株主資本
等変動計算書は、純資産の部の計数を変動させる取引(剰余金の配当、資本金の減少による資本準
備金の増加、自己株式の処分による剰余金の増減、準備金の減少による剰余金の増加等)、損益取
引の範疇に含まれない取引について、独立した計算書類として制度化されるものである。また、利
益処分ないし損失処理に関する議案については、「剰余金の配当」、「資本の部の係数の変動」、「役
員賞与」等他の手続に吸収するものとし、会社法上は、特に規定しないものとされる。利益処分な
いし損失処理に関する議案がこれから決議すべきものを示していたのに対して、株主資本等変動計
算書＊4は決議に基づき処理された結果を示しており、対応する事業年度も異なることから、過渡
期として混乱を招く恐れがあり、注意喚起をしておく必要がある。
注記表の新設が計算規則第128条から第144条で行われ、貸借対照表又は損益計算書の注記とさ
れていた事項は一括して「注記表」に記載することとされた。さらに注記表には、継続企業の前提、
リース、税効果等の注記まで大幅に拡大された事項を記載することとされており、ほぼ財務諸表等
規則等と同様なものとなっている。なお、公開会社＊5でない会社(会計監査人設置会社を除く)に
ついては、一部の省略が可能である。また計算書類は個別財務諸表及び連結財務諸表共に作成され
るが、計算規則第145条をもとに、個別の各計算書類のみに関してその内容を補足する重要な事項
(有価証券の明細、有形固定資産及び無形固定資産の明細、引当金の明細他)について附属明細書を
作成することになる。
計算書類作成後、内容の確定までに必要な手続について、旧商法と会社法の主な相違点は以下の
とおりである。
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旧 商 法 会 社 法
例えば商法特例法上の大会社は、定時総会の週
間前までに取締役会の承認を得た計算書類等を監
査役会並びに会計監査人に提出する必要があるた
め、仮に監査手続が早期に終了しても、週間経
過するまでは株主総会を開始できない。
監査役、会計監査人に計算書類等を提出してから
一定期間を経過しなければ定時株主総会を開催で
きないとする規程は廃止されている。
(計算関係書類の提出日を基準として定時総会の
期日が決定できることになる。しかし監査を実施
するために必要な期間が十分に確保される必要が
ある。)
監査役会設置会社においては、計算書類等を作成
した場合は、まず取締役会で承認を受けてから、
監査役会並びに会計監査人に提出する必要があ
る。
計算書類等を会社が作成し、これを監査役及び会
計監査人に提出し、双方の監査手続を終えてから、
取締役会設置会社の場合は取締役会の承認を受け
る(会社法第436条)。
大会社で、かつ有価証券報告書を作成すべき会社
(継続開示会社)について、連結計算書類の作成が
義務付けられている。
左記に加え、それ以外の会計監査人設置会社では
任意で連結計算書類の作成が可能となる。
監査役会並びに会計監査人に計算書類等が提出さ
れた後の監査手続の流れ並びに監査報告書の提出
期限について規定がある。
監査手続を経て取締役会の承認を得た計算書類及
び事業報告並びに監査報告を株主総会の招集通知
に添付し株主宛に提供することを定めている(会
社法第437条)が、監査手続の流れ並びに監査報
告書の提出期限等の詳細については定められてい
ない。なお、会計監査報告の通知期限については
法務省令で定められている。
招集通知の発送期限、通知方法については、会社法では、以下のとおり公開会社と非公開会社、
さらに取締役会設置会社と非設置会社でその発送期限が異なっている点が特徴的である。
旧商法(商法第232条) 会社法(会社法第299条)
原則総会日の週間前までに発送 原則総会日の週間前までに発送
例外譲渡制限会社では定款で週
間前までは短縮可能
例外総会日の週間前までに発送(非公開会社で書面若し
くは電磁的方法による議決権行使を認めない場合)
例外定款で定める時期まで短縮
(取締役会非設置会社で、書面若しくは電磁的方法に
よる議決権行使を認めず、かつ定款で発送期限を週
間前より短く定めた場合)
また、通知方法については、従来は書面若しくは電磁的方法によることが必要と解されていたが、
会社法では原則として書面若しくは電磁的方法によることが必要であるものの、例外的に取締役会
非設置会社で、書面若しくは電磁的方法による議決権行使を認める旨の定めがない場合、例外的に
それらによらない場合も認められる(会社法第299条)。
(2) 会計参与制度
すべての会社は、定款に規定することにより、会計参与を置くことができる(会社法第374条か
ら第380条)とされた。この制度は主として中小企業の計算書類の適正性を担保する制度として設
けられたものである。会計参与は取締役等と共同で計算書類等を作成し、株主総会において計算書
類等の作成について株主が求めた事項について、説明をする義務がある。また、株式会社とは別に
計算書類等を年間保存し、株主や会社債権者から計算書類等の閲覧を請求された場合には、開示
しなければならない。会計参与になれるのは、公認会計士(監査法人を含む)、税理士(税理士法人
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に沿ったものである。
＊ 企業会計基準適用指針号(2006年月31日改正)「株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」34項～36項他と
実質的な内容は変わらない。
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を含む)であるが、株式会社またはその子会社の取締役、監査役、執行役、会計監査人または支配
人を兼ねることはできない。会計参与は株主総会で選任され、任期や報酬等については取締役と同
様の規律に従う。また、会社・第三者に対する責任については、社外取締役と同様の規定が適用さ
れ、株主総会に対する責任については、株主代表訴訟の対象となる。なお、会計参与の氏名または
名称は、登記される。会計参与は、会計に関する有資格者として計算書類の作成の適正さを担保す
る役割が期待されている。そのため計算書類への関与の内容(会社と合意した職務事項、採用した
会計方針及び作成資料の種類や作成過程・方法等)を、会計参与報告に記載し、会計事務所等で備
置きにより株主・債権者に開示することが規定(施行規則第102条から第104条)されている。
では、この制度を具体的にどのように運用していくのか、緒についたばかりであり効果とともに
不透明である。しかしながら、財務組織が未熟なベンチャー企業や新興企業にとってはうまく活用
することが期待されるが、今後、実務慣行が積みあがっていくものと考えられる。
(3) 純資産の部における計数の変動
概要
株式会社は、いつでも、株主総会の決議によって、資本金・準備金・剰余金を変動させること
ができる。純資産の部の計数と変動とは、原則として、資本金・準備金の増加または減少、剰余
金の資本金または準備金への組入れ、任意積立金の積立てなどのすべての純資産の部の計数の変
動を指している(会社法第447条、第448条)。これらの手続は、臨時株主総会においてもできる
ようになる。会社法第447条から第451条において、資本金、準備金、剰余金間の振替のケース
が拡大された。それらの条文に対応するそれぞれの額の増加額ないし減少額の範囲が規定されて
いる＊6(資本金・準備金・剰余金の変動規定の新設、計算規則第48条から第52条)。
親会社株式及び自己株式の取得に関する規定について、子会社により親会社株式を例外的に取
得できる場合に関して、会社法第135条の規定を補足するものとして、施行規則第23条により吸
収分割、株式交換等のケースが規定されている。また、自己株式を取得する際の会社法第155条
の規定を補足するものとして施行規則第27条により無償取得、現物配当等による取得のケース
が規定されている。
会社法第141条第項にいう「一株当たり純資産額」の算定については、資本金、準備金等の
合計から自己株式等を控除した額を「基準純資産額」とし、自己株式を除く「基準株式数」等を
もとに算定する旨＊7が規定されている(注記表等の他の箇所でもこの算定方法が適用される)(施
行規則第25条)。
会社の計算等(施行規則第五章)の具体的内容に関しては、施行規則第116条により計算規則に
よるべきことが規定されている。施行規則第117条から第128条においては、会社法第435条第
項で計算書類とは別に新設された「事業報告」及びその附属明細書に記載すべき内容が規定され
ている。これは従来の営業報告書のうち計算に関連する事項を除いた部分を引き継ぐものである
が、社外取締役に関する事項、会社の支配に関する基本方針(買収防衛策等)等の広範な事項を含
んでおり大幅な改正がなされている。
今回の改正により、従来は区分されていた利益配当、中間配当、資本および準備金の減少に伴
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＊ 配当金を受領した株主側の会計処理に関しては、企業会計基準適用指針第号「その他資本剰余金の処分による配当を受け
た株主の会計処理」(2005年12月27日確定公表)による。
＊ ※取締役会設置会社が、定款で規定した場合。
※次のいずれにも該当する会社が、定款で規定した場合。
取締役会設置会社
会計監査人設置会社
監査役会設置会社または委員会設置会社
取締役の任期が、選任後年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結
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う払戻し、自己株式の有償取得が剰余金の分配として整理された。なお、分配可能額は、現行の
実質を変更することなく、最終の貸借対照表を基礎に、留保利益から自己株式の価額等及び当期
に分配した金銭等の価額を控除する方法で算定する(会社法第461条第項)。また、期中におい
て決算手続に準じた手続を行うことにより、分配可能額にその時までの期間損益を反映させるこ
ともできる。委員会等設置会社と監査役(会)設置会社とでの制度間の不均衡が是正されたもので
もある。また、会社が配当する財産は金銭に限定されず、現物配当ができることになった(同第
454条第項)。なお、会社が現物配当を行う際の株主総会の決議は、原則として特別決議でな
ければならないが、株主に金銭分配請求権(その現物の配当財産に代えて、金銭を配当＊8するこ
とを株式会社に対して請求する権利)を与える場合は普通決議でよい(同第309条項10号)。
会社法第445条第項により剰余金を配当した際には、資本準備金と利益準備金の合計が資本
金の四分の一(基準資本金額)に達するまで、準備金計上限度額(基準資本金額までの不足額)と金
銭ないし現物配当の十分の一のいずれか小さい額を準備金として計上しなければならない。資本
剰余金を源泉とした場合は資本準備金、利益剰余金を源泉とした場合は利益準備金となり、区分
して計上される(計算規則第45条、第46条剰余金の配当＊9に関する見直し)。
配当財源の種類 原 則 特 則 ※
金銭配当 普通決議
中間配当 ※ 取締役会の決議
現物配当 金銭分配請求権あり 普通決議
金銭分配請求権なし 特別決議
株式会社は、期中に決算手続に準じた手続を行うことができる(会社法第441条第項)。これ
により臨時決算日における貸借対照表および損益計算書を作成し、当該貸借対照表に基づき剰余
金を分配することができる。臨時計算書類の作成方法は法務省令に定められる。もちろん、これ
らの臨時計算書類も、監査役及び会計監査人の監査を受け、取締役会の承認が必要になる。臨時
計算書類は株主総会の承認も必要であるが、法務省令で定める要件に該当する場合は、株主総会
の承認は不要である(同第項)。
旧商法では、資本準備金と利益準備金の合計額が資本金の1/4になるまで、利益処分として支
出する金額の1/10以上、中間配当額の1/10を、利益準備金として積み立てなければならないこ
とになっていた。会社法では、準備金(資本準備金と利益準備金の総称)の金額が資本金の1/4に
なるまでは、剰余金の配当により減少する剰余金の金額の1/10を準備金として積み立てなけれ
ばならないこととなる(会社法445条第項)。なお、利益性の剰余金を配当する場合は利益性の
剰余金から、資本性の剰余金を配当する場合は資本性の剰余金から、準備金を積み立てることに
なると思われる。また、旧商法では、準備金の取崩については、その取崩額は、資本金の1/4相
当額を超える金額までという制限がついているが、会社法ではこの制限がなくなっており、全額
取り崩すことも可能である。
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分配可能額を算定するには、会社法第446条により「剰余金の額」の算定が基礎となるが、最
終事業年度末日ないし末日後(最終事業年度がない株式会社における成立の日後も含む)の剰余金
からの控除額に関する範囲がそれぞれ計算規則第181条ないし第182条で規定されている。また、
会社法第452条では株主総会の決議により従来の利益処分案等に相当する剰余金の処分(剰余金
の他科目振替)を行なう旨の規定があるが、その際の処分可能な剰余金に関する規定が計算規則
第183条にてなされている。会社法で新設された臨時決算制度(会社法第441条他)にもとづく分
配可能額(会社法第461条第項)についての算定方法に関する補足規定と臨時計算書類の損益に
ついての補足規定(計算規則第184条、第185条)が設けられている。
企業結合・事業分離関連の会計基準等が適用されるに伴い多額の「のれん」が計上されること
が想定されるため、正ののれん及び繰延資産の合計額が資本金及び準備金の合計額を超えた場合、
超過額の分の(ただしその他資本剰余金の額が上限)を分配可能額から控除することとされ
た。また、個別貸借対照表には子会社・関連会社の財務状況の悪化が反映されないため、連結計
算書類の作成が義務付けられている会社及びそのような取扱いを任意に選択した会社について
は、分配可能額から持分法投資損失を控除することとされた。いずれの取扱いも、保守主義の観
点から、配当に一定の拘束をかけるものである(分配可能額の計算にあたっての特殊な取扱い計
算規則第186条)。
役員賞与
従来、役員賞与は通常は利益処分によって支給され、この利益処分は定時株主総会の決議事項
となっていた。会社法のもとでは、利益処分または損失処理に関する議案というものがなくなり、
剰余金の配当や準備金の増減や剰余金の処分など、それぞれ個別の議案として決議されることに
なる。また役員賞与は費用として処理されることになる。したがって、役員賞与についても支給
の承認については単独の議案として、株主総会の決議で定められることになる(会社法第361条
第項)。なお、委員会設置会社においては従来どおり、報酬委員会で決定される。
役員賞与の会計処理については指摘しておかなければならない点がある。借方は人件費として
処理することについては異論がでない。貸方は負債であるが開示の科目について様々な方法が考
えられる。具体的には引当金・未払費用・未払金である。貸方の性質は一意に決まらず、決算処
理で計上したあとで株主総会の議案として決定するため、決算上はあくまで見込み・見積もりの
世界である。株主にとっても重要な事項であるので注目度が高いが、今後実務の慣行が積み上がっ
ていくことになると思われる。
(4) 決算公告とその省略及びその他関連する事項
決算公告
旧商法と同様に、会社法でも会社の規模、機関構成に関わらず決算公告の義務があると定めて
いる(会社法第440条第項)。ただし、損益計算書またはその要旨の公告が必要なのは大会社に
限定されるとともに、EDINET等で有価証券報告書を継続的に開示している会社については、
すでに計算書類の内容が開示されているため、重ねて決算公告を行うことは不要とされた(同第
項)。なお、株式会社の公告方法は、定款の絶対的記載事項から任意的記載事項に変更された。
記載しなかった場合は官報に掲載する方法が公告方法となる。また施行規則第94条、第133条第
項、計算規則第161条第項、第162条第項では、株主総会参考書類、事業報告、個別注記
表および連結計算書類に関するWEB開示制度が新たにもりこまれた。計算規則第161条、第162
条においては、定時株主総会に際して株主に提供する計算書類に関して、注記事項の一部省略等
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＊10 連結子会社における親会社株式の会計処理及び自己株式の取得に伴う会計処理等については、企業会計基準第号「自己株
式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第号「自己株式及び準備金の額の減少等に関す
る会計基準の適用指針」(いずれも2005年12月27日に改正版が確定公表)に基づくことになる。
＊11 企業会計基準第号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第号「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(いずれも2005年12月日公表)及び企業会計基準第号「自己株式及び
準備金の額の減少等に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計
基準の適用指針」(いずれも2005年12月27日に改正版が確定公表)
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の形式及び範囲等が規定され、計算規則第164条から第176条においては計算書類の公告(貸借対
照表、損益計算書等の要旨に記載すべき科目)の内容等が規定されている。
会計の原則と会計帳簿
旧商法では株式会社を含むすべての商人に対し、「商業帳簿の作成に関する規程の解釈につい
ては公正なる会計慣行を斟酌すべし」と規定されていた。これは現在も置かれているが、会社法
は株式会社に対し新たな包括規定を設け、「株式会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企
業会計の慣行に従うものとする」と規定した(会社法第431条)。
株式会社は法務省令で定めるところにより、適時に、正確な会計帳簿を作成する義務を負い、
その会計帳簿閉鎖時から10年間、当該会計帳簿とその事業に関する重要な資料を保存しなけれ
ばならないとされる(会社法第432条)。裁判所は当事者の申し立てにより、または職権で、訴訟
当事者に対して、会計帳簿の全部または一部の提出を命ずることができるとされ(同第434条)、
訴訟上の証拠として活用されることが予定されている。これは、旧商法の規定をそのまま会社法
に移したものと捉えることができる。
子会社による親会社株式取得と子会社の概念
旧商法では、子会社とは、株式会社に総株主・総社員の議決権の50超を保有されている株
式会社とされていた。親会社及び子会社については、旧商法では形式基準(議決権の過半数)が採
られているが、「財務及び事業の方針の決定をしている場合」という実質的支配関係の有無によ
る実質基準を用いることとなった。緊密な者や同意している者に関する規定、親会社及び子会社
に法人格を有しない組合等も含める規定もされており、現行の財務諸表等規則第条第項及び
第項の規定とほぼ同一の内容に改正されている。会社法ではこれに加え、親会社が経営を支配
している法人も含まれることになった(会社法第条第項)。これにより、金融商品取引法上の
子会社の範囲と一致することになる。会社法においても、原則として親会社株式を取得すること
ができないが、以下の場合例外として取得が認められることになった。
(a) 事業全部の譲受けにより譲り受ける場合
(b) 合併により消滅する会社から承継する場合
(c) 会社分割により承継する場合
(d) 三角合併や三角株式交換を行う場合
なお、これらの場合には、子会社は、相当の時期に、その取得した親会社株式を処分＊10しな
ければならない。また特別目的会社に関して、子会社に該当しない場合の要件に関しても現行の
財務諸表等規則第条第項の規定とほぼ同一の内容が規定されている。旧商法では、相互保有
株式について、総株主・総社員の議決権の分の超を保有されている株式会社・有限会社が保
有する株式について議決権がないとされていたが、その範囲が少し広げられ、総株主・総社員の
議決権の分の以上を保有されている株式会社と経営を実質的に支配されることが可能な関係
にある法人が保有する株式について議決権がないとされた。自己株式、評価・換算差額等及び新
株予約権に関する包括規定が新設(計算規則第47条、第85条、第86条)され＊11、純資産の部のそ
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＊12 関連する企業会計基準及び適用指針
企業結合に係る会計基準(企業会計審議会2003年10月31日)
事業分離等に関する会計基準(企業会計基準第7号2005年12月27日)(企業会計基準委員会)
企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針(企業会計基準適用指針第10号2005年12月27日)(企業会計基
準委員会)
＊13 関連する会社法の規定(存続会社が株式会社の場合のみ記載した。)
合併(吸収合併第748条～第750条、新設合併第753条～第754条他)
会社分割(吸収分割第757条～第759条、新設分割第762条～第764条他)
株式交換(第767条～第769条他)
株式移転(第772条～第774条他)
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れぞれの科目に関して、包括的な規定が置かれている。
旧商法施行規則では資産種類毎に評価基準を記載していたが、本規則では、原則は取得原価基
準であることを明示し、強制評価減ないしは減損による処理、低価法並びに時価評価についても
包括的に定めており、記載の仕方も大幅に変更されている(計算規則第条における資産の評価
規定の見直し)。
(5) 組織再編
概要
会社法第467条等に規定されている「事業の譲渡等」では、重要な一部の譲渡にあたらない等
の場合には株主総会の承認が不要となるが、その際に基準となる総資産額ないし純資産額に関し
て、資本金・準備金等の合計から自己株式等を減じた額とする旨の規定がなされている(計算規
則第134条から第138条)。
企業結合・事業分離の会計基準等に対し、「会社法の規定があるべき会計の妨げとなることを
避けるべく、これに適合する取扱いが可能となる規定を用意する必要がある。」との理由から、
それらに沿った内容で株主資本が算定される。その他、会社法で導入された取得請求権付株式、
取得条項付株式、全部取得条項付種類株式、取得条項付新株予約権等のみならず公募増資、新株
予約権の行使、単元未満株式売渡請求等の従来からあるものに関しても規定がなされている＊12
(企業結合・事業分離の会計基準に沿った株主資本の算定規定、計算規則第58条から第69条)。
計算規則第条において、会社法の規定における組織再編行為に関する省令委任事項を定めて
いる旨を規定し、計算規則第条において用語の定義をしている。定義の内容は会計基準等の定
義とほぼ同様である。なお、会社法で新設された持分会社(合名会社、合資会社、合同会社)に関
する規定及び株式会社ないし持分会社間での組織変更に関する会社法規定に関連する規則も含ま
れている＊13。
組織再編行為に係る会社の計算規定
計算規則第二章、第三章において計算に関する規定が置かれている。会計基準に関連する組織
再編行為は、「吸収合併」(第58条から第62条)、「吸収分割」(第63条から第67条)、「株式交換」
(第68条、第69条)、「新設合併」(第21条から第23条)、「新設分割」(第24条から第26条)、「株式
移転」(第27条、第28条)並びに「事業の譲渡及び譲受け」(第29条)であり、その他に「持分会
社の特則」(第70条)及び「組織変更」(第56条、第57条)についても規定されている。規定の仕
方は各再編行為に共通しており、独立した節を分けて「のれん」の計上の可否及び合併存続会社
等において計上される資本金他の「純資産」の算定に関する計算の規定がされている。
また、用語の解釈及び規定の適用に際しては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準そ
の他の会計慣行を斟酌しなければならないことが明示されている。この規定は、企業再編に関す
る会計基準等における処理方法の区分に従い、「取得」、「持分の結合」及び「共通支配下の取引」
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＊14 ＊12、＊13参照のこと
公認会計士からみた会社法の会計監査実務 (古田清和)
の区分に応じて、パーチェス法・プーリング法その他の適当な方法により資本金等の計上を行な
う＊14こととされた。
再編対象財産を時価で測定する場合、対象純資産額が対価簿価未満あるいは以上である場合等
には資産又は負債として「のれん」の計上が認められる(計算規則第11条他)。一方、再編対象
財産に帳簿価額を付すべき場合等には一定の例外を除いて「のれん」の計上が禁止される(計算
規則第条他)。規定の文言上は上記のような区分をしているが、実質的な内容は会計基準等に
従い「取得」、「持分の結合」及び「共通支配下の取引」のいずれに該当するかを判断することに
なる。具体的に「のれん」は無形固定資産に属するものとされ、「負ののれん」は固定負債に属
するものとされた(計算規則第106条第項第号、第107条第項第号)。企業再編後の存続
会社等において、資本金、資本準備金、その他資本剰余金、利益準備金、その他利益剰余金の増
加額ないしは引継額の算定方法を如何にすべきかに関して再編行為ごとに規定がされている(計
算規則第二編第三章)。これも規定の適用に際しては、実質的な内容は会計基準等に従い「取得」、
「持分の結合」及び「共通支配下の取引」のいずれに該当するかを判断することになる。
□ 内部統制
(1) 内部統制システム構築に関する決定・開示
法令遵守の確保については、会社法では、委員会設置会社だけではなく、大会社についても、取
締役の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制構築と会社の業務の適正性を確
保するための体制構築に関する基本方針いわゆる内部統制の構築が定められた(会社法第348条第
項第号、第項、第362条第項第号)。旧商法においては内部統制システムの構築に関す
る決定は委員会設置会社に限り義務付けられていたが、今回、大会社についても拡大された。その
根本的な内容は次のようになる。
(a) 内部統制システムの構築の基本方針について、取締役会が設置された株式会社においては取
締役の専決事項とすること、決議の概要を事業報告の記載事項とすることが義務付けられて
いる。
(b) 大会社については、内部統制システムの構築の基本方針の決定を義務付けること
株式会社の業務の適正を確保する体制に関する法務省令案は会社法施行規則第四章機関に吸収さ
れている(施行規則第98条、第100条、第112条)。ここでは、会社法の規定により委任された株式
会社の業務の適正を確保する体制の整備に関する下記の事項等について、必要な事項を定めるもの
である。
(a) 体制の整備に際しての取締役の責務
(b) 各会社において決議等の対象となる体制の内容
(c) 事業報告における開示
(d) 業務の適正を確保するための体制に関する監査役等による監査
本規則については、自由民主党企業統治に関する委員会においても、「実効性ある内部統制シス
テム等に関する提言」として次の提言「内部統制システム等の構築及び開示の重要性を踏まえ、各
企業が会社法に基づき内部統制システム構築の基本方針を決議した場合には、その概要について、
会社法上の事業報告において適切に開示するべきことになる。」がなされている。株主会社の業務
66
＊15 日本公認会計士政治連盟 せいれんニュース第331号2004年月31日
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の適正を確保する体制(施行規則第100条)について、取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理
に関する体制、損失の危機管理に関する規定等の体制など、内部統制に関する事項を定めるととも
に、事業報告に記載することを求めている(施行規則第118条)。内部統制システムの整備に関する
決定または決議を行った場合には、その決定または決議の内容を事業報告に記載することが求めら
れ(施行規則第118条号)監査役はこの記載された内容に監査を行うことになる。
□ 会社法における監査実務
(1) 会計監査人の役割と責任
会計監査人の設置について公開会社であるか否かを問わず、大会社は会計監査人を置かなければ
ならない(会社法第327条第項、第328条)。また、大会社以外の株式会社も、その規模の大小を
問わず、定款の定めにより、会計監査人を置くことができる(会社法第326条第項)。ただし、会
計監査人を選任する場合には、委員会設置会社を除き、監査役または監査役会を置かなければなら
ない(会社法第327条第項)。よって連結計算書類作成会社の完全子会社であっても大会社にあた
る限り、会計監査人の設置＊15が必要となる。
会計監査人の報酬については、会計監査人の報酬等を定める場合には、監査役(監査役が2人以
上の場合には、その過半数)の同意を得なければならない(会社法第399条第項)。監査役会設置
会社の場合は監査役会、委員会設置会社では監査委員会の同意が必要である(同399条第項第
項)。
会計監査人を設置した会社は、会計監査人を設置した旨およびその会計監査人の氏名または名称
を登記＊16しなければならない(会社法第911条第項第19号)。
会計監査人による不適正意見等があった場合の決算公告については、会計監査人が不適正意見を
述べた場合または監査のために必要な調査をすることができなかった旨を述べた場合には、その旨
を決算広告等において明示しなければならないものと計算規則176条に定められている(会社法第
440条第項)。
会計監査人の欠格事由を緩和し、公認会計士法に基づき監査を行うことができない場合以外には、
「会社の子会社若しくはその取締役、会計参与、監査役若しくは執行役から公認会計士若しくは監
査法人の業務以外の業務により継続的な報酬を受けている者またはその配偶者」及び「監査法人で
その社員の半数以上が前者に該当するものであるものの場合」にのみ、会計監査人となることがで
きないものとされた(会社法第337条第項)。
旧商法では、監査法人の社員のうちに業務停止処分を受け、その停止の期間を経過しない者がい
る場合は、その監査法人は会計監査人となることができないものとされていたが、この欠格事由は、
多数の公認会計士の社員が存在する大規模な監査法人において酷であると考えられたため、削除さ
れた。
会計監査人の会社に対する責任は、株主代表訴訟の対象とされた(会社法第847条第1項)。また、
社外取締役と同様の責任の一部免除または事前の責任限定が認められる(同第425条から427条)。
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(2) 会計監査人監査の実務
会計監査人設置会社における監査の全体の流れは旧制度とほぼ同じであるといえるが、監査役の
会計監査における役割は、会計監査人の職務執行の監査という点に重点が置かれる。会計監査人設
置会社の監査役の監査報告の内容もこの考え方が反映される(会計監査人と監査役の監査権限、計
算規則第155条)。
会計監査人は事業報告の監査を行なわない＊17(会社法第436条第項)ため事業報告の監査主体
は監査役(会)に移ることになる。ここでは先の内部統制システムについての決議事項の状況も開示
されることから、監査役がどのように監査を実施しているのか外部の利害関係者から見て問題にな
る点である。
会計監査人の監査報告(計算規則第154条関係)については＊18以下のようになっている。
監査の方法・内容
計算関係書類の適正性に関する意見
適正性の意見を表明しない場合にはその旨およびその理由
追記情報 継続企業の前提に関する事項が追加
監査報告書作成日
会社法第396条第項の書類に対し同第398条第項で上記に規定する書類が法定又は定款に適
合するかどうかについて意見表明することになる。しかし従来商法のもとでは、監査意見として適
法性の表明であったが、今回会社法においては金融商品取引法と同様に適正性の意見表明＊19がな
されることに変わっている。この適法性から適正性への変化に対する理論的な解明はなされていない。
取締役会は計算書類等(会社法第436条第項)を承認することもしないこともできる。承認する
場合は会社法第439条を受け定時株主総会で承認が必要(同第438条第項)となる。承認しない場
合は公告時に会計監査報告に不適正意見がある旨の記載が必要になる(会計監査人の監査報告にお
ける不適正意見、計算規則第176条第項)。
会計監査報告の通知期限(計算規則第158条)は次に掲げる日のいずれか遅い日(計算書類の全部
を受領した日から週間を経過勘定した日・計算書類の附属明細書を受領した日から週間・特定
取締役・特定監査役及び会計監査人の間で合意により定めた日がある場合はその日)となる。現在
の決算開示の早期化により、実務的には、計算書類・附属明細書は同一日付・同一の監査報告でな
されている。そこでは通知期限が経過しても計算書類が会計監査を受けたとみなされることを防止
するためや通知期限を延長することを目的とする。旧商法の大会社または委員会設置会社と同じ監
査期間が必要になる。また通知期限を短縮することはできない。決算開示について取引所において
連単同時が主流となっているため、監査報告を個別の計算書類と同一日にするか別の後日にするか
分かれるところである。これは企業の開示能力と監査体制次第といえる。
連結計算書類の場合は、連結計算書類の全部を受領した日から週間または特定取締役・特定監
査役・会計監査人で合意した日であるが、合意により週間を経過しなくとも、会計監査報告の通
知期限を早くすることができる。
会計監査人の不適正意見があった場合、株主に会計監査報告が提供される際にその旨が開示され
る。(会社法第437条、計算規則第161条第項第号ロ)
過年度の計算書類に表示すべき事項としての遡及的な変更を前提とした規定が設けられている。
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当期の決算手続きの問題であり過去の確定手続きとは無関係のものと考える。また株主に提供され
る計算書類は原則として単年度であるが、過年度の計算書類に関する情報(過年度事項の遡及修正
として当事業年度より前の事業年度の貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書に表示して
いないもの)(会社法第436条、計算規則第154条第項、計算規則第161条第項)もあわせて提供
できるものとした。例えば会計方針の変更その他正当な理由により、当事業年度より前の事業年度
に係る定時株主総会において承認又は報告したものと異なるものに修正される場合である。
実務的には、どのように修正するかが極めて重要な問題となる。原則的には期首の剰余金に金額
を修正することにすべきと考えるが、過年度の財務諸表まで改めて修正する場合も考えられる。こ
の場合に、当年度の監査報告書において過年度分について当事業年度の計算書類が修正前の過年度
事項を前提として作成されている場合には、当該修正事項についても監査を実施することが求めら
れている。どのように取り扱うか議論が分かれるところである。
□ おわりに
上記のように、平成19年月期の会社法に基づく財務諸表や監査報告は、従来に比べて多くの改
正点があるため処理の正確性はもちろんのこと、迅速性も要求され、さらに金融商品取引法の施行も
控えており、実務担当者にとっては苦難の道が予想される。しかしながらより透明性・信頼性を高め
効率性を具現していくためには、避けて通れない問題であり関係各位の努力が実務的に積みあがって
いくものと考えられる。
参考文献
1) 新会社法対応 財務諸表の読み方・見方 古田清和著 商事法務 2006年月
2) 会社法入門 神田秀樹著 岩波新書 2006年月
3) JICPAジャーナル 2006年月号
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出欠の個人認証と授業評価の匿名性を両立する
出欠評価収集システム
甲南大学会計大学院 教授  川 歩
□ 研究背景および目的
(1) 研究背景
第者機関による大学評価の項目のつとして厳格な成績評価の実施や学生による授業評価の実
施が挙げられている。したがって成績評価の基礎データのつである出欠情報の適切な収集・管理、
また授業評価の適切な実施がすべての授業で重要となってきている。
(2) 代返、代筆によるなりすましの問題
学生に対するアンケート調査でよく目にするのが、代返・代筆(以下、代返)と呼ばれるなりすま
し行為を取り締まって欲しいという意見である。代返を放置することは、まじめに出席している学
生の学習意欲を低減させるなどの学習モラルの低下、教員への信頼の低下など、いろいろな問題を
引き起こす可能性がある。
(3) 出欠確認の教員の負担
教員側としても、代返を防止するために呼称や挙手、あるいは出席票の手渡し手回収などのいろ
いろな工夫を行っている。しかし受講者数が多くなると、本分である講義の時間を圧迫することに
なり自ら限界が見えてくる。したがって代返を防ぎ、かつ教員の負担を軽減するシステムの導入が
不可欠である。
(4) 授業評価に関する問題点
また授業改善、いわゆるFDに学生による授業評価を利用するためには、受講していない学生の
いたずらによる回答や同一学生の複数回回答が含まれていないこと、無記名化し成績評価に関わる
バイアスが含まれていないことが保証されていなければならない。しかし、有効な回答のチェック
と回答の匿名化は相反する要求であり、実現には工夫が必要である。また授業評価の形態は学期末
に一度だけ実施する方式が採用されていることが多い。しかし、この形態では現在受講している学
生への改善を行うことができないため、毎回実施することが望ましい。その反面、回数を増やすこ
とは集計に費やす時間が多くなり実施する教員の側の負担となる。したがって、負担を増加させず
に実施する方法が必要である。
(5) 改善の方針
出欠確認のための個人認証については、既にe-learningのシステムではIDとパスワードを用いた
受講者の認証が行われている。しかしこの方式では、本来は無記名回答が好ましい授業評価につい
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ても記名回答を強いていることになる。システムが導入されていない場合、出欠管理と授業評価だ
けにこれらのシステムを導入するのはコスト的に見合わない。また磁気情報やICカード化した学
生証で出席を管理するシステムも存在する。しかしこの方式では、授業評価の管理が行えない。そ
こで本稿では、学生の心理をうまく利用することで、電子メールやWWWなどの既存の技術を組
合せて、不正や結果の歪みの少ない出欠・授業評価収集システムを構築する。
(6) 本稿の目的
本稿の目的は、代返・代筆をできるだけ排除し、同時に有効な授業評価を匿名で収集するための
システムを構築することである。まず出欠の認証で代返を抑止するために有効な方法をアンケート
調査により抽出する。次に授業評価の記名、無記名に関連した学生の意識をアンケート調査により
明らかにする。そしてこれらのアンケート結果をもとに、電子メールとWWWを用いた出欠の認
証、および個人認証を陽に行わない授業評価収集システムの処理手順を提案する。
□ 代返抑止のための有効な認証方法
(1) 個人認証システムに関するアンケート調査
調査目的
本稿で扱うシステムでは、出欠確認と授業評価の収集を対象としている。仮に出欠確認専用の
IDとパスワードを受講者に与えた場合、友人に教えて代返を依頼することは容易に想像できる。
そのため授業用のパソコンシステムへのログインパスワードや電子メールのパスワードを出欠の
個人認証に利用することを検討する。つまり代返のためにこれらのパスワードを教えることで、
ファイルやメールなどの個人的な情報を代返者に盗み見られるリスクを与えて、代返を抑止しよ
うとするものである。本稿ではまず、アンケート調査を実施して、個人認証による代返抑止効果
の確認、およびログインパスワードとメールパスワードの間での抑止効果の比較を行う。
調査項目
パソコンを用いた出欠収集が実施されたときの、個人認証の方法の有効性、代返の抑止効果な
どを調査するため、設問に先立ち以下の説明文を示し、前提条件を明確にした。
『パソコンを使って出欠を確認する方法が取り入れられたとします。この方法では、出席を確
認するために「パソコンへのログインのパスワード」か「電子メールのパスワード」の「どちら
か一方」を入力する必要があるとします。そのため代返を頼むときには、あなたのどちらかのパ
スワードを教えないといけません。もしログインのパスワードを教えると、その人が勝手にあな
たのファイル(例えばレポート)を読む可能性があります。またメールのパスワードを教えると、
その人が勝手にあなた宛のメール(講義以外の個人的なメールもすべて)を読む可能性がありま
す。教員の側ではパスワードで確認するほかは手がないため、幸い代返してもそれが見つかる可
能性はほとんどありません。』
アンケート項目は次の項目である。ただし項目とは項目の回答によりいずれか一方が
回答されるため、実質は項目である。各項目とももっとも該当する選択肢をつ選択させた。
項目個人認証システム導入後の代返の依頼｛依頼(項目へ)／依頼せず(項目へ)｝
項目教えるパスワードの種別｛ログイン／メール／どちらでもよい｝
項目代返を頼まない理由｛代返が嫌い／ファイルの盗み見／メールの盗み見｝
項目どうしても代返が不可避な場合に教えるパスワードの種別｛ログイン／メール／諦める｝
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項目パソコンの利用レベル｛初級／中級／上級｝
実施方法および被験者
アンケートは各項目の質問と選択肢を印刷した回答用紙を用いて実施した。被験者は神戸市内
の女子大生であった。記入漏れ、複数回答を除いた有効回答数は126であった。
(2) 調査結果と有効な認証方法
集計結果
項目の代返の依頼と項目のどうしても代返が不可欠な場合に教えるパスワード種別の間で
クロス集計を行った。その結果を表に示した。また項目およびの度数をそれぞれ表と
表に示した。
表 項目1-4代返に関するアンケートのクロス集計結果(単位名)
項目緊急時代返依頼手段 合 計ログイン メール 諦める
項目 依頼　　 30 17 0 47
代返依頼 依頼せず 47 17 15 79
合 計 77 34 15 126
表 項目2代返依頼時に教えるパスワードの種別(単位名)
ログイン メール どちらでも 合 計
22 14 11 47
表 項目3代返を依頼しない理由(単位名)
代返嫌い ファイル盗み見 メール盗み見 合 計
45 16 18 79
パスワード利用による代返抑止効果
表からパスワードによる個人認証を導入することで、79名(63)が代返を頼まないと回答
していることがわかる。特に15名はどうしても代返が不可避な場合(例えば、単位が取得できな
くなるなど)であっても諦めると回答している。このことからパスワードを利用した出欠の確認
方法は代返の抑止に一定の効果を持つと期待できる。
ログインとメールパスワードの効果の比較
表の代返依頼時に教えるパスワードの種別と表の通常時に代返を依頼しない理由の結果か
らは、メールパスワードとログインパスワードの間には顕著な差は認められない。他方、表の
緊急時の代返依頼手段の結果は、メールパスワード(34名)よりもログインパスワード(77名)を
教えると回答する傾向があることを示唆する。今回のアンケートの条件設定として、ログインパ
スワードを教えるとレポートなどが代返を頼んだ人に見られる可能性があることと、メールパス
ワードを教えると個人宛のメールが盗み見られる可能性があることを付記している。つまりこの
結果は、学生にとってはレポートのファイルを見られることには大きな抵抗はないが、個人的な
メールを盗み見られることには抵抗を感じていることを示唆する。
効果の高い個人認証の方式
以上の結果から、何らかの形でメールパスワードを認証に使うようにすることが代返の抑止に
有効と考えられる。例えば認証の過程でメールを使って情報を送信し、そのメールを読まなけれ
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ば出席確認の操作が完了できないようにすることが考えられる。またファイルシステムとメール
のパスワードが同一の場合は、更に抑止効果が高まることが期待される。
□ 授業評価の匿名性
(1) 授業評価の匿名性に関するアンケート調査
調査目的
言うまでもなく学生による授業評価は授業をよりよいものに改善することが目的である。その
前提としては、学生がその授業に対して思ったことを自由に評価、記述できることが保証されな
ければならない。更にその意見をもとに授業改善を行うためには、その講義を受講している有回
答資格者が一度だけ回答していることが保証されなければならない。しかし一般にこのつの要
求は相反する。前者は、成績評価への影響を懸念して回答にバイアスが加わることを防ぐために
匿名化することを要求している。一方後者は、回答者の履歴を記録するために記名化することを
要求している。もちろん、記名回答であってもバイアスが加わらない評価が得られるのであれば
全く問題はない。そのためには回答者である学生が記名回答をどのように考えているのかを明ら
かにする必要がある。そこで以下に示すアンケート調査を行い、授業評価に関する記名回答に関
する学生の意識と記名化の影響を明らかにする。
調査項目
現状無記名で実施されている授業評価への回答姿勢と記名化された場合の回答姿勢を調査する
ために次の項目について回答を求めた。ただし項目は項目の内容により回答の要不要の別
が異なる。
項目授業評価への回答態度｛本音回答(項目へ)／教員・授業により変化／本音回答せず｝
項目本音を回答しない理由｛成績評価への影響／非反映／回答が面倒／なんとなく／その他｝
項目記名化について｛記名がよい／どちらでもかまわない／無記名がよい｝
項目記名化された場合の回答態度｛記名で本音を回答／記名だが本音回答せず／無記名で
回答｝
実験方法および被験者
アンケートは上記の項目を印刷した質問紙を配付して記入後に回収する方式と、全く同じ質問
項目をHTMLのform要素を用いてブラウザから回答する形式の種で実施した。回答方法の違
いによる差異は認められなかったので、以後の解析では区別しない。被験者は章の調査と同じ
神戸市内の女子大生であった。記入漏れや相反する選択肢への複数回答を除いた有効回答数は
149であった。なお各項目とも項目につき回答が原則であるが、複数回答であっても意味が
ある場合は集計に含めた。
(2) 調査結果と記名化の影響
集計結果
表から表は項目からのそれぞれの集計結果を示したものである。
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表 項目1無記名時の授業評価への回答姿勢(単位名)
本音を回答 教員・授業により変化 本音を回答せず 合 計
109 34 6 149
表 項目2本音を回答しない場合がある理由(単位名)
成績評価への影響 回答の非反映 回答が面倒 なんとなく その他 合 計
5 13 10 16 1 45
表 項目3記名化に対する賛否(単位名)
記名がよい どちらでもかまわない 無記名がよい 合 計
1 58 90 149
表 項目4記名化された場合の授業評価への回答態度(単位名)
記名で本音を回答 記名だが本音を回答せず 無記名で回答 合計
60 64 25 149
記名化の影響
まず表から、無記名で半期に回実施している授業評価アンケートでは有効回答者の73
の109名が本音で回答を行っていることがわかる。これに対して、項目記名化の賛否の表
を見ると、記名化に積極的に賛同する回答は名のみであるのに対し、無記名を支持する回答は
有効回答者の60に当たる90名であった。また項目記名化された場合の回答姿勢の表か
らは、記名化された場合も本音を回答するという回答は60名に留まり、逆に記名で本音を回答
しないという回答は64名となり、項目の結果と大きく変化している。また記名化された場合
も無記名で回答すると回答した者も25名いることがわかる。これらの結果は、例えば現在e-
learningなどで組み込まれている個人認証をした状態で行われている授業評価のアンケートで
は、受講者の授業に対する本音が回答されていない可能性があることを示唆する。常に個人認証
されているため、項目で無記名回答と回答した者も本音を回答しない可能性もあり、約割が
本音ではない授業評価を行う可能性もある。調査を行った特定の大学の結果ではあるが、今回の
結果を見るかぎり、学生の授業に対する本音を聞きだしたいと思うならば、無記名化することは
不可欠である。
□ 提案する出欠授業評価収集システム
(1) 構築するシステムの基本構成と特徴
出欠収集システムの認証方法
章の結果より出欠の個人認証に電子メールのパスワードを利用することが代返防止の効果が
期待できることが明らかになった。この方式をシステム化する際にもちろん、パスワードのデー
タベースとリンクさせて認証させる方法も考えられる。しかし前述の方式はセキュリティ上の問
題も大きいため、ここでは出欠システムからの電子メールを開封し、その内容に従った操作する
必然性を課すことで電子メールパスワードを間接的に利用する方式を採用する。本稿ではメール
で指示する内容として、出欠確認ページのURLを採用する。つまり出欠確認ページのURLを毎
回異なったものとすることで、指示の電子メールを開封しなければ出席操作が行えないようにす
ることで実現する。
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授業評価の匿名性と回答者の認証
章の結果より授業評価は無記名回答で実施することが好ましいことが明らかになった。一方
無記名にした場合には、評価の資格のない学生のいたずらが混入する可能性や、あるいは同一学
生が誤ってあるいは故意に複数回答する可能性がある。FDの基礎データとして役立てるために
は、本音を引き出すことも重要であるが、データの正しさも重要である。後者に対しては、当該
講義を受講する人の受講者が回だけ回答していることが保証されなければならない。これは
回答者の履歴を追跡することを意味し、記名化を要求していることになる。つまり提案するシス
テムは匿名化と記名化というつの反する要求を同時に充足する必要がある。したがって、完全
無記名ではなくて、回答する学生には無記名に見えるようにする工夫が必要である。またマーク
シートを利用する方法は受講者数、授業数が多くなると処理のための負担が大きくなる。そのた
め本稿では発生源入力となるWWWを利用して前述の匿名化を実現する方法を提案する。
匿名化と回答者認証のための工夫
先にも説明したように、ここでは正当な回答者のみを回答させることと同一個人の複数回答を
検出することが必要となる。まず前者については、出欠確認システムの認証結果を利用する。出
欠確認が終了した時点で、例えば電子メールでその日の授業評価を入力するページのURLを送
信すれば、正当な受講者以外のいたずら回答を除くことができる。また後者については、ブラウ
ザのセッション情報を用いて回答者の識別を行う方法や、あるいは電子メールのユーザ名を暗号
化して送信するURLに引数として付け加えておく方法などで既回答の判断が行える。なお
Cookieを利用する方法も考えられるが、Cookie非対応の端末もあるためここでは利用しない。
匿名化の問題点とその改善
上述のような提案システムの構想を発表した際に、回答者の認証を行うことで回答者の識別が
可能となり、学生に匿名と称してその実回答者を特定する可能性があるのではないかという意見
があった 1)。教員のモラルで対処すると回答したが、システムレベルでの対処も必要であること
は変わりない。そこでその対策として次のような認証方法を提案する。第点は、授業評価の回
答者の認証にハッシュ関数で暗号化したダイジェスト値(ハッシュ値)を利用する。例えばハッ
シュ関数の一つであるMD52)などは一方向関数、つまり計算結果から元の値が簡単には復元で
きない関数である。そのため出欠の認証の際に計算されたダイジェスト値を保存しておき、授業
評価の回答時にダイジェスト値を比較することで認証を行えば、有資格者であることが確認でき
る。しかしダイジェスト値を計算するのに用いる文字列が既知であれば、例えば全受講者のメー
ルアドレスについてダイジェスト値を計算すれば個人特定が可能となってしまう。そこで第点
として、出欠の確認時に学生に任意の文字列を入力してもらい、それを用いてダイジェスト値を
計算する。
MD5を用いた例
上述の認証法を実例により説明する。ダイジェスト値を求める元の文字列として、次のような
ものを採用する。
メールアドレス＋科目コード＋授業実施年月日＋任意の文字列(桁)
例えば、メールアドレス「mb651080＠center.konan-u.ac.jp」、科目コード「957010-1」、授業
実施年月日「2006年12月14日」、任意の文字列「1234」の場合次のようになる。
mb651080＠center.konan-u.ac.jp957010-1200612141234
この文字列について、MD5によりダイジェスト値を求めると
11ea9bdcf5cb3a0b2e73f77725da56e8
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となる。任意の文字列を「1235」とした文字列
mb651080＠center.konan-u.ac.jp957010-1200612141235
について、ダイジェスト値を計算すると
59c72cef52ceed1048328ce06376af45
となり、まったく異なることがわかる。したがって、回答者を特定しようとする悪意を持った教
員がいても、回答者を特定することは事実上困難である。
(2) 提案システムの実現化の一例
システムの処理の流れ
図は前項で述べた出欠、授業評価収集システムでの処理の流れの一例である。まず章で触
れたメールパスワードを利用した代返の抑止は、出席確定ページのURLを電子メールで通知す
ることで実現する。このURLは固定とせずシステムが毎回作成する。文献の手法ではシステ
ムが桁の乱数を作成する手法を採用していたが 3)、講義数が多くなると重複する可能性がある。
そこでその対策として、科目コードと授業実施年月日からハッシュ関数のMD5によりダイジェ
スト値を算出し、それを利用する(例では5005647ea21fcbd078c5e5eb6e0eb4e0.jsp)。また教員
による授業評価の個人特定を回避するために、任意の桁の文字列を入力させる。そしてMD5
によりダイジェスト値を求める。それをダイジェスト値の格納用データベース(例では
5005647ea21fcbd078c5e5eb6e0eb4e0.txt)に保存する。また授業評価の収集は、章で触れたよ
うに、出席確認完了後にメールにて当該ページのURLとキーフレーズ(上述のダイジェスト値)
を送信する方式とする。評価のポストの際にキーフレーズをデータベースで検索し、出席してい
ることを確認する。そして授業評価終了後はダイジェスト値のデータベースの回答済フラグを
ONにし、複数回答を回避する。なお授業評価データ(例では957010-120061214.txt)、出欠デー
タ(図では記載を省略している)はダイジェスト値のデータと別個に保存処理することで、デー
タベース間の連携を取ることが可能な情報を記録しないようにして、個人の追跡を不可能にして
いる。また多くのメールクライアントではメール本文中のURLのハイパーリンクが有効となっ
ているため、わざわざURLをリタイプする必要もない。
提案システムの限界
残念ながら、上述の処理だけでは代返は完全に防ぐことはできない。WWWサーバへのアク
セスを講義利用端末に限定し、講義室外から出席だけ行うことを阻止すること、またブラウザの
セッション情報を利用して出席確認と確定が同一の端末から行われていることを確認する必要が
ある。
□ むすび
本稿では電子メールとWWWを組合せることで、代返をできるだけ抑止し、授業評価を適切に収
集可能なシステムを提案した。高価なシステムを導入することなく、実現可能である点では当初の目
的を満足しているが、学生の心理を利用したシステムであるため代返を完全に防ぐことはできない点
は留意してほしい。またここで提案したシステムは、いわゆる情報端末室のように学生人に台の
端末が利用可能な環境を前提としている。しかし、実際にこのようなシステムが必要とされているの
は、大人数の学生が受講する一般講義室であると思われる。そのような環境に対応するためには、例
えば携帯電話を活用可能なようにシステムを変更することもつの方法であると思われる。特に携帯
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電話のメール送受信を利用することで、代返は減らすことができると思われる。その反面、講義室外
で出席確認の操作が容易に行えてしまう点は問題である。そのため、例えば二次元バーコード(いわ
ゆるQRコード 4)で出欠確認のサーバへのアクセス情報を記述し、それを講義室で配布する資料に印
刷するなどの方法が考えられる。このようなより多彩で広範な環境への対応については今後の課題と
したい。
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租税法の巻
鈴 木 基 史
所得(もうけ)に対して課税する税金に、「所得税」と「法人税」があります。一方は
個人、他方は法人にかかる税金ですが、このつで税収全体の約割を占めています。
さて、ともに所得課税の税金ですが、両者の考え方にはずいぶんと違いがあります。
たとえば身内の間で、時価千万円する土地を千万円で売った場合(低廉譲渡)を考え
てみましょう。まず、親会社が子会社に売ったときは法人税の出番で、そこには“みな
し課税”があります。実際の取引価格に関係なく、あくまで時価で売ったものとみなす、
という取扱いです。売った側には千万円で売却したものとして課税、買った側は差引
き千万円相当の贈与を受けたものとしての課税――ダブルパンチとなってしまいます。
一方、所得税にはそのような“みなし”はありません。親が子供に売ったとき、親が
実際に受け取ったお金に対してしか税金はかかりません。ただで渡せば所得税の出番は
なし。ただしその場合、もらった子供の側には財産課税としての贈与税が待ち受けてい
ますから、現実にはそのような乱暴なことはできませんが。
法人税の発想の源は、「会社は経済的合理性を追求する組織ゆえ不合理なことをする
はずがない」――すべての取扱いが、この頑固なまでの思い込みからスタートしてい
ます。一方の所得税は、そういう青臭いことは言いません。「人間は不合理なことをし
でかす動物である」と達観しています。それはそうでしょう、子供に向かって親が金儲
けを企てるだなんて、それこそ異常な出来事です。
なにやら法人税はギスギスして、所得税はゆったり構えているように見えますが、そ
れには理由があります。法人税には、後がないのです。自分が税金を取り損ねたらそれ
までで、ピンチヒッターはいません。その点、所得税には相続税と贈与税という相棒が
います。一人へましても、残りの二人がカバーしてくれるだろう、という安心感が常に
あります。
結局はその違いなのです。孤独な法人税、使命感に燃えるけなげな法人税――そう
考えると、彼の意固地さがいじらしく、また、可愛らしくさえも思えてきますね。
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□ はじめに
会社法制と会計基準は、互いに影響を与えながら健全な企業活動の礎として機能してきた。平成
17年に会社法が制定され、翌年月より施行されている。会社法は、従来の商法第編の会社の部
分を独立させて単独法化させ、さらに有限会社法、および大会社等監査に関する特例に関する法律
(いわゆる監査特例法)、を統合するとともに、商法総則のうち関連する規定を包含している。会社法
の制定は、会社法制の現代語化(口語化)をきっかけとしたものであり、あわせて会社法制の現代化が
はかられ諸概念が再構築されている。
本稿では、新株予約権付社債に関する会社法制と会計基準の推移を検証し、両者がどのように作用
してきたのかを検討する。新株予約権付社債の制度は、平成13年の商法第改正の際に、新株予約
権の制度が導入されたことをうけ、従来の転換社債および新株引受権付社債の制度を再構築して設け
られた。新株予約権は、転換社債、新株引受権付社債、およびストック・オプション報酬に共通する
要素としてコール・オプションの部分を抽出し制度化されたものである。新株予約権の制度は、ファ
イナンス理論の影響をうけている。オプション評価モデルによって、コール・オプション部分の財産
的価値が算出されるようになったことをきっかけとして、新株予約権の制度が導入されたからである。
新株予約権に関わる法制度を検証することによって、会社法制にファイナンス理論が取り込まれてい
く態様を見て取ることができる。
新株予約権付社債の利用状況は、会計取扱いの影響を大きく受けている。例えば、平成年に新株
引受権付社債について区分法による会計処理が採用されてことに伴い、資金調達手段として発行する
ことが大幅に減少したことが知られている。会計基準については、会社法の制定をうけ、変更がなさ
れている。これらが今後の新株予約権付社債の利用状況にどのように作用するのかを検討する必要が
あると考える。
新株予約権付社債については、会社法制と会計基準が相互に影響を与え、それが新株予約権付社債
の利用状況に影響を与えてきた。本稿では、まず、会社法制定にいたるまでの法制度と会計基準等の
変遷を確認する□2 。つぎに、具体的な問題点を検討する。ここでは、転換社債型新株予約権付社債
を題材に、会計処理について一括法を用いる意義を検討し、さらに、募集新株予約権の発行規定の問
題点を検討する□3 。これら検討のふまえた結論として、新株予約権付社債については、募集新株予
約権と引換えに金銭の払込を要しないか否かで分類する法規定(会社法238条項号・号)を改
め、さらに会計処理として区分法を用いることが望ましいということを提示する□4 。
80
＊ 昭和13年改正における転換社債の導入については、淺木愼一「大正バブルの崩壊と経済的矛盾の露呈」北沢正啓先生古希記
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□ 新株予約権社債に関する法制度と会計制度の展開
(1) 転換社債の創設(昭和13年の商法改正)
転換社債の制度は、昭和13年の商法改正の際に導入された。この時点においては、転換社債は、
条件付資本増加と認識されていた＊1。当時は授権資本制度が採用されておらず、増資には必ず株
主総会の特別決議による承認が必要とされていた。そこで、転換社債については、社債発行決議に
おいて転換権の付与と資本増加を決議し、かつ転換権の内容を確定していた(昭和13年改正直後の
商法364条)。当時は、社債の発行についても、株主総会の特別決議事項とされていた。転換社債
の発行に株主総会の特別決議を必要する論拠は、社債の発行と増資の双方によるといえる＊2。
(2) 転換社債の発行権限の変更(昭和49年の商法改正)
昭和25年の商法改正で授権資本制度が導入されたことから、定款に記載された発行予定株式総
数の枠内については、新株発行権限が取締役会に与えられた(昭和25年改正直後の商法280条の)。
同時に、この改正によって取締役会決議による社債の発行が可能となった(昭和25年改正直後の商
法296条)。新株の発行権限と社債の発行権限が取締役会に与えられたにもかかわらず、転換社債
が取締役会決議によって発行可能となるのは、昭和49年の商法改正の際であった。昭和41年の商
法改正まで、新株の第三者割当については株主総会の特別決議を必要としていたからである。昭和
41年の商法改正において、有利発行ではない株式の第三者割当てについて、取締役会決議での発
行を可能とした。これをうけて、昭和49年の商法改正では、取締役会決議によって転換社債が発
行できる規定が導入された(昭和49年改正直後の商法341条の第項)。ここでは第三者に対して
有利な条件で転換社債を発行するには、株主総会の特別決議を必要とするとも規定されている(同
条項)。
(3) 新株引受権付社債制度の創設(昭和56年の商法改正)
昭和56年改正では、新株引受権付社債の制度が導入され、会社の資金調達手段の多様化がはか
られた。転換社債では、転換権を行使することによって社債権者たる地位を失うのに対して、新株
引受権付社債では、新株引受権を行使しても、社債権者たる地位を失わない。新株引受権付社債に
ついては、社債の確実性と株式の投機性を併用する両者の中間形態であると認識されていた＊3。
新株引受権付社債は、経済からの要望に応えるかたちで導入された制度である。とりわけ、長期の
外貨建債権を有する会社にとっては、同一外貨建で、社債を発行することによって、為替リスクの
ヘッジができることにくわえて、新株引受権を甘味剤として新株引受権付社債を発行すれば、普通
社債より低利で社債を発行できることが期待されていた＊4。
昭和56年の改正では、会社が新株引受権付社債を発行できると規定されている(昭和56年改正直
後の商法348条の第項)。ここでは、新株引受権のみを譲渡できるタイプ(分離型新株引受権付
社債)も発行できると規定されていた(同条項号)。法制度においては、分離型および非分離型
の新株引受権付社債が発行できる規定となっていたが、分離型の新株引受権付社債については投機
性が強いことが懸念され、自主規制によって制限が加えられていた。具体的には、昭和60年まで
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＊ 岩村充＝鈴木淳人『企業金融の理論と法』(東洋経済新報社、2001年)182-183頁。
＊ 野口晃弘『条件付新株発行の会計』(白桃書房、2004年)74頁、岩村＝鈴木・前掲(5)183頁。
＊ 野口・前掲(6)75頁、および同頁の注1)に掲げた文献参照。
＊ 野口・前掲(6)75頁。
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日本証券業協会の自主規制がなされており、分離型の新株引受権付社債は、実際には発行されなかっ
た。また、海外で発行された新株引受権付社債の新株引受権部分についても、昭和61年に解禁さ
れるまで、国内への還流が禁止されていた＊5。
昭和56年の商法改正によって導入された法制度の枠組みは、平成13年の商法改正において新株
予約権の制度が導入されるまで維持された。この枠組みでは、転換社債と新株引受権付社債の制度
のもとで、転換社債、非分離型新株予約権付社債、および分離型新株予約権付社債の種類の手段
が用いられることになった。
転換社債と新株引受権付社債との相違は、コール・オプションを行使することによって社債権者
たる地位を失うか否かである。転換社債では、コール・オプションの行使によって社債権者たる地
位を失うが、新株引受権付社債では、社債権者たる地位を失わないことが原則とされていた。なお、
新株引受権付社債については、新株引受権の行使の際に、権利者の請求により新株引受権付社債の
償還にかえて、権利行使の際の払込があったものとするタイプ(代用払込型)の発行も認められてい
た(昭和56年改正直後の商法341条の第項号)。このタイプの特徴は、新株引受権を行使する
ものが代用払込をするか選択できることにあった。
社債部分と新株引受権が一体となって譲渡される点においては、転換社債および非分離型の新株
引受権付社債が共通し、分離型の新株引受権付社債のみが、新株引受権部分を譲渡できるタイプと
されていた。
(4) 新株引受権付社債に関する会計処理の変更(平成年の「新株引受権付社債の発行体
における会計処理および表示」)
平成年に日本公認会計士協会から「新株引受権付社債の発行体における会計処理及び表示」
(以下「平成年報告」とよぶ)が公表された。これによって、新株引受権付社債の会計処理につい
ては、分離型・非分離型を問わず新株引受権と社債の対価を区分する区分法が採用された。
この会計基準が導入されるまで、転換社債および新株引受権付社債については、一括法による会
計処理がなされていた。一括法は、新株引受権の対価部分と社債の対価部分を区分しないことから、
新株引受権の存在が会計処理に反映されないまま、普通社債と同様の会計処理がなされていた。こ
のため、普通社債を割引発行した場合と比較すると、転換権又は新株引受権の対価に相当する金額
だけ、損益計算書に表示される利益の金額が大きくなっていた＊6。
一括法をもちいて社債部分と新株引受権部分の対価を峻別しない取扱いは、新株引受権付社債の
利用状況とかけ離れたものとなっていた。とりわけ、分離型の新株引受権付社債においては、
1989年からは社債と新株引受権証券を分離して募集する分離募集も行われていた＊7。募集段階で
は、社債と新株引受権を区分しながら、会計処理では、両者を一括して把握することは、一貫性を
欠く取扱いであったといえよう。このような利用状況をふまえ、平成年報告において新株引受権
付社債の会計処理は、区分法に移行したと考えられる。
区分法では、新株引受権付社債の会計処理は、社債部分と新株引受権部分に区分されておこなわ
れる。このような区分法への会計処理の変更は、新株引受権付社債の発行によって計上される費用
を増加させた＊8。新株引受権の対価部分については、社債の発行利率の調整部分と把握され、社
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＊ 2002年の企業会計基準委員会・実務報告第号「新株予約権及び新株予約権付社債に関する会計処理」では、このような会
計処理を行うことが記されている。江頭憲治郎『株式会社・有限会社法(第版)』(有斐閣、2002年)607頁。
＊10 野口・前掲(6)75頁。
＊11 野口・前掲(6)81-82頁。
＊12 野口・前掲(6)82頁。
＊13 野口・前掲(6)85-86頁。
＊14 カバード・ワラントとは、ある会社が別の会社が発行した転換社債、ワラント債、または株式を保有しているときに、それ
を裏づけに発行されるワラントのことをいう。
＊15 リ・パッケージ債については、野口・前掲(6)85-87頁。
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債発行差金として計上し、償還期限までに償却すべきものと扱われたからである＊9。
このような会計処理の変更は、資金調達を目的とした新株引受権付社債の発行を激減させた原因
であると指摘されている＊10。なお、新株引受権付社債については、平成年に擬似ストック・オ
プションとしての発行がなされ、以降、ストック・オプション報酬を実現させる手段として利用さ
れることになった。
(5) 平成11年金融商品に係る会計基準の公表
平成11年(1999年)には、企業会計審議会から「金融商品に係る会計基準」(以下、「平成11年基
準」とよぶ)が公表された。この基準では、転換社債に関する発行者側の会計処理について、「転換
社債の発行価額は、社債の対価部分と株式転換権の対価部分とに区分せず普通社債の発行に準じて
処理する又は新株引受権付社債に準じて処理する」と規定した(第六複合金融商品 一 払込資本
を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品の会計処理  転換社債の会計処理(1)発行
者側の会計処理)。この基準によって、転換社債の会計処理に区分法を適用できることになった。
この会計基準に先立ち平成10年(1998年)に公表された公開草案では、転換社債の会計処理につ
いては、一括法を用いることが指示されていた。「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
においても、転換社債の会計処理について区分法を用いることに対して否定的な記述がなされてい
る。その理由として、転換社債については、転換権を行使することによって社債が消滅することか
ら、社債の償還権と転換権が同時に存在し得ないとし、社債部分と転換権を区分して処理する必要
に乏しいことが挙げられている＊11。転換社債に一括法を適用することには、積極的な論拠がある
のではなく、区分法がなじまないという消極的な論拠によるといえよう。区分法がなじまない理由
として、転換権の行使によって社債権者たる地位を失うことを挙げることには、疑問を感じる。転
換社債においては、社債権者の地位と転換権行使後の株主としての地位は同時には存在し得ないが、
社債権者と転換権は並存して転換社債の保有者に帰属するからである。となると、転換社債に一括
法を用いる論拠は脆弱であったと考える。
転換社債の会計処理に区分法を導入することには、消極的な見解が示されていた状況で、平成
11年基準は、転換社債についても区分法を適用できるとことを示した。これによって、転換社債
の転換権を区分経理しないという国際基準に反する会計処理を日本の基準が強制するという事態は
回避された＊12。しかし、この基準では、転換社債について一括法による処理を禁止してはいなかっ
た。転換社債については、従来どおり一括法による会計処理が適用され続けていた＊13。
転換社債と新株予約権付社債との会計処理に差異が存在することは、カバード・ワラント＊14を
用いて転換社債を新株引受権付社債に組み替える仕組み(リ・パッケージ債)を提供した＊15。この
仕組みでは、転換社債を新株引受権付社債特別目的会社が設立され、その特別目的会社が転換社債
を全額購入するとともに、発行会社のカバード・ワラントを用いたワラント債を発行して販売する。
ワラントが行使された場合には、特別目的会社は転換権を行使して株式を調達し、ワラントが行使
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＊16 野口・前掲(6)87頁。
＊17 平成13年改正直後の商法280条の19第項では、「之を有する者(以下、新株予約権者と称す)が会社に対し之を行使したる
ときに会社が新株予約権者に対し、新株を発行し又は之に代えて会社の有する自己株式を移転する義務を負うもの」と定義
された。
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されなかった場合は、転換社債の償還を受けてワラント債を償還する。
このような仕組みが用いられた理由として、カバード・ワラントを利用することによって、国内
で転換社債を発行するより有利な条件で円建転換社債を発行できたことがあるとされているが、有
利な条件でワラント債を欧州の市場で発行することが目的であれば、直接、新株引権付社債を発行
すればよいと指摘されており、転換社債を利用することによって区分法の適用を回避することが目
的だったと考えられている＊16。
このようにカバード・ワラントと転換社債を用いた代替手段が提供されたことによって、新株引
受権付社債の発行による資金調達が形式的には利用されなくなったとしても、さほど不都合な状況
にはならなかったとも考えられよう。
(6) 新株予約権制度の創設と法規定の変更(平成13年の商法改正)
新株予約権制度の創設
平成13年には、月、11月、12月の度にわたって商法が改正されている。このうち11月の
改正において、新株予約権の制度が導入された。これに伴い、転換社債および新株引受権付社債
は、新株予約権付社債として統合された。
新株予約権とは、コール・オプションであることが明確に定義されている(平成13年改正直後
の商法280条の19第項)＊17。従来、会社が、自社の株式を対象としてコール・オプションをオ
プションの発行することについては、転換社債や新株引受権付社債の形態で社債との組み合わせ
として発行する場合や、ストック・オプションとして発行する場合に限定されていた。平成13
年改正によって新株予約権の制度が創設されたことによって、この立場は改められ、新株予約権
の単独発行を認めている。
新株予約権制度が導入された背景には、オプション評価モデルの進歩によって、コール・オプ
ションとしての金銭的な価値を算出できるようになったことがある。オプション評価モデルを用
いると、権利行使価格、取得できる株式の時価、当該株式のボラティリティー、行使期間、安全
資産の金利などの要素から、新株予約権のコール・オプションとしての金銭的価値が把握できる。
このように、コール・オプションそのものが金銭的価値を持ち、その価値が客観的に算定可能に
なったことが法制度に影響を与えた。
転換社債および新株予約権付社債については、株主以外の第三者に対して、特に有利なる転換
の条件を付して転換社債を発行すること、および、特に有利なる内容の新株引受権を付したる新
株引受権付社債を発行すること、については、株主総会の特別決議を必要としていた(昭和56年
改正直後の商法341条の第項)。以前から、転換社債および新株引受権付社債において、権
利行使時の株価を下回る価格で転換権または新株引受権を行使することは、有利発行の問題が生
じるのではないかという疑問があった。この疑問に対する説明として、例えば転換社債について
は、社債発行時に潜在的な新株発行があったと考えることによって、転換価格が転換社債発行時
点の株価を下回っていなければ、有利発行ではないと考えられてきた(行使価格基準説)。
行使価格基準説は、転換社債又は新株予約権付社債について、社債発行時に株式の発行があっ
たと擬制する考え方に基づくものといえる。このような考え方は、昭和13年商法改正において、
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＊18 江頭憲治郎「ストック・オプションのコスト」竹内昭夫先生追悼・商事法の展望161頁(商事法務研究会、1998年)、174-
177頁。
＊19 原田晃司ほか「改正商法の解説‐株式制度の改善・会社関係書類の電子化等」登記研究650号60頁(2002年)。
＊20 代用払込型の新株引受権付社債(昭和56年商法改正直後の341条の第項号)では、社債権者たる地位を失うか否かは新
株引受権付社債の保有者が決定できる。
＊21 なお、同項後段で、社債または新株予約権の消滅後は、存在する他方を譲渡できる旨が規定されている。
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転換社債が導入された当時より、法的に転換社債は、社債の発行と将来の増資を同時に行うこと
と把握してきたことに由来するのではないかと考えられる。
行使価格基準説に対しては、既存の株主が保護されないという弊害が指摘されるようなった。
転換権または新株引受権の財産的価値を、オプション評価モデルによって算定すると、行使価格
を発行当時の株価に設定しても、オプションとしては有償の金銭的価値となるからである。コー
ル・オプションの利点は、株価が行使価格を下回る場合には権利を放棄できる一方で、株価が行
使価格を上回る場合には確実に利益を得られることにある。このことから、株価をオプション発
行時の市場価格に設定したとしても、コール・オプションの財産権的価値は無償とはならない。
このことをふまえると、転換社債または新株引受権付社債において、転換権または新株引受権
の行使価格が、発行時の株価よりも低く設定されていることが問題ではなく、転換権または新株
引受権をコール・オプションとしての評価額を下回る対価で発行することに問題があることにな
る。その極端な場合として、転換権ないし新株引受権を無償で発行することをあげられよう。そ
こで、転換権や新株引受権など、会社が発行するコール・オプションについては、その財産的価
値を厳密に評価し、その評価額を基準として有利発行か否かを判断しなければならないとする考
え方が提唱された＊18(オプション価格基準説)。
平成13年改正において、新株予約権の制度が導入された際に、株主以外の第三者に対して特
に有利な条件で新株予約権を発行するには、株主総会の特別決議を必要とする規定が導入された
(平成13年改正直後の商法280条の21第項)。これによって、新株予約権の財産的な価値を基準
に有利発行か否かが判断されることになり、会社法制においてもオプション価格基準説が採られ
ることになった。
社債の組み合わせとしての発行
平成13年改正は、新株予約権の制度を導入することに伴い、転換社債の転換権および新株引
受権付社債の制度を新株予約権付社債として再構成した。この改正は、法形式上は大幅な制度変
更を伴うものであったが、改正の意図は法律概念を整理することにあり＊19、転換社債および新
株引受権付社債の商品性に関しては、実質的な変更はないとされて説明されている。
新株予約権付社債は、法制度上、社債部分と新株予約権部分を分離して譲渡できないこととさ
れた(平成13年改正直後の商法341条の第項本文)。従来の転換社債と非分離型の新株予約権
社債のみが、改正後の新株予約権付社債に含まれることになり、非分離型の新株予約権付社債は、
社債と新株予約権を同時に発行することと認識された。改正前の立場では、オプションの行使に
よって社債権者の地位を失うのかを基準として、社債権者の地位を失うものと転換社債、失わな
いものを新株引受権付社債に峻別していた＊20。これに対して、改正後の立場では、社債と新株
予約権が一体で譲渡されるか否かによって新株予約権付社債かが峻別されることになった。
法規定において、新株予約権付社債については、新株予約権および社債のどちらか一方のみを
譲渡できないとされている(平成13年改正直後の商法341条の第項前段＊21)。ここで、新株
予約権の行使の際に社債の全額の償還にかえて、新株予約権を行使する際の払込があったものと
するタイプ(平成13年改正直後の商法341条の第項号)が、従来の転換社債に相当し、転換
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＊23 江頭憲治郎『株式会社法』(有斐閣、2006年)697頁。
＊24 藤田友敬「オプションの発行と会社法―新株予約権制度の創設とその問題点―」別冊商事法務256号87頁(2002年)、95頁。
＊25 野口・前掲(6)85頁。
＊26 藤田・前掲(24)95-96頁。
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＊28 野口・前掲(6)84頁。
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社債型新株予約権付社債とよばれることになった。
株式の譲渡制限が付されていない会社においては、新株予約権付社債の発行権限は、原則とし
て取締役会にある＊22(平成13年改正直後の商法341条の第項)。新株予約権付社債を発行す
る際には、社債の発行価額と新株予約権の発行価額の双方を明確に認識する形での決議が必要と
なる(平成13年改正直後の商法341条の第項号・号)。ここで、第三者に対して有利な条
件で新株予約権を付して新株予約権付社債を発行するには株主総会の特別決議が必要となる(平
成13年改正直後の商法280条の21第項)。
新株予約権付社債の制度が導入されたことをきっかけとして、従来の新株引受権付社債につい
ては、オプションの行使によって発行される株式の発行価額の合計額を、社債の金額以下とする
制限(昭和56年改正直後の商法341条項・項)は撤廃されている。この規定については、コー
ル・オプションが無償で社債権者に付与されることを防止する目的のものと説明されてきたが、
理論的根拠を持たないことが指摘されていた＊23。併せて、新株引受権付社債について、オプショ
ンの行使によって発行される株式の発行価額が社債金額を超える場合には、株主総会の特別決議
を必要としていた規定(昭和56年改正直後の商法341条の第項)も撤廃されている。
転換社債型の新株予約権付社債について、新株予約権の行使価格は社債の発行価額としなけれ
ばならないとする規制は維持された(平成13年改正後の商法341条の第項)。転換社債型新株
予約権付社債の発行価額は社債の償還額と一致させなければならなかった＊24。これは、新株予
約権の行使により発行される株式の発行価額が新株予約権付社債の発行価額と等しくならなけれ
ばならないという立場(いわゆる原資発行価額主義)に基づくものである＊25。その結果、転換型
新株予約権付社債を新株予約権の対価を無償として発行した場合について、区分法を用いると転
換社債の商品性が変更されかねないとする問題点が指摘されている＊26。これまでの転換社債型
新株予約権付社債では、原資発行価格、社債部分の償還価額、および新株予約権の行使価
額、が同一となる関係が成り立っていた。ここで、区分法を導入し、を社債の発行価額と転換
権の対価に区分すると、これらの金額が異なりかねないからである＊27。
さらに、転換社債型新株予約権付社債の会計処理に区分法を用いた場合には、新株予約権が区
分経理されることに伴って社債発行差金が計上され転換社債型新株予約権付社債の原資発行価額
と帳簿価額が乖離することも指摘されていた＊28。さらに、ここで、社債発行差金を計上するこ
とは、一括法を用いたことと比較すると、見かけ上の利益が減少することにつながりかねないこ
とから、区分法が用いられない理由となったと考えられる。
この時点において、転換社債型新株引受権付社債に区分法を正面から適用することについては、
法制度、会計処理、および実務取扱いのそれぞれの点においても問題点が指摘されていたことが
みてとれる。このうち、法制度上の問題点と、会計処理場の問題点は、転換社債において転換権
の行使価額を社債の発行価額と一致させなければならないという原資発行価額主義から生じてい
る。平成13年の商法改正以降、商法341条の第項によって原資発行価額主義がとられている
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ことについては、会社法および会計の立場から修正が求められている＊29。
転換社債型新株予約権付社債について、社債の発行と将来の株式の発行を同時に行うと把握す
る考え方によれば、その会計処理に一括法を用いることの説明は容易にできる。発行時には、社
債として計上し、転換権が行使された部分については株式に変換されたと把握すればよいからで
ある。平成13年の商法改正では、新株予約権の制度が導入され、これによって、転換型新株予
約権付社債についても社債の発行と新株予約権の発行との組合せと把握する立場に変更された。
となると、一括して会計処理を行うことの論拠は弱くなったと考えざるをえない。さらに、新株
予約権付社債では、社債と新株予約権が一体で譲渡されることを特徴としている。転換社債につ
いては、転換権の行使によって社債権者たる地位を失うことが、社債との一体性の論拠とされ、
それが、区分処理を行うことに消極的な立場の論拠とされていたが、平成13年改正以降は譲渡
の場面における一体性が新株予約権付社債の法的な特徴と把握されたことから、この論拠も弱
まったと考えられる。
(7) 会社法の制定と会計基準の変更
会社法の規定
会社法の制定によって、これまでの会社法制の多くが「現代化」された。新株予約権付社債に
関する規定は、基本的には会社法改正以前の立場が継承されている。新株予約権に関する法制度
については、平成13年の商法改正の際に、その「現代化」がほぼ完了したと考えられる。
会社法は新株予約権を「会社に対して行使することにより当該株式会社の株式を受けることが
できる権利をいう」(会社法条21号)と定義し、新株予約権付社債については、単に「新株予
約権を付した社債」と(同条22号)定義した。これらの定義規定からも、会社法では、平成13年
の商法改正の立場を承継していることが見てとれよう。
さらに、会社法が従来の立場を継承している点として、公開会社においては、第三者への有
利発行でない限り、取締役会決議で新株予約権が発行できる点(会社法240条項)、新株予約
権付社債については新株予約権の部分だけを原則として譲渡できない点(会社法254条項)、
転換社債型新株予約権付社債においては、新株予約権の行使によって社債が消滅する点、などが
あげられる。
一方で、会社法の制定に際して、転換社債型新株予約権社債の行使価額は社債償還額と一致し
なければならないとする規定は廃止されている。これによって、会社法制が原価発行主義を採る
という立場は改められている。
新たな会計基準
新株予約権付社債の会計処理に影響する規制として、会社計算規則条項号がある。ここ
では、払込みを受けた金額が債務額と異なる社債については、その時の時価又は適正な価格を付
すことができるとしている。
企業会計基準委員会は平成18年月11日に企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」
を公表している。ここでは、会社計算規則条項号を受けて、社債を社債金額より低い価額
又は高い価額で発行した場合については、償却原価法で算定された価額をもって貸借対照表価額
とするとされている(26項、社債への適用については90項参照)。これが転換社債型新株予約権
付社債にも適用されるのであれば、区分法を適用したとしても、社債発行差金を計上することは
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なくなる。なお、同日に企業会計基準委員会は実務対応報告第19号「繰延資産の会計処理に関
する当面の取扱い」を公表し、ここでは、社債発行差金は繰延資産として取り扱われないことが
示されている。
なお、金融商品に関する会計基準では、新株予約権付社債の会計処理について、転換社債型新
株予約権付社債には、一括法と区分法のいずれかが選択できるとし(36項)、それ以外の新株予
約権付社債については、区分法が適用されるとしている(38項)。これは従来の立場を踏襲する
ものである。
□ 転換社債型新株予約権付社債に関する問題点
(1) 問題の所在
転換社債型新株予約権付社債の会計処理についてのみ、一括法が選択できる。ここでは、このよ
うな取扱いの意義について検討する。
検討に際して、以下のような事例を設定する。公開会社が、転換型新株予約権付社債(額面100)
を第三者に発行し、100の資金を調達した場合を考える。当該新株予約権付社債は第三者に対する
有利ではない発行として、取締役会決議で発行されたとする。会計処理については、一括法か区分
法のどちらかが選択できる。
この転換社債型新株予約権付社債の会計処理について、一括法を適用したときの仕訳では、借方
に「現金」を100計上し、貸方に「新株予約権付社債」として100を計上すればよい。
【仕訳】
(借)現金 100 (貸)新株予約権付社債 100
このような新株引受付社債の発行が何を意味するか。区分法を用いて会計処理をした場合と比較
し、募集新株予約権付社債の発行手続きを確認する。新株予約権付社債の発行手続きには、社債の
発行手続きと新株予約権の発行手続きが重畳的に適用される(会社法238条項号)。転換社債型
新株予約権付社債の発行決議については、新株予約権の内容(会社法236条項)に加えて、社債の
金額(会社法676条項号)および社債の利率(同項号)を決議しなければならない。この検討を
通じて、転換型新株予約権付社債の発行が、どのような含意を持つのかを検証する。
(2) 新株予約権が有償で発行されている場合
転換社債型新株予約権付社債については、社債と新株予約権のそれぞれ対価を受取っている場合
が、考えられる。この場合には、募集新株予約権の払込金額(会社法238条項号)に相当する対
価が会社に払い込まれる。例えば、新株予約権の対価を20として区分法によって処理すると、仕
訳は以下のようになる。
【仕訳】
(借)現金 100 (貸)社債 80
新株予約権 20
なお、ここでは、社債部分について割引発行がなされていた場合は、償却原価法に基づいて算定
された価額が社債として計上される(金融商品に関する会計基準26項)。
また、募集新株予約権付社債の発行手続きについては、新株予約権の内容に基づいて、オプショ
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ンとしての価値を算定した場合について、その価値が20以下であれば、有利発行には該当しない
ことになる。
(3) 財産的な価値のない新株予約権を無償で発行する場合
転換社債型新株予約権付社債を発行した際に、新株予約権の対価は無償であった場合について考
える。このような発行は新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない場合に分類される(会社法
238条項号)。さらに公開会社がこのような転換社債型新株予約権付社債を取締役会決議で発
行するには、当該発行が有利発行であってはならないことになる。
ここでは、まず、新株予約権にコール・オプションとしての財産的価値がないとする説明が考え
られる。本来、新株予約権は有償の値を示すはずであるが、諸条件によって無価値に近い評価がさ
れている場合といえよう。ここでいう諸条件とは、予約権の行使期間が極端に短い場合や、取得条
項付新株予約権として発行されていることから、財産的な価値が大幅に低下している場合などが考
えられる＊30。これら諸条件は、具体的に、オプションの評価額に影響を与えるものでなければな
らず、諸般の事情を考慮してなどの包括的・抽象的な条件は含まれないと考えるべきだろう。従来、
転換社債型新株予約権付社債において、新株予約権の価値を零としてきた実務取扱いは、この場合
には該当しないことになる。
このような場合には、借方に「現金」として100計上し、貸方に「社債」として100計上する。
「新株予約権」の価値は無償となるのでとなる。また、募集新株予約権の払込価額もとして取
り扱われることになる。
【仕訳】
(借)現金 100 (貸)社債 100
新株予約権 0
これは、単なる社債に無償の新株予約権を付して発行したことに他ならない。この場合には、新
株予約権のオプションとしての評価額が無価値であることを示さなければ、新株予約権付社債の有
利発行に該当する。
(4) 財産的な価値のある新株予約権を無償で発行する場合
転換社債型新株予約権付社債の新株予約権部分について無償で発行したにもかかわらず有利発行
に該当しないとする場合としては、新株予約権は有償の価値ではあるが、社債の金利優遇などの対
価に相当したことから無償としたとする説明が考えられる。これは、従来の実務取扱いを踏襲する
ものである。端的には、転換型新株予約権付社債を用いることで、同種のリスク・マネーを普通社
債で調達したときよりも低い金利で調達できたと説明できる。利率を低くすることによって社債と
しての経済的価値をさげ、新株予約権付社債を引き受ける者が社債の払込金額として多く払い込み
すぎる額を実質的に新株予約権の対価に当てることになる＊31。
このような転換社債型新株引受権付社債の会計処理について、区分法を用いた場合には、どのよ
うな仕訳となるか。転換社債型新株予約権付社債を用いて100の資金を調達した場合において、転
換権として付与される新株予約権のオプションとしての評価額は20であったとする。当該新株予
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約権は、普通社債であれば計上されたであろう社債額が控除された(＝社債の経済的価値が低下し
た)ことの対価として、無償で発行したということになろう。まず、借方に「現金」を100計上し、
貸方に「社債」として100計上される。さらに、貸方に「新株予約権」を20計上しなければならな
いが、この新株予約権は、控除された社債額の対価として発行されることから、借方には「社債」
が20計上されることになろう。これらがまとめられた結果として、「社債」として計上される金額
は80となる。
【仕分】
(借)現金 100 (借)社債 80
新株予約権 20
なお、この場合については、新株予約権の対価相当額は、金利の優遇によって得た利益の額以下
でなければ有利発行となる。このことを具体的に示すことは、かなり困難ではないかと考えられて
いる。とりわけ、転換社債型新株予約権付社債は投資損益の把握が難しい金融商品であることが指
摘されている＊32。転換社債型新株予約権付社債では、社債の償還を持って新株予約権の権利行使
時の払込に代えるという代用払込みの構成となっているが、社債の価値は発行時には実質的払込価
額(上記の例では80)となり、償還期限が近づくにつれて償還額(例では100)に近づくことから、権
利行使価格の実質的価値が終始変動するからである。
(5) 転換社債型新株予約権付社債に関する課題と解決の方向性
募集新株予約権の発行形態
転換社債型新株予約権付社債については、類型新株予約権を有償で発行した場合、類型
財産的に無価値の新株予約権を発行した場合、および類型財産的に価値を持つ新株予約権を
無償で発行した場合のつを想定できる。
会社法では、募集新株予約権の発行に関して、募集時に払込みを要しない場合(会社法238条
項号)、とそれ以外の場合(同項号)を規定している。この分類によると、類型および類
型が会社法238条項号による発行となり、類型が同項号による発行となる。
会社法の規定は、転換社債型新株予約権付社債について、新株予約権の対価を無償で発行して
きた実務取扱いを配慮して設計されたと考えられるが、理論的に存在意義があるのかについて、
疑問を感じる。類型については、新株予約権の発行に際して金銭の払込を受けてはいないが、
本来であれば発行されたであろう社債部分を対価として新株予約権が発行されたと考えられるか
らである。とすると、類型は、類型の特殊な形態と位置づけることが妥当ではないかと考え
る。このように考えると、新株予約権の発行を、金銭の払込があったかしたか否かで区別するこ
とには、意義がないのではないかと考えられる。むしろ、新株予約権については、新株予約権が
財産的価値を持つのか無価値なのかによって峻別されるべきと考える。ここでいう、新株予約権
の財産的価値が無価値となる場合とは、前述のようにきわめて例外的な場合のみに限定されるべ
きと考える。これらのことを勘案すると、募集新株予約権を発行分類すること自体、不要になる
とも考えられる。
現行の会社法は、新株予約権の発行について金銭払込を要しない場合について規定しているが、
この規定の存在によって、新株予約権については、厳密な財産的価値を計算されることなく、安
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頁参照。
【仕訳】
(借)現金 80 (貸)社債 100
社債発行差金 20
(借)現金 20 新株予約権 20
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易に無償で発行されることが助長されるのであれば、規定そのものを見直す必要があると考える。
転換社債型新株予約権付社債の会計処理
従来、転換社債型新株予約権付社債および新株予約権付社債の会計処理に、区分法を用いた場
合には、新株予約権の対価相当額については、金利の調整部分と扱われ、繰延資産(社債発行差
金)として計上されていた。これは、従来、社債の発行会社については、その額面を負債の額と
して計上しなければならなかったことによる。このことは、転換社債型新株引受権付社債の会計
処理に一括法が用いられる理由および、資金調達手段として転換社債型以外の新株予約権付社債
が用いられない理由として考えられてきた。
会社計算規則では、払込みを受けた金額が債務額と異なる社債については、時価または適正な
価格を付すことができるとした(会社計算規則条項号)。これをうけて、金融商品に関する
会計基準26項では社債などについて、収入に基づく金額と債務額が異なる場合には、償却原価
法に基づいた価額をもって貸借対照表額とするとされており、社債発行差金を繰延資産として計
上することはなくなる。この取扱いを転換社債型新株予約権付社債に適用するなら、上記の例に
おいては、新株予約権の対価(20)を社債発行差金として計上する必要はなくなったことにな
る＊33。このような基準の変更によって、転換社債型新株予約権社債の会計処理に一括法を用い
る利点は、存在しなくなったとも考えられる。いいかえれば、区分法を用いることよって、社債
発行差金を計上しなければならなかったというデメリットは、社債発行差金そのものが計上不要
となったことで払拭されたともいえよう。
現行の会計基準では、転換社債型新株予約権付社債について、区分法を用いたとしても、一括
法に比べて会計上利益の額が減少するということはない。同様のことは、新株予約権付社債を発
行した場合についてもいえる。
以上のことを勘案すると、資金調達手段として新株予約権付社債が発行される場合に、転換社
債型新株予約権付社債を用いて、一括法によって会計処理することは、確固たる根拠をもたなく
なったと考えることができよう。
また、一括法が採用されていることが、転換社債型新株予約権付社債において、新株予約権と
しての対価の厳格に計算しなくてもよいとすることを助長するのであれば、一括法そのものを廃
止して、区分法による会計処理に統一することも検討する必要があると考えられる。
□ おわりに
現在、わが国における新株予約権付社債の利用状況をみると、資金調達目的での発行には、転換社
債型新株予約権付社債が用いられている。その理由は、転換社債型新株予約権付社債の会計処理にお
いて、一括法が利用できることにあるといえよう。
本稿では、昭和13年改正において転換社債が会社法制に導入されて以来の、法規定の変化と会計
基準の動向を検証してきた。ここからは、一括法による会計処理は、転換社債について、社債の発行
と将来の株式発行が同時に行われたとする考え方には整合するが、転換社債型新株予約権付社債を、
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社債の発行と新株予約間の発行と把握する立場とは、整合しないといえよう。
また、会社法の規定は、募集新株予約権の発行に解して金銭の払込を受けない場合を想定して構築
されているが、これは、従来の新株予約権付社債において、新株予約権部分を無償として発行してき
た実務を考慮したものと考えられる。この結果、新株予約権付社債において、新株予約権そのものが
財産的価値を持たない場合と、財産的価値を持つ新株予約権が何らかの対価を得た結果として無償で
発行された場合が混同されるという事態を引き起こしかねない。
立法の状況及び会計基準の推移を概観するに、今後、新株予約権については、その財産的価値を厳
密に計算し把握する方向性で、さらに法規定および会計基準が洗練されることが見込まれる。この方
向性で考えると、法規定においては、新株予約権の発行につき金銭の払込を必要としないことを定め
た規定を廃止し、さらに、転換型新株予約権付社債については、一括法による処理を可能とする会計
基準を改め、新株予約権付社債の会計処理は、区分法に統合するべきではないかと考える。
【追記】
本稿は科学研究費補助金(基盤B18330016企業リストラクチャリングの代替的手法)の助成によ
る。本稿執筆に際しては、法の経済分析ワークショップで研究報告を行う機会を得た。
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内部統制の巻
村 田 智 之
さる平成18年11月21日に、金融庁の企業会計審議会内部統制部会が「財務報告に係
る内部統制の評価及び監査に関する実施基準(公開草案)」(以下実施基準案)を公表しま
した。
内部統制という言葉は、様々な場面で使用されていますが、広くは企業等のつの目
的(業務の有効性及び効率性財務報告の信頼性事業活動に関わる法令の遵守、
資産の保全)のために企業内のすべての者によって遂行されるプロセスであり、つの
基本的要素(統制環境リスクの評価と対応統制活動情報と伝達モニタリング
ITへの対応)から構成されています。特に、財務報告の信頼性を確保するための内部
統制を定め、この有効性について経営者による評価及び報告並びに公認会計士等による
監査を実施する際の方法と手続きのあり方が示されています。
内部統制は概念的であるため、考え方の前提としての基本的枠組み(フレームワーク)
を示す必要があり、経営者の評価や監査人による内部統制監査を実施するためには、こ
れらを文書化(可視化)しなければなりません。企業の環境や特質により、内部統制は一
社一様のものでありこれらを一律に定めることは不可能であり、経営者が自社に最適な
内部統制を構築する必要があります。企業にとっても、具体的な実務上の対応のガイド
ラインが必要なため、「実施基準案」が公表されました。
「実施基準案」で明確にされたポイントとしては、全社的な内部統制の評価結果を踏
まえた内部統制の評価範囲の絞込において、重要な事業拠点の選定を大規模な事業拠点
から順に連結ベースの売上高の概ね分の程度まで含めることや、一般的な事業会社
における主要な勘定科目として、売上、売掛金および棚卸資産のつの業務プロセスに
ついて評価を行うことが挙げられます。また、内部統制の整備・運用に関する重要な不
備の判断に関する基準を、連結税引前利益のとしたことや、評価範囲の絞込み段階
において、経営者と監査人が事前協議を行うことで、有効かつ効率的に監査を実施する
ことが示されたことにより、企業も監査人も評価対象の範囲を把握することが可能とな
り、企業に過大なコストの負担を強いることが回避されると考えられます。反面、これ
らは例示列挙であるため、財務報告の信頼性を確保するためには、企業独自の判断を要
する可能性があります。
今回、「実施基準案」が提示されましたので、平成20年月日以降に開始する事業
年度からの適用に向けて、企業は内部統制の構築が急務となりますが、公認会計士も内
部統制監査において、その批判的機能及び指導的機能を十分発揮し、社会的インフラで
ある適正な財務諸表の開示を担保する役割を果たす必要があるといえるでしょう。
教育研究業績報告
ここでは、甲南大学会計大学院の研究・教育に関する業績を報告する。
なお、2006年度については、会計大学院の初年度となることから、甲南大学会計高
等教育研究所の研究員としての業績についても、必要に応じて記述する。
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 河 照 行
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
共著
『新会社法と中小会社会計』中央経済社、2006年月
『中小会社の会計指針』中央経済社、2006年月
論文
「中小会社会計基準の特性」『税務会計研究』第16号(2005年月)
「変貌する会計理論・会計制度と高校簿記会計教育」『じっきょう』第360号(2006年月)
「財務会計の研究動向と将来展望」『會計』第170巻第号(2006年12月)
(2) 学会・研究会報告など
税務会計研究学会全国大会(2005年10月・於神戸大学)
「無形資産会計と税務」(総合司会と討論会座長)
全国理事長・学長会議(2006年月・於工学院大学)
「大学教員のFD活動」
税務会計研究学会全国大会(2006年10月・於日本大学)
「会社法と法人税法の会計包括規定」
特別委員会報告「ネットワーク社会における税務会計の諸問題」(委員長)
韓国会計情報学会国際大会(2006年10月・於圓光大学校(韓国))
「会計ディスクロージャーの新展開」
日本会計研究学会・関西部会(2006年12月・於大阪大学)
「会計制度変革と会計理論の展開」(司会と討論会座長)
□ 教育業績
(1) 担当科目
財務諸表(個別財務諸表)
演習(論文指導)
(2) 教育方法の実践例
少人数教育による講義内容の理解の深化と確認(実施科目財務諸表)
概要毎回、講義中に演習問題を提示し、問題の回答と全員による討議を通して、毎回の講義内
容の理解度の確認を実施した。
□ 他の業績
(1) 中小会社会計指針研修会講師 (北海道税理士会、近畿税理士会の各支部など)
(2) ひょうご講座 講師(兵庫県)
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 加 藤 恭 彦
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
『まなびの入門監査論』(盛田・百合野・朴編著)中央経済社
平成19年月 所収 第章監査のルール(規範)P.109-121.
「ドイツにおける会社法のEU域内調和化プロセスに関する研究」(『甲南会計研究』No.1
平成19年月)
『ドイツ会計法制の展開』(仮題)(徐龍達・加藤恭彦監修)同文舘出版
平成19年 所収 第部 第章－ 第部 
『会計学辞典(第版)』同文舘出版 平成19年 所収執筆項目
確認、監査役会(ドイツ)、勘定分析、実査、質問、調整、立会、比較
『会計学大辞典(第版)』中央経済社 平成19年 所収執筆項目
監査役会(ドイツ)、実査、立会、確認、質問、勘定分析、比較、調整
(2) 学会・研究会報告など
『現代社会の要請に対応する会計プロフェッション像』2005年秋期甲南大学開開講座－会計情
報と会計プロフェッションの使命－(2005年10月日)レジュメ枚(A4)
『現代社会が要請する会計プロフェッション像』2006年秋期兵庫講座
－会計情報と会計プロフェッションの使命－(2006年月日)レジュメ枚(A4)
□ 教育業績
(1) 担当科目
『監査の基礎』財務諸表監査の理論的・制度的基礎研究
『監査基準』監査規範としての広義の『監査の基準』の研究
『監査演習』財務諸表監査の主要キーワードに関する理論的研究
(2) 教育方法の実践例
上記の各講義ごとに「講義ノート」を作成・配布して、受講学生独自の講義ノートを作成するよ
うに指導し、学生相互の講義ノートの照らし合わせをして、理想的な講義ノート作りを指導した。
理論問題に対する解答に力点を置き、レポートを作成させて、文章能力を高める練習をした。
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 伊豫田 隆俊
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
(著書)
『新版 ベーシック監査論』(共著)同文館出版(平成18年月)
(論文等)
 「環境報告とその保証に対する国際機関の対応－内部監査の視点を包摂して」『月刊監査研究』
第31巻第号(平成17年月)
 「企業再編時代における企業リスク情報の開示と監査」『会計』第167巻第号(平成17年月)
 「カンボジアのプラン・コンタブル」野村健太郎編著『プラン・コンタブルの国際比較』中央
経済社所収(平成17年月)
 「企業リスク情報の開示と保証に関する意識調査」(共著)『週刊経営財務』第2756号(平成18
年月)
 「企業リスク情報の開示と保証に関する意識調査」(共著)『週刊経営財務』第2757号(平成18
年月)
 「環境報告とその保証についての国際機関の動向－最近の動向を包摂して」上妻義直編著『環
境報告書の保証』同文館所収(平成18年月)
 「監査事務所の強制的ローテーションに関する監査役・監査委員会の見解に関する実態調査研
究」日本監査研究学会『監査事務所の強制的ローテーションに関する実態調査研究特別委員会報
告書』(平成18年月)
(辞典)
興津裕康、大矢知浩司編『現代会計用語辞典』(第版)の「外部監査」の項その他14項目。税
務経理協会(平成17年月)
(書評)
川北博編著「新潮流 監査人の独立性」『月刊監査研究』第31巻第11号(平成17年10月)
(2) 学会・研究会報告など
 「監査法人をめぐる諸問題の検討－監査法人の強制的交替に関する実態調査研究の視点を織り
込みながら」日本公認会計士協会平成18年度全国研究大会(JALリゾートシーホークホテル福岡)
八田進二他と共同報告(平成18年月)
 「内部統制の制度化をめぐって」日本会計研究学会第65回全国大会統一論題座長(専修大学)
(平成18年月)
 「企業リスク情報の開示と監査に関する制度と実態」日本会計研究学会第65回全国大会準統
一論題報告(専修大学)(平成18年月)
 「監査事務所のローテーションに関する実態調査研究」日本監査研究学会第29回全国大会(高
田敏文他と共同報告)(愛知大学)(平成18年月)
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□ 教育業績
担当科目
簿記
財務諸表論演習
監査基準
□ 他の業績
(公開講座)
「会計数値をとおして社会をみる－いま、会計がおもしろい」ひょうごオープンカレッジ、平成
18年月
(学会・社会関連活動)
日本監査研究学会常務理事、日本会計研究学会評議員、公認会計士第次試験委員、日本公認会計
士協会学術問題協議会委員、会計大学院協会理事、監査生産性本部人材開発委員会委員
（以上、平成17･18年度公表分）
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 上 埜 　 進
□ 研究業績
(1) 著書
『管理会計の基礎 －理論と実践－』税務経理協会、2005年月、
『工業簿記・原価計算演習 －理論と計算－』税務経理協会、2005年月
『日本の多国籍企業の管理会計実務 －郵便質問票調査からの知見－』税務経理協会、2007年
月刊行予定
(2) 論文
 「日系多国籍企業における意思決定権の位置関係」、『BI Annual Research Report VOL.1.1
(2005)』(甲南大学、49-68頁)、2006年月
「検定・資格試験の管理会計・原価計算教育への影響」、『甲南経営研究』(第47巻号、33-51
頁)、2006年10月
「学部・大学院の会計教育の現況国際的視点からの分析」、『甲南学園平生太郎基金科学研究報
告書(平成17年度甲南学園平生太郎基金科学研究奨励助成金)』、2007年月刊行予定
(3) 書評
『北村浩一著、J.O.マッキンゼーの予算統制論』、『産業経理』2006年度第号
(4) 学会・研究会報告など
日本管理会計学会関西中部部会2006年度第回大会(2006年月)
「学部・大学院の会計教育の現況国際的視点からの分析」
日本原価計算研究学会第32回全国大会(2006年月)
「学部・大学院の会計教育の現況国際的視点からの分析」
日本会計研究学会第65回全国大会(2006年月)
「日系多国籍企業における意思決定権の位置関係 －経験的研究－」
日本管理会計学会2006年度第回フォーラム(2007年月)
「日系多国籍企業における意思決定権の位置関係 －経験的研究－」
(5) 論文査読
INTERNATIONAL JOURNAL OF BUSINESS PERFORMANCE MANAGEMENT(IJBPM)
(2006)、管理会計学(2006)、『社会システム研究』(立命館大学)(2006)
□ 教育業績
(1) 担当科目 管理会計の基礎、原価計算
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 庭 本 佳 和
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
田尾雅夫・若林直樹編『はじめて経営学を学ぶ』ナカニシヤ出版(2005年11月)。第15章「企業
として社会的に行動する」(212-227頁)担当
庭本佳和『バーナード経営学の展開』文眞堂(2006年2月)、本文447頁
庭本佳和「組織と環境適応」『甲南会計研究』No.1(2007年月)
(2) 学会・研究会報告など
経営学史学会第14回全国大会(2006年月22日・於熊本学園大学)
討論報告「経営戦略研究への新たな視座」(沼上 幹「アメリカ経営戦略論と日本企業の実証的
研究」への討論)
オフィス・オートメーション学会関西部会(2006年月17日・於関西大学)
報告「意味創造の場としての組織」
経営哲学学会第24回全国大会(2006年月日・於北海学園大学)
河辺 純「ステークホルダー・マネジメントと物語論」へのコメンテーター
組織学会関西部会(2006年11月11日・於京都大学)
報告「バーナード理論と現代」
オフィス・オートメーション学会関西部会(2006年11月25日・於大阪市立大学)
報告「OA研究の果した役割－学会名称変更の転換点に立って－」
□ 教育業績
(1) 担当科目
経営学(前期)
経営学(後期)
経営組織(前期)
経営管理(後期)
経営倫理(後期)
(2) 教育方法の実践例
少人数教育による理解の徹底化
概要毎回受講者に講義レジュメを配布し、理解の徹底化をはかった。
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 中 西 倭 夫
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
「QA国際財務報告基準ガイドブック」中央経済社 2005年月 共著
「新版 有価証券報告書の記載実務」中央経済社 2006年月 共著
(2) 学会・研究会報告など
特になし
□ 教育業績
(1) 担当科目
簿記
財務諸表
財務会計演習
会計基準
(2) 教育方法の実践例
少人数教育による体験型実務シミュレーション教育(実施科目簿記)
概要簿記の基礎にある企業実態を体験するため、実地たな卸のシミュレーションを製作し小
チームに分かれてたな卸の計画から最終会計処理までを企業の管理責任者として実体験
させ、レポートにより理解度をチェックした。
□ 他の業績
(1) 甲南大学公開講座「会計情報と会計プロフェッションの使命」 講師(2005年11月)
(2) ひょうご講座 講師 タイトルは(1) に同じ(2006年月)
(3) 川西市 監査委員
(4) 財団法人川西市文化財団 監事
(5) 猪名川上流広域ごみ処理施設組合 監査委員
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 古 田 清 和
□ 研究業績
(1) 著書
新会社法対応 財務諸表の読み方・見方 商事法務 2006年月日
(2) 学会・研究会報告など
2006年度管理会計学会関西中部部会第一回大会テーマ・セッション・コーディネーター管理
会計領域でのITソルーション活用の現況(2006年月日)
関西監査研究学会新会社法と会計・監査の実務問題(2006年月19日)
□ 教育業績
(1) 担当科目
会計学実践講義(個別財務諸表)
会計学実践講義(会計規則・会計基準)
管理会計演習(管理会計実務)
なお学部で経営実務a(会計リスクマネジメント論)と会計学総論を担当
(2) 教育方法の実践
少人数教育により会計実務と会計理論の融合をはかるため、～ともに毎回受講者に予復習の
ポイントを示し、次回の冒頭で確認テストを行いその結果を添削し論述の仕方について個々に指導
した。
□ 他の業績
主に公認会計士実務家としての立場から各種委員の歴任・講演活動を行った。
(1) 豊中商工会議所 商工調停士(平成18年度)
(2) 豊中商工会議所 簿記検定委員(平成18年度)
(3) 日本監査役協会関西支部講演株式会社の税に関する基礎知識(2006年月30日)、監査役のた
めの会計知識の総整理回(2006年月日16日月日)
(4) 商事法務債権管理研究会東京講演新会社法下の計算規定と企業会計制度の改正の概要、新制度
下の財務分析(2006年月29日)
(5) 商事法務債権管理研究会大阪講演新会社法と企業会計制度動向(2006年月13日)、会社法下
の財務分析(月日)
(6) 豊中商工会議所講演よくわかる 新会社法100活用術(2006年月日)
103
教育研究業績報告
教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授  川 　 歩
□ 研究業績
(1) 査読付学術論文
「対話型同定法が同定されたメンバーシップ関数形状に及ぼす影響」知能と情報(2007年月号)
(2) 学会報告
第12回日本法科学技術学会学術集会(2006年11月日・フロラシオン青山)
「低解像度ナンバープレート数字識別規則の改良 －第報－」
「低解像度ナンバープレート識別手法の検討」
□ 教育業績
(1) 担当科目
経営情報システムの基礎
情報ネットワーク・セキュリティ
情報システムの分析と設計
□ 他の業績
(1) 競争的研究資金の獲得
独立行政法人科学技術振興機構 地域イノベーション創出総合支援事業「シーズ発掘試験」平成
18年度採択
「ファジィ規則を用いた低解像度ナンバープレート数字識別法の改良と実装」
(2) 教育研究に関する公的資格の取得
情報処理技術者試験
「システム監査技術者合格」(2006年月)
「テクニカルエンジニア(ネットワーク)合格」(2005年12月)
(3) 他大学・研究機関との共同研究の実施
龍谷大学理工学部情報メディア学科藤田和弘助教授および滋賀県警本部科学捜査研究所
「低解像度ナンバープレート数字の識別法の改良」
(4) 社会貢献
滋賀県警本部科学捜査研究所に対する犯罪捜査協力
「犯罪関連車両の低解像度ナンバープレート数字の識別」
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 助教授 家 田　 崇
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
「新株予約権に見る会社法制の記号化」ビジネス法務2007年月号
浜田道代編『キーワードで読む会社法(第版)』(有斐閣・2006年)
・「株式会社の解散・休眠会社のみなし解散・清算」194-195頁、「持分会社」200-201頁、「合同
会社」202-202頁の執筆を担当
(2) 学会・研究会報告など
2006年度応用経済学会春季大会(2006年月11日・於福岡大学)
「敵対的企業買収をめぐる法制度の分析」
法の経済分析ワークショップ(2006年月)
「種類株式・新株予約権に関する立法の歴史的展開」
東京商事法研究会(2006年12月16日・於早稲田大学)
「種類株式・新株予約権に関する法制度の史的展開」
(2) 研究助成など
科学研究費補助金・基盤研究(B)課題番号18330016
「企業リストラクチャリングの代替的手法」(研究分担者)
□ 教育業績
(1) 担当科目
企業法(会社法)
企業法(商法総則・商行為)
企業法演習(商法総則・商行為)
(2) 教育方法の実践例
少人数教育による問題解決方法の共有化(実施科目企業法演習)
概要毎回受講者に課題を出し、受講者が作成した回答を全員で検討した。
□ 他の業績
(1) 法務省名古屋法務局 職員研修中等科講師
(2) 法務省名古屋法務局 職員研修専修科講師
(3) 関西税務会計研究会 研修講師(月14日および月28日)
105
教育研究業績報告
教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 池 田 公 司
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
「IT監査の基礎理論」(河﨑照行編著『電子情報開示のフロンティア』中央経済社、2007年月
出版予定、第11章)
(2) 学会・研究会報告など
税務会計研究学会・特別委員会中間報告(2006年10月日・於日本大学)
「ネットワーク社会における税務会計の諸問題」
□ 教育業績
(1) 担当科目
システム監査
会計情報システム
(2) 教育方法の実践例
(上記の二つの担当科目は「年次の配当科目」につき、2006年度は開講されていない。2007年度
の後期から開講される。講義の方針としては、理論と実践の両面に配慮し、システム監査技術者の
資格も取得できるように配慮したいと考えている。)
□ 他の業績
(1) XBRL Japan 教育委員会客員会員
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 枡 田 圭 兒
□ 研究業績
月 日本経営分析学会 年次総会(兵庫県立大学)
月 日本公認会計士協会 倫理委員会(東京本部)
(国立)三大学監事協議会(神戸大学)
月 日本監査研究学会 西日本部会(関西大学)
〃 －〃－ 東日本部会(法政大学)
月 日本会計研究学会 年次大会(専修大学)
〃 日本監査研究学会 全国大会(愛知大学)
〃 国際会計研究学会 年次大会(関西学院大学)
〃 日本公認会計士協会 倫理委員会(東京本部)
11月 日本経営分析学会 東日本部会(専修大学)
12月 (国立大学)全国監事協議会(学士会館)
〃 日本会計研究学会 関西部会(大阪大学)
上記のとおり監査論、特に職業倫理と監査の理論と実践に関するテーマについて、諸会議に出席し、
討議に参加した。
□ 教育業績
(1) 担当科目 職業倫理
(2) 教育方法
事例を多く取り入れ、職業倫理の理念と内外の制度上の法令、協会会則・規則上の取扱等につい
て講義し、マスコミ報道による時事問題、過去の事例、などについて課題を出してレポート提出を
求めた。
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 多 田 晶 彦
□ 研究業績
(1) 著作物
会計大学院ホームページ「会計学あらかると」のコーナーに、「企業法務の巻」と題してエッセ
イを寄稿した(11月16日付)。
内容は、1960年代後半、わが国の産業界が、それまで未経験の大規模公害訴訟提起や渉外契約
案件の多発といった法的環境激変の洗礼を受けたことを契機に、「企業法務」という名でとらえら
れる一連の業務の存在と重要性を意識するに至ったこと、当初は法的紛争処理を目的とした臨床
(治療)的機能および法的リスク回避のための予防的機能に、その有用性が認められていたものが、
現在では一歩進んで経営戦略の策定にも関わる戦略的機能の重要性に着目すべき時代になっている
ことを論ずるものである。ちなみに、小職担当の「企業法 企業法務」は、上述の歴史的経過を
ふまえた認識を前提として、企業がとるべき法的手段は何か、そのあり方を研究することを目的と
するものである。
(2) 研究会活動
同志社大学法学部「企業法務プロフェッショナル育成－プログラムの開発・実践－」(文部科学
省平成17年度・現代的教育ニーズ支援プログラム〈現代GP〉)プログラム評価委員として、ほぼ
月回研究会に出席し、実務家経験および現役教員としての経験に基づき、積極的に発言して
いる。
経営法友会評議員として部会活動に参加し、企業法務に関する実務動向の把握に努めている。な
お、さる11月15日には、「第14回経営法友会大会／テーマ・内部統制のあり方－法務部門の役割
と課題－」に出席した。
監査法務研究会メンバー(幹事・住友化学監査役二宮博昭。会員は弁護士野崎幸雄、元旭化成監
査役村田泰雄ほか計名)として、ほぼヶ月に回研究会〈会場・東京神田・学士会館〉に出
席し、監査業務および企業法務の動向に関する情報収集の機会としている。
□ 教育業績
(1) 担当科目
企業法(企業法務)および同演習(企業法務。ただし演習は目下受講者なし)。
(2) 教育方法の実践例
事前に毎回の講義内容に関するノート・サマリーを配布し、予習の便を図り、当日の筆記の労を
省くよう心がけている。
新聞記事を活用した説明を通じて生きた企業法務の実務と理論との接点を把握させるよう心がけ
ている。
民法および民事訴訟法を履修していない受講者のために、可能な限りこの二法の基礎知識を付与
することを心がけている。
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教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 鈴 木 基 史
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
「法人税申告書作成ゼミナール(平成18年度版)」清文社 2006年2月
「法人税申告の実務(平成18年度版)」清文社 2006年6月
「消費税申告書作成ゼミナール(平成18年度版)」清文社 2006年9月
「住宅ローン控除による還付申告と住宅譲渡損失の処理のしかた」 清文社 2006年9月
税務「事業参入機会費用の取扱い」税務研究会 2006年12月号
(2) 研究会報告
税理士法第39条の2による会員向け全国統一研修会「新しい法人税制」
(主催 名古屋税理士会 2006年10月4・5日)
□ 教育業績
(1) 担当科目
租税法演習
(2) 教育方法の実践例
少人数教育で、申告書作成演習等を通じて受講生一人ひとりに理解が行きわたるよう指導した。
事前に課題を与え、受講者の回答を全員で検討した。
□ 他の業績
(1) 社団法人京都府教職員互助組合の外部監事
(2) 納税協会連合会セミナーの講師
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教育研究業績報告
教育研究業績報告
甲南大学会計大学院 教授 村 田 智 之
□ 研究業績
(1) 著書・論文など
会計学あらかると「内部統制の巻」 2006年12月
(2) 学会・研究会報告など
日本管理会計学会関西中部部会 2006年度第回大会委員(甲南大学) 2006年月日
□ 教育業績
(1) 担当科目
会計学実践講義(個別財務諸表)
会計学実践講義(会計規則・会計基準)
(2) 教育方法の実践例
会計理論と実務上の問題点の融合(実施科目会計学実践講義、)
概要実務で行われている実践的な会計業務と会計理論の融合を図り、毎回ミニテスト
を実施し、重要なテーマを確認した。
会計大学院における公開模擬授業の実施(2005年月日、10月15日)
概要会計大学院における模擬授業を実施し、参加者の会計に関する興味を引き出した。
バイオビジネススクール第期講師(2006年月28日)
概要バイオビジネスでの起業を目指す参加者に対し、「IPOへのプロセスと資本政策」を平易
に説明した。
□ 他の業績
(1) 会計監査人就任
JASDAQ上場企業社(卸売業)の会計監査人に就任 2006年月～
(2) 社外取締役就任
株式公開準備企業社(製造業)の社外取締役に就任 2006年月～
(3) 社外監査役就任
JASDAQ上場企業社(情報)、株式公開準備企業社(サービス業)の社外監査役に就任
社2006年月～、社2006年月～
(4) NPO法人バイオビジネスステーション、NPO法人バイオグリッドセンター関西 監事
いずれも、2005年月末、2006年月末の会計監査を実施した。
上記の実務経験を会計大学院教育に還元することも自身の教育目標と考えていることから、自己点
検評価に記載した。
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【編集後記】
このたび、『甲南会計研究』創刊号を発刊することができました。関
係者みなさまのご厚意にお礼申し上げます。2006年は甲南大学会計大
学院が発足の年であり、ふりかえると駆け足の年でした。今回、投
稿いただいた御論稿のタイトルを概観すると、会計のみならず、幅広
い分野に亘っていることが見て取れます。会計にかかわる学問分野の
すその広さを改めて実感するとともに、会計制度が健全な社会の礎と
して機能させるためにも、さらに研究を深める必要があると実感して
います。例えば、各分野の特徴を生かしつつ、学際（コラボレーショ
ン）的な研究などを企画できればと考えています。
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